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論文題目：骨組の崩壊機構に着目した 

地震被災 RC 造建築物の残存耐震性能評価に関する研究 

  

氏  名：权 淳日 

 

 本研究は，現在の RC 造構造設計の主流である梁降伏型建物を主対象に，地震により被災した

同種建物における定量的な残存耐震性能評価手法の開発を目的として，理論的な分析及び展開を

踏まえ架構の残存耐震性能評価手法を提案した上で，1 層と 2 層の梁降伏型 RC 造架構の静的載荷

実験及び多層骨組の静的荷重漸増解析を行い，本評価手法の適用性及び妥当性について検討・検

証を行ったものである。以下に，本論文の構成および各章の概要を示す。 

 

 第 1 章「序論」では，近年の被害地震において見られた建物の震動被害を防ぐためには，その

耐震性能を向上することがまず第一であるが，被害が生じた場合に速やかな復旧・復興へ導くに

は，復旧の要否とその程度を判定するための建物の定量的な残存耐震性能評価に基づいた被災度

区分判定手法が重要であることを述べた。また，現在の構造設計では梁降伏型の設計思想が主流

であり，更に同種建物の地震被害事例が報告されているにも拘わらず，その残存耐震性能評価手

法が明確に定められていない問題点を指摘し，本研究の必要性を述べた。 

 

 第 2 章「水平部材を含む架構全体の耐震性能残存率 SIm の提案」では，既往の研究事例を参考

に，まず架構全体の水平抵抗がその最大水平耐力の 80%に低下する点を安全限界として定め，安

全限界までの架構のエネルギー吸収能力の残存度合に基づき，残存耐震性能を評価する手法を提

案した。その際，架構の規模などによりエネルギー吸収能力の絶対値が異なるため，架構の残存

耐震性能評価指標を，安全限界までのエネルギー吸収能力に対する地震後のエネルギー吸収能力

の比として全架構耐震性能残存率 SIm と定義した。また，梁降伏型 RC 造架構を対象として，従

来の軽微～大破・倒壊の被災度に相当する「特徴区間」と称する区間を，部材のひび割れや降伏

による剛性変化などに基づき定義し，簡単な復元力モデルを用いてその特徴区間を区分する SIm

の閾値について議論した。次に，本手法の地震被災現場への適用を意図し，被災建物から得られ

る最大残留ひび割れなどの損傷程度及びこれから降伏ヒンジ部位の耐震性能低減係数 η を算定し，

更にある基準となるヒンジ部位に対する各ヒンジ部位のエネルギー吸収能力の比で定義されるエ

ネルギー寄与係数 α を，各部位の曲げ終局モーメントの比に基づき略算することにより，SIm を

簡易に算定する曲げ耐力法を提案した。その際，柱脚及び柱頭に降伏ヒンジが形成される層崩壊

型架構，あるいは第 1 層の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒンジが形成される全体崩壊型架構を想

定し，エネルギーがすべてヒンジ位置で吸収されると仮定した。 
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 第 3 章「梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価」では，梁

降伏型 1 層の純フレーム架構及び非構造壁を有する架構による既往の静的載荷実験結果を用いて，

曲げ耐力法の適用性及び妥当性について検討している。ここではまず，曲げ耐力法による SIm の

算定にあたり主要パラメータとなるヒンジ部位の耐震性能低減係数 ηとエネルギー寄与係数 αに

ついて以下のとおり検討した。即ち，目視可能な損傷量である最大残留ひび割れ幅に基づき梁部

材の損傷度Ⅰ～Ⅴを新たに定義し，各損傷度に応じた梁の η を算定したところ，等しい損傷度に

あっても，梁の η が柱の η よりも大きく評価されることを述べている。また，α の精算値とヒン

ジ部位の曲げ終局モーメントの比から算定した α の略算値を比較し，両者が概ね一致すること，

従って曲げ終局モーメントに基づき α を簡易に評価できることを示している。最後に，曲げ耐力

法による SIm の算定結果と理論解を比較し，純フレーム試験体においては両者が概ね近似したが，

非構造壁付試験体においては，非構造壁と柱の接触による架構耐力の上昇により安全限界変形へ

の到達が遅れ，その結果エネルギー吸収能力の増大が生じたため，その影響を考慮していない曲

げ耐力法では理論解を下回った。 

 

 第 4 章「梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価」では，

梁降伏型 RC 造 2 層架構試験体 3 体の静的載荷実験を実施し，曲げ耐力法の多層架構への適用性

及び妥当性について検討している。ここでは，①部材の曲げ終局モーメントの比，即ちエネルギ

ー寄与係数 αを各試験体で異なるように設定し，これが SIm の評価精度に与える影響，及び②ス

リット付壁を設置し，最大耐力発生時の変形角を変化させることが，被災度を区分する SIm の閾

値に与える影響，をそれぞれ検討した。検討に先立ち，本試験体においても損傷度に応じた梁の

ηは第 3章の評価結果と同程度であること，αの略算値は精算値と概ね一致することを確認している。 

 α の異なる試験体を対象に，曲げ耐力法による SIm の算定結果と理論解によるそれを比較した

結果，いずれの試験体においても，曲げ耐力法による SIm の算定結果がやや小さいものの，α が

適切に精算値を評価していれば両者が概ね一致することが確認できた。一方，安全限界変形はほ

ぼ等しいものの非構造壁の有無により最大耐力の発生時の変形が異なる試験体を対象に，各被災

度を区分する SIm の閾値を検討したところ，最大耐力発生時の変形がより大きい非構造壁を有す

る試験体に対して，非構造壁がない試験体では中破～大破相当の境界値は約 20%大きかった。更

に，第 3 章及び既往の実験結果を加えて特徴区間を区分する SIm の閾値について検討した結果，

軽微～小破相当の境界値は 95%，小破～中破相当の境界値は 85%及び中破～大破相当の境界値は

65%となり，現行の被災度区分判定基準に定められている耐震性能残存率 R の区分とほぼ等しい

値であった。 

 

 第 5 章「異なる崩壊機構の想定が多層骨組の SIm の評価結果に与える影響」では，地震被災現

場において，部材に表出する損傷に基づき架構の真の崩壊機構を想定することが困難であり，ま

た壁や天井などにより梁の損傷状態を確認できないことを予想して，層数及びスパン数をパラメ

ータとした多層骨組（1 スパン 3 層，5 層，7 層及び 3 層 3 スパン，5 スパン，7 スパン骨組）の
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静的荷重漸増解析を行い，①被災現場における調査者の視認結果に基づき想定された崩壊機構と

真の崩壊機構との差異，及び②被災現場における調査可能な部材数の多少，が曲げ耐力法による

SIm の評価精度に与える影響についてそれぞれ検討した。まず，①については，第 1 層の柱脚及

び各層の梁端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 1 スパン架構モデルにおいては，軽

微～小破の小変形領域では隣接する柱と梁の損傷度が近接することにより，潜在的なヒンジ位置

を正しく設定しにくいために，視認により想定した架構の崩壊機構と真の崩壊機構に差異が生じ

やすいが，それぞれの SIm の算定結果は真の崩壊機構のそれに近似し，架構の被災度区分判定結

果にもほとんど影響を与えなかった。また，3 層 3 スパン架構モデルにおいては，大変形時でも

隣接する柱と梁の損傷度が近接し，また下層の部材の損傷が比較的大きくなったため，1 層での

層崩壊型架構を想定した場合においても，その SIm は小変形のみならず大変形時においても真の

崩壊機構のそれに比べ大きな差異は見られなかった。しかし，スパン数が増加すると，損傷が比

較的小さい上層の影響をより強く受けて，真の崩壊機構の SIm は増加するが，1 層の層崩壊型架

構として算定した SIm は低下するため，両者の差異が大きくなった。次に，②については，いず

れの架構モデルにおいても，被災現場において調査可能な部材数が多くなるほど，当然ながら SIm

の正解値に漸近したが，調査可能な部材数が限られる場合は，本検討対象のような 7 層程度まで

であれば，まず第 1 層の柱と第 2 層梁の損傷を確認し SIm を算定することでおおよそ架構の残存

耐震性能が評価できることを示した。 

 

 第 6 章「結論」では，本研究で提案した梁降伏型 RC 造建物にも適用可能な残存耐震性能評価

手法に関して得られた知見を総括し，今後の課題について取り纏めた。 

 

 以上のように，本論文は，梁降伏型 RC 造建物及び層崩壊型 RC 造建物の残存耐震性能評価手法

を提案し，実験及び解析結果に基づきその適用性及び妥当性について検討・検証を行ったもので

あり，今後の地震による被災建物の復旧に資する基礎データを提供するものと考えられる。 
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1. 序論 

 

1.1 研究の背景 

 

 地震は昔から人類に莫大な人的および経済的損害を与えてきた自然災害であり，近年でも 2008

年中国・四川地震[1.1]や 2011 年東北地方太平洋沖地震[1.2]などに代表されるように，依然として世

界各地で人々を苦しめている。地震被害が生じないための震前対策が重要であることは論をまた

ないが，不幸にも被害が生じた場合を想定し，震後対策にも傾注する必要がある。震後対策の一

つに，被災建物の安全性や復旧の要否・程度を判定する被災度区分判定があるが，現在までの地

震被災の経験から，建物の損傷程度や復旧要否の判定に必要な基礎的なデータなどを把握するた

めには，建物の損傷状態を分類し「損傷レベル」あるいは「被災度」を明示するなど損傷評価を

行うことが重要であると考えられる。建物の損傷評価は人命の保護に関わる「耐震安全性」と建

物を無理なく原状に戻すことに関わる「耐震修復性」の両面から検討する必要があり，被害認定

や損害認定では修復費用など経済的な評価項目の「耐震修復性」が大きなキーワードである。し

かし，その前段階である「耐震安全性」は建物の崩壊を避け人命を確保するための最も重要な項

目であり，地震被災建物の残存している耐震安全性を定量的に評価する方法については，既往の

研究において国内および海外で数多く検討され，近年では広く普及して来ている。特に，国内で

は「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[1.3]に基づき，地震により被災した鉄

筋コンクリート造（以下：RC 造）建物の残存耐震性能を定量的に評価し，被災度（軽微～大破・

倒壊）や継続使用に向けた復旧要否の判定を行っている。 

 一方，梁降伏型 RC 造建物は現在の RC 造構造設計の主流であり，1978 年の宮城県沖地震[1.4]を

契機に改正され生まれた 1981 年の新耐震設計基準[1.5], [1.6]に基づき設計されている。梁降伏型 RC

造建物は，塑性変形による建物の全体崩壊機構の計画によって，中間層における柱または耐震壁

の降伏ヒンジ形成を防ぎ，大変形でも建物の崩壊は免れ人命を確保するための計画がなされてい

る。そのため，梁降伏型 RC 造建物は地震時に梁にも降伏ヒンジが形成することによって，損傷

が梁にも進展し建物全体に広く分布する特徴があり，写真 1.1 のようにその被害事例[1.2], [1.7]が報告

されている。 

 しかし，現在国内で多く用いられている「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指

針」[1.3]では，原則として鉛直部材である柱や壁の損傷のみを考慮し，建物の残存耐震性能を表す

耐震性能残存率 R を算定している。また，建物の R と被災度の関係の目安が示されているが，被

災度を区分する R の閾値は概ね旧耐震基準に基づき設計された RC 造学校建物の 1995 年兵庫県南

部地震の被害事例から定義されたものであり[1.3]，梁降伏型 RC 造建物の定量的な残存耐震性能評

価や被災度判定にそのまま適用するための検討は過去には行われていない。以上の理由により，

将来起こり得る大地震に対しても梁降伏型 RC 造建物の残存耐震性能評価手法を開発することが

必要である。更に，梁降伏型 RC 造建物を対象として詳細な計測による損傷量のデータが極めて

少ない現状であり，被災度判定手法の提案に必要となるデータベースを構築する必要もある。 
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（a）1995 年兵庫県南部地震（中埜研究室所蔵） 

 

   
（b）2011 年東北地方太平洋沖地震（中埜研究室所蔵） 

写真 1.1 地震による梁降伏型 RC 造建物の被害事例 

 

  

全景 内部損傷状況 
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1.2 研究の目的 

 

 前述のとおり，梁降伏型 RC 造建物は現在の構造設計の主流であるにも拘わらず，同種の建物

の残存耐震性能を評価する手法は明確に定義されてない。そこで本研究では，梁降伏型 RC 造建

物を主対象としながらも旧耐震基準で設計された層崩壊形 RC 造建物にも適用可能な残存耐震性

能評価手法を提案することを主目的とする。 

 上記した本研究の目的に関して，仮想仕事の原理から地震動による外力仕事が内力仕事である

架構のエネルギー吸収量と釣り合うものとすると，架構のエネルギー吸収量の大小に基づき耐震

安全性が評価される。そこで本研究では，ある一定の変形能力を有する架構を対象に，その安全

限界までのエネルギー吸収能力に基づき残存耐震性能の理論解を定義したうえ，また架構の工学

量に基づき被災度を表す「特徴区間」を提案し，残存耐震性能の理論解との関係について検討す

る。しかしながら，実際の被災現場でエネルギー吸収量などの工学量を把握することが難しいた

め，本研究では，より容易に取得可能な部材の残留ひび割れ幅などの損傷量に基づき架構全体の

エネルギー吸収量を推定する残存耐震性能の簡易評価手法を提案する。この際，架構の崩壊機構

形成における部材のヒンジに着目し，ヒンジ位置のみが変形し，エネルギー吸収もすべてヒンジ

位置で行われると仮定しており，被災現場ではまず架構の崩壊機構を設定し，塑性ヒンジ位置で

の損傷計測に基づき架構全体の残存耐震性能を評価することとなる。 

 次に，本手法の適用性および妥当性を検証し，かつ残存耐震性能の定量的な判定や継続使用に

向けた復旧要否の判定に必要な基礎的データを収集するため，まず梁降伏型 RC 造 1 層架構の静

的載荷実験を実施する。この実験結果に基づき，柱部材と同様に梁部材の残留ひび割れ幅などの

損傷量からそのエネルギー吸収量を推定することについて検討を行う。また，架構の残存耐震性

能の理論解と被災度（軽微，小破，中破，大破及び倒壊，本論文で梁降伏型 RC 造建物を対象と

している場合，これを「特徴区間」と称する）の関係を提示したうえ，理論解と簡易評価手法に

よる検討結果を比較することにより RC 造 1 層架構に対する本手法の適用性を検証する。 

 更に，本手法を確立し実際に被災現場で用いられるためには，多層架構への適用性検討が不可

欠であると考え，梁降伏型 RC 造 2 層架構の静的載荷実験を実施する。また，多層架構の静的荷

重漸増解析を行い，その結果を用いて実際の被災現場で本手法を用いる場合に生じ得る，天井な

どにより梁の損傷を観測できないなどの不測の事態が生じた場合の対応方法についても議論し，

被災現場への適用を十分に検討したうえで本手法を確立する。 
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1.3 地震被災 RC 造建物の残存耐震性能評価に関する既往の研究 

 

 本節では，地震により被災した RC 造建物の残存耐震性能評価に関する海外及び国内の代表的

な既往の研究事例を紹介する。 

 

1.3.1 海外における地震被災 RC 造建物の残存耐震性能評価手法 

 

1.3.1.1 部材の損傷を重み付け集計した架構の損傷指標 Dstructure 

 

① 部材のエネルギー吸収量に基づいた部材損傷の重み付け法 

 Y.-J. Park ら[1.8], [1.9]は，部材の変形能力とエネルギー吸収能力から部材の損傷指標 D を定義して，

式（1.1a）のように示している。式（1.1b）のパラメータ βは，柱および梁部材の実験結果に基づ

いた回帰式で決定される。パラメータ δM，δu，Qy，E は図 1.1 のように定義される。 

 

 E
Q

D
uyu

M d






 (1.1a)

  wp
tpndl 7.0314.024.0/073.0447.0 0   (1.1b)

ここで， 

δM ：最大応答変形 

δu ：単調載荷時の限界変形 

Qy ：降伏耐力（計算値） 

dE ：エネルギー吸収量の増分 

l/d ：シアスパン比 

n0 ：軸力比 

pt ：主筋比（%） 

pw ：拘束筋比 

 
図 1.1 部材の損傷指標に用いる主な物理量（文献[1.8]に基づき作成） 



Q

 u M

Q y ・ u

E

Q y

Qmax
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 また，架構全体に及ぼす部材損傷の影響を反映し，式（1.2）及び式（1.3）のように部材の損傷

指標 Di
member（式（1.1）から求めた部材の損傷指標）と部材の履歴エネルギー吸収量または層の履

歴エネルギー吸収量から層の損傷指標 Dstoryならびに架構の損傷指標 Dstructureを定義している。 

 


i

member
i

member
istory DD   (1.2a)


i

member
i

member
i

member
i EE /  (1.2b)


i

story
i

story
istructure DD   (1.3a)


i

story
i

story
i

story
i EE /  (1.3b)

ここで， 
member
iD  ：部材 i の損傷指標 
member
i  ：部材 i の寄与係数 
member
iE  ：部材 i の履歴エネルギー吸収量 

story
iD  ：層 i の損傷指標 
story
i  ：層 i の寄与係数 
story
iE  ：層 i の履歴エネルギー吸収量 

 

 さらに，実際の地震被害を受けた建物の地震応答解析を行い，提案式から求めた架構の損傷指

標 Dstructureと架構の被災度との対応関係を検討して，その結果を表 1.1 のように示している。 

 

表 1.1 架構の損傷指標と被災度の対応関係（文献[1.9]に基づき作成） 

架構の損傷指標 Dstructure 架構の被災度 損傷状況 

Dstructure＜0.1 軽微（slight） 部分的にひび割れが発生 

0.1≦Dstructure＜0.25 小破（minor） 建物全体に軽微なひび割れが発生 

0.25≦Dstructure＜0.4 中破（moderate） 大きなひび割れとコンクリートの剥落が発生

0.4≦Dstructure＜1.0 大破（severe） コンクリートが圧壊し，鉄筋の座屈が発生 

Dstructure≧1.0 崩壊（collapse） 全体または部分な崩壊が発生 

 

 しかし，Y.-J. Park らの損傷指標では部材の損傷が架構の被災度に与える寄与度を部材の履歴エ

ネルギー吸収量から求めており，また地震被災後の建物から計測可能な部材の損傷からその履歴

エネルギー吸収量を推定する方法などについて提示されていないため，実際の地震被害現場で被

災建物の残存耐震性能評価に適用することが難しい。 
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② 部材の鉛直荷重支持能力に基づいた部材損傷の重み付け法 

 J.M. Bracci ら[1.10]は，部材の履歴エネルギー吸収量ではなく，建物の崩壊を引き起こす鉛直荷重

支持能力の喪失に主眼を置いており，鉛直荷重を支持する部材の損傷が架構の安全性に大きな影

響を及ぼすと考え，部材が支持している鉛直荷重に基づき部材損傷指標 D に重み付けを行って層

の損傷指標 Dstory を求める。なお，式（1.4）は層の損傷指標であるが，各層の鉛直荷重支持能力

から重み付け係数を求めれば架構の損傷指標にも拡張できる。また，3 層及び 6 層の骨組試験体

の実験結果に基づいて，提案した架構の損傷指標 Dstructureと架構の被災度との対応関係を検討して，

表 1.2 のように示している。 

 
  

i i

b
ii

b
iistory DDD  /1  (1.4a)

structureii WW /  (1.4b)

ここで， 

Di ：部材 i の損傷指標 

b ：係数 

Wi ：部材 i が支持している鉛直荷重 

Wstructure ：架構全体の重量 

 

表 1.2 架構の損傷指標と被災度の対応関係（文献[1.10]に基づき作成） 

架構の損傷指標 Dstructure 架構の被災度 

Dstructure＜0.33 使用可能（Serviceable） 

0.33≦Dstructure＜0.66 修復可能（Repairable） 

0.66≦Dstructure＜1.0 修復不可能（Irrepairable） 

Dstructure≧1.0 崩壊（collapsed） 

 

 この評価手法は，部材の損傷が架構の安全性に与える寄与度を部材が支持している鉛直荷重に

基づいて求めるため，架構の上層の部材より下層の部材の影響が大きく反映される手法となって

いる。また，梁に生じる損傷は特別考慮されていないため，本研究で対象としている梁降伏型 RC

造架構には適用できない。 
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1.3.1.2 架構の鉛直荷重支持能力に基づいた損傷指標 Dstructure 

 

 S.S.F. Mehanny ら[1.11]は，RC 造柱と S 造梁で構成された構造物を対象として，被災前後の架構

の鉛直荷重支持能力の変化に基づき架構の損傷指標を求めている。ここで部材の損傷指標 D は，

まず時刻歴応答解析を行い，その結果を用いて，式（1.5a）を正側応答時，式（1.5b）を負側応答

時に適用しそれぞれの損傷指標を算出して，最終的には式（1.5c）を用いて各部材の損傷指標 D

を求める。次に，算出された各部材の損傷指標 D に基づき部材の剛性及び強度を低下させ，被災

後の架構モデルを構築する。そして，被災後の架構モデルを対象に静的荷重漸増解析を行い，そ

の結果に基づき架構の鉛直荷重支持能力を算定し，実際の作用鉛直荷重（自重と積載荷重の和）

との比較により架構の損傷指標 Dstructureを評価している。 

 

 

 














































n

i
iFHCppu

n

i
iFHCpcurrentPHCp

DI

,

,

 (1.5a)

 

 














































n

i
iFHCppu

n

i
iFHCpcurrentPHCp

DI

,

,

 (1.5b)

       DIDID  (1.5c)

ここで， 

θ+
p|currentPHC，θ-

p|currentPHC ：正側及び負側それぞれにおけるある解析ステップまでに経験

した Primary Half Cycle での部材の最大回転角 

θ+
p|FHC，θ-

p|FHC ：正側及び負側それぞれのある Primary Half Cycle に対する 

Follower Half Cycle（内側小ループ）での部材の回転角 

θ+
pu，θ-

pu ：正側及び負側それぞれにおける単調載荷時の部材の最大塑性

変形能力 

n+，n- ：正側及び負側それぞれにおける Follower Half Cycle の数 

α，β，γ ：係数 

 

 この評価手法は柱，梁及び接合部など全ての部材の損傷が架構の損傷に及ぼす影響を考慮して

いるが，各部材の重み付けが行われていないため部材の損傷が架構全体に及ぼす影響を把握する

ことが難しい。更に，建物を構成している梁が S 造であるため，RC 造建物に対する適用性の検討

が必要である。 
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1.3.1.3 架構の振動特性に基づいた損傷指標 Dstructure 

 

 一方，M.S.L. Roufaiel らは，部材の履歴エネルギー吸収量や鉛直荷重支持能力に基づき部材に

生じる損傷を重み付け集計した架構の損傷指標に対し，架構の変形に基づいた損傷指標[1.12]と架構

の剛性低下に基づいた損傷指標[1.13]をそれぞれ提案している。 

 

① 架構の変形に基づいた損傷指標 

 架構の変形に基づいた損傷指標は，架構全体を対象としてその変形能力に基づいた単純な指標

である。M.S.L. Roufaiel らは，架構の頂部の最大変形と架構の限界変形に基づき架構の損傷指標

Dstructureを提案して，式（1.6）のように示している。 

 

YF

YR
structure dd

dd
D




  (1.6)

ここで， 

dR ：架構の頂部の最大変形 

dY ：架構のある部材が降伏する時の頂部の変形（1 次変形モードの場合） 

dF ：架構が崩壊する時の頂部の変形 

 

 この評価手法は，地震による架構の挙動において 1 次モードが支配的である場合はその適合性

が高いが，架構の変形が中間層に集中する場合や 2 次以上の固有モードが卓越する場合は，式（1.6）

から求めた架構の損傷指標 Dstructure が架構に生じた実際の損傷より小さい値となる危険性がある

と考えられる（図 1.2 参照）。 

 

 
図 1.2 架構の変形モードの例 

 

 

dR dR
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② 架構の剛性低下に基づいた損傷指標 

 架構の剛性低下に基づいた損傷指標は，架構の剛性低下が固有振動数の変化を起こすことに着

目した指標である。M.S.L. Roufaiel らは架構の剛性低下に従う固有振動数の低下および架構の変

形能力を用いて，式（1.7）のように架構の損傷指標 Dstructureを提案している。 

 

 
yf

damundy
structure dd

ffd
D






12.14
 (1.7)

ここで， 

dy ：架構の降伏変形 

df ：架構の限界変形 

fund ：架構の被災前の固有振動数 

fdam ：架構の被災後の固有振動数 

 

 この評価手法では，各部材の損傷を架構の固有周期の変化から求められる軟化指標（fund / fdam）

により間接的に架構の損傷指標 Dstructureに組み込んでいるため，各部材の損傷が架構全体に及ぼす

影響を把握することが極めて難しい。 
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1.3.2 国内における地震被災 RC 造建物の残存耐震性能評価手法 

 

 国内で多く適用されている「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[1.3]では，

建物の上部構造の部材に表出する損傷状態から損傷度を分類し，部材の損傷度に応じて耐震性能

低減係数 ηを求め，ηを重み付け平均することにより建物の残存耐震性能を表す耐震性能残存率 R

を算出する。 

 部材の損傷度は，図 1.3 のように部材の荷重－変形関係から定義することとなっているが，被

災現場への適用を考え，表 1.3 のように被災建物の調査により入手可能な情報である部材の損傷

状態あるいは損傷量と損傷度の対応関係を定義している。 

 

 
（a）塑性変形能力のある部材（曲げ部材） 

 

 
（b）脆性的な破壊をする部材（せん断部材） 

図 1.3 部材の荷重－変形関係と損傷度の概念（文献[1.3]に基づき作成） 

 

 

荷重

変形

損傷度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

残存鉛直耐力

残存水平耐力
有り

有り

劣化 無し

無し

かぶりコンクリート圧壊

主筋降伏

ひび割れ発生
主筋座屈，コンクリート圧壊・剥落

荷重

変形

損傷度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

残存鉛直耐力

残存水平耐力
有り

有り

劣化 無し

無し

ひび割れ発生
せん断補強筋破断，
主筋座屈

劣化

かぶりコンクリート剥落，
せん断ひび割れの拡大
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表 1.3 柱と耐力壁の損傷度分類の基準（文献[1.3]に基づき作成） 

損傷度 損傷内容 

Ⅰ 近寄らないと見えにくい程度のひび割れ（ひび割れ幅 0.2mm 以下） 

Ⅱ 肉眼ではっきり見える程度のひび割れ（ひび割れ幅 0.2～1.0mm 程度） 

Ⅲ 
比較的大きなひび割れが生じているが，コンクリートの剥落は極くわずかである。 

（ひび割れ幅 1.0～2.0mm 程度） 

Ⅳ 
大きなひび割れ（2.0mm を超える）が多数生じ， 

コンクリートの剥落も著しく鉄筋がかなり露出している。 

Ⅴ 
鉄筋が曲がり，内部のコンクリートも崩れ落ち， 

一見して柱（耐力壁）に高さ方向や水平方向に変形が生じていることがわかるもの。

沈下や傾斜が見られるのが特徴。鉄筋の破断が生じている場合もある。 

 

 部材の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η は，図 1.4 のように部材の終局変形時のエネルギー

吸収能力に対するある変形を経験した後の残存エネルギー吸収能力の割合で定義し，RC 造梁部材

の静的載荷実験結果[1.14]および解析結果に基づき算定され，表 1.4 のように破壊形式に応じた部材

種別ごとに損傷度と ηの関係が定められている。 

 

 
図 1.4 部材の耐震性能低減係数 ηの定義の概念（文献[1.3]に基づき作成） 

 

表 1.4 部材の耐震性能低減係数 η（文献[1.3]に基づき作成） 

損傷度 せん断柱 曲げ柱 柱なし壁 柱型付壁 両側柱付壁 

Ⅰ 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 

Ⅱ 0.6 0.75 0.6 0.6 0.6 

Ⅲ 0.3 0.5 0.3 0.3 0.3 

Ⅳ 0 0.1 0 0 0 

Ⅴ 0 0 0 0 0 

荷重

変形残留変形

損傷度

終局変形

耐震性能低減係数


Ed + Er

Er

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

消費エネルギー　Eｄ

残存エネルギー
吸収能力　Er
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 耐震性能残存率 R は，RC 造建物の耐震診断基準[1.15]に基づき算出した被災前後の構造耐震指標

値の割合（式（1.8），精算法）から求めている。しかし，被災現場では，式（1.9）のように鉛直

部材である柱と壁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η と部材の強度の比から定めた重み付け係

数（表 1.5）を用い，より簡単に R を算定する方法が用いられている（略算法）。また，1978 年宮

城県沖地震に際して定められた被災度の定義（表 1.6）[1.4]により調査者の工学的判断に基づいて

判定された被災度区分に基づき，耐震性能残存率 R の閾値を設定している（表 1.7）。 

 

 %100
s

sD

I

I
R  (1.8)

 ここで， 

DIs ：部材の損傷度に応じて強度を低減して求めた被災後の構造耐震指標 

Is ：被災前の構造耐震指標 

 

 %100

5

0 



org

j
j

A

A

R  
(1.9a)

000000 62 CWCCWWMSA   (1.9b)

111111 7.59.195.095.095.0 CWCCWWMSA   (1.9c)

222222 6.32.16.075.06.0 CWCCWWMSA   (1.9d)

333333 8.16.03.05.03.0 CWCCWWMSA   (1.9e)

44 1.0 MA   (1.9f)

05 A  (1.9g)

sumsumsumsumsumorg CWCCWWMSA 62   (1.9h)

 ここで， 

S0～S5，Ssum ：損傷度 0～Ⅴのせん断柱の本数，及び，合計 

M0～M5，Msum ：損傷度 0～Ⅴの曲げ柱の本数，及び，合計 

W0～W5，Wsum ：損傷度 0～Ⅴの柱なし壁の枚数，及び，合計 

CW0～CW5，CWsum ：損傷度 0～Ⅴの柱型付壁の枚数，及び，合計 

CWC0～CWC5，CWCsum ：損傷度 0～Ⅴの両側柱付壁の枚数，及び，合計 

 

表 1.5 部材の強度の比（文献[1.3]に基づき作成） 

部材種別 柱 柱なし壁 柱型付壁 両側柱付壁 

強度の比 1 1 2 6 
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表 1.6 建物の被災度の定義（文献[1.4]に基づき作成） 

被災度 損傷状態 スケッチ 

軽微 
柱・耐力壁・二次壁の損傷が軽微か， 

もしくは，ほとんど損傷がないもの。 

小破 
柱・耐力壁の損傷は軽微であるが， 

RC 二次壁・階段室のまわりに，せん断ひび割れが見られるもの。

中破 

柱に典型的なせん断ひび割れ・曲げひび割れ， 

耐力壁にせん断ひび割れが見られ， 

RC 二次壁，非構造体に大きな損傷が見られるもの。 

大破 

柱のせん断ひび割れ・曲げひび割れによって鉄筋が露出・座屈し，

耐力壁に大きなせん断ひび割れが生じて， 

耐力に著しい低下が認められるもの。 

倒壊 
柱・耐力壁が大破壊し， 

建物全体または建物の一部が崩壊に至ったもの。 

 

表 1.7 建物の耐震性能残存率と被災度の関係（文献[1.3]に基づき作成） 

耐震性能残存率 R（％） 被災度 

R≧95 軽微 

80≦R＜95 小破 

60≦R＜80 中破 

R＜60 大破 

R≒0 倒壊 
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1.4 本論文の構成 

 

本論文の構成を以下に示す。 

 

第1章 序論 

第2章 水平部材を含む架構全体の耐震性能残存率 SIm の提案 

第3章 梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価 

第4章 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価 

第5章 異なる崩壊機構の想定が多層骨組の SIm の評価結果に与える影響 

第6章 結論 

 

 第 1 章「序論」では，2008 年中国・四川地震や 2011 年東北地方太平洋沖地震など世界各地で発

生する地震が人類に莫大な人的および経済的損害を与えることを述べ，震災復興に向けた第一段

階として，建物の残存耐震性能の定量的な評価に基づく被災度区分判定が重要であることを述べ

る。また，現在の構造設計の主流である梁降伏型 RC 造建物の登場背景や被災特徴について紹介

し，本研究に至るまでの背景および本研究の目的について詳細に述べる。次に，地震により被災

した RC 造建物の残存耐震性能評価に関する既往の研究を説明し，最後に本論文の構成について

述べる。 

 

 第 2 章「水平部材を含む架構全体の耐震性能残存率 SIm の提案」では，まず架構のエネルギー

吸収能力に基づき，架構の残存耐震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm の理論解を定義する。

また，梁降伏型 RC 造架構を対象として，軽微～大破・倒壊の被災度と対応する「特徴区間」と

称する区間をひび割れや降伏発生による剛性変化に代表される工学量に基づき定義し，更に SIm

の理論解を用いて特徴区間を区分する SIm の閾値の設定手法を提示する。次に，地震被災現場へ

の適用を意図し，被災建物から容易に得られる損傷データに基づき SIm を算定可能な簡易評価法

を提案する。その際，ある層柱の柱脚及び柱頭に降伏ヒンジが形成される層崩壊型架構，あるい

は 1 層柱の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒンジが形成される全体崩壊型架構を想定したうえ，崩

壊機構における部材のヒンジに着目し，ヒンジ位置のみが変形し，エネルギー吸収もすべてヒン

ジ位置で行われると仮定したうえで，ヒンジ位置での損傷から架構全体の残存耐震性能を評価す

る。また，SIm の簡易評価法の提案において，梁部材の損傷度区分や耐震性能低減係数 η を定義

すると共に，架構全体の耐震性能に及ぼす各部材の寄与度をエネルギー寄与係数 αとして定義し，

その略算的評価法について議論する。 

 

 第 3 章「梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価」では，梁

降伏型 1 層架構である 2 体の試験体の静的載荷実験結果を適用し，まず SIm の理論解と特徴区間

の関係を検討し，次に各特徴区間を区分する SIm の閾値を第 2 章で提案した手法に基づき算定す
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る。更に，SIm の簡易評価法を地震被災現場へ適用するため，梁部材の損傷度と損傷量（最大残

留ひび割れ幅）の関係を検討し，目視可能な損傷に基づく損傷度区分の目安を提示したうえ，そ

の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηを提示する。また，部材のエネルギー寄与係数 αの曲げ終

局モーメントに基づいた略算法についてもその妥当性を確認する。最後に，SIm の理論解と簡易

評価手法による算定結果を比較し，梁降伏型 RC 造 1 層架構における簡易評価法の妥当性を検証

する。 

 

 第 4 章「梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価」では，

本評価手法の多層架構への展開の端緒として，各部材の曲げ終局モーメント比及び垂れ壁が柱と

接触することで架構の最大耐力時の部材角を増大させるためのスリット付き垂れ壁の有無をパラ

メータとした計 3 体の梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験を実施し，まず破壊経過や荷

重－変形関係について示す。次に，これらの実験結果を用い第 3 章と同様に，SIm の理論解と特

徴区間の関係の検討結果より各特徴区間を区分する SIm の閾値を算定し，更に梁部材の損傷度と

最大残留ひび割れ幅の関係，損傷度に応じた耐震性能低減係数 η の算定，及び部材のエネルギー

寄与係数 α の曲げ終局モーメントに基づいた略算法の妥当性について検討する。最後に，梁降伏

型 RC 造 2 層架構における SIm の簡易評価法の妥当性について検討を行い，本評価手法の多層架

構への適用性を示す。 

 

 第 5 章「異なる崩壊機構の想定が多層骨組の SIm の評価結果に与える影響」では，本評価手法

の適用性及び妥当性について更なる検討を行うため，多層骨組に対する静的荷重漸増解析を実施

する。まず，部材の復元力特性モデルや外力分布などの解析方法について述べる。次に，上記の

解析方法に基づき，各部材の曲げ終局モーメント比，層数及びスパン数をパラメータとした多層

骨組の解析を行い，その解析結果に簡易評価法を適用し SIm を算定する。簡易評価法による SIm

の算定にあたり，第 2 章で想定した架構の崩壊機構（即ち，降伏ヒンジの位置と数）が正しく設

定されることを前提としているが，地震被災現場においては調査者の視認による判断が常に正解

値を与えるとは限らないことから，この誤差が SIm の評価結果に与える影響について検討する。

更に，壁や天井などの影響により梁の損傷状態が確認できないことを予想し，被災現場における

調査可能な部材数の多少が SIm の評価結果に与える影響について検討する。 

 

第 6 章「結論」では，本研究で得られた結果を総括すると共に，今後も引き続き検討すべき課

題について記述する。 

 

本論文の構成を図化して，以下の図 1.5 に示す。 
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図 1.5 本論文の流れ 

  

研究の背景，研究の目的，既往の研究，論文の構成

第1章：序論

荷重－変形関係より残存エネルギー吸収量を求める理論解に基づく評価手法，および
被災現場への適用を目的とした部材の損傷より残存エネルギー吸収量を推定する簡易評価法を提案

第2章：水平部材を含む架構全体の
耐震性能残存率SImの提案

部材の曲げ終局モーメント，層数及びスパン数をパラメータとした多層骨組の静的荷重漸増解析を行い，
「被災現場における調査者の視認結果に基づき想定された崩壊機構と真の崩壊機構との差異」及び

「被災現場における調査可能な部材数の多少」がSImの評価結果に与える影響について検討

第5章：異なる崩壊機構の想定が多層骨組の
SImの評価結果に与える影響

第3章：梁降伏型RC造1層架構の静的載荷実験
および曲げ耐力法によるSImの評価

第4章：梁降伏型RC造2層F型架構の静的載荷実験
および曲げ耐力法によるSImの評価

梁降伏型RC造1層架構の静的実験結果を用い，
本手法の適用性及び妥当性を検討

各部材の曲げ終局モーメント比と垂れ壁の有無を
パラメータとした梁降伏型RC造2層F型架構の

静的載荷実験結果を用い，本手法の
多層架構への適用性及び妥当性を検討

研究のまとめ及び今後の課題

第6章：結論
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2.1 はじめに 

 

 近年，曲げ降伏する RC 造梁部材を対象とし地震時の損傷とエネルギー吸収量との関係につい

て検討が行われており[2.1], [2.2]，またエネルギー吸収量に基づき梁の損傷が架構全体に及ぼす影響

を評価するなど梁降伏型 RC 造架構の残存耐震性能評価手法の提案を目的とした研究が進められ

つつあるが[2.3], [2.4]，地震被災現場への適用に結び付けられる梁の損傷度に応じた耐震性能低減係

数や梁降伏型 RC 造建物を対象とした耐震性能残存率 R の被災度を区分する閾値などについて明

確に定義されてない。本章では，架構の安全限界までのエネルギー吸収能力の残存度合に基づき，

残存耐震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm を提案し，まずはその理論解を提示する。また，

梁降伏型 RC 造架構の被災度を判定するため，軽微～大破・倒壊の被災度と対応する「特徴区間」

と称する区間をひび割れや降伏ヒンジの発生による剛性変化に代表される工学量に基づき定義し，

更に SIm の理論解を用いて，特徴区間を区分する SIm の閾値の算定手法を提示する。その後，地

震被災現場への適用を目的として，架構の崩壊機構に着目し，そのヒンジ位置のみが変形し，エ

ネルギー吸収もすべてヒンジ位置で行われると仮定したうえ，被災建物から容易に得られるヒン

ジ位置での損傷データに基づき SIm を算定可能な簡易評価法（曲げ耐力法）を提案する。この際，

梁部材における損傷度とそれに応じた耐震性能低減係数 η を定義し，η に対する重み付け係数と

して部材のエネルギー吸収能力の大小に応じて算定されるエネルギー寄与係数 α を定めたうえ，

SIm の簡易評価法が適用される被災現場では各部材のエネルギー吸収能力を逐一算定することが

極めて難しいため，部材の曲げ終局モーメントの大小に基づき α を算定する略算法について検討

する。 

 

2.2 架構全体のエネルギー吸収能力に基づく残存耐震性能の理論解 

 

2.2.1 架構全体の耐震性能残存率 SImの定義 

 

 地震により被災した建物の残存耐震性能は，架構の安全限界までの余裕度の残存度合として定

義され，これまで様々な評価手法が提案されている[2.5], [2.6]。これらの評価手法の多くは，主に鉛

直部材の水平耐力あるいは鉛直荷重支持能力の低下・喪失に基づき安全限界を定め，部材変形，

耐力，エネルギー吸収量などの工学量から架構の残存耐震性能を定式化している。 

 これらの評価手法と同様な考え方で，本研究では架構の水平抵抗が最大水平耐力のある割合に

低下したときを架構の安全限界と定め，架構の安全限界に至らしめる外力（地震動）の大小で耐

震安全性が定量的に表されるものとする。また，式（2.1）に示している仮想仕事の原理から地震

動による外力仕事と内力仕事である架構のエネルギー吸収量との釣り合いを考え，被災後の架構

がその安全限界までに吸収可能なエネルギー量の残存度合に基づきその残存耐震性能を評価する

こととする。ここで架構の安全限界を定義する耐力低下率は，「鉄筋コンクリート造建物の靱性保

証型耐震設計指針・同解説」[2.7]において，部材の終局限界変形がその部材の最大耐力 80％低下時
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の変形と定義されていることに依拠し，本研究では図 2.1 のように架構の最大耐力の 80%低下時

と定義した。架構の水平抵抗が最大耐力の 80%に低下する点では，部材のせん断力負担量や変形

能力のばらつきなどを考慮すれば，靱性保証指針で定義される終局限界変形を超えている部材も

少なくない割合で生じている可能性もあるが，その他の比較的健全な部材への応力再分配が行わ

れることを考慮すれば，ここで設定した安全限界において架構が倒壊する可能性は極めて低いと

考えられる。 

 式（2.1c）において，内力仕事である架構を形成する各構造部材のエネルギー吸収量の総和を，

柱と梁部材のエネルギー吸収量ごとに考えると，式（2.2）が得られる。ここで，柱と梁部材にお

けるエネルギー吸収量及びエネルギー吸収能力（部材が架構の安全限界まで吸収可能なエネルギ

ー量）の算定方法を式（2.3）～（2.4）に，その概念を図 2.1 にそれぞれ示す。なお，図 2.1 では

架構の安全限界時（架構の水平抵抗が最大耐力の 80%低下時）において，柱は軸力の作用の影響

でその終局限界変形角 θu,cj（柱部材の最大耐力 80％低下時の変形角）を超えている一方，梁はそ

の θu,bk（梁部材の最大耐力 80％低下時の変形角）を超えないように作図している。 

 

内外 WW   (2.1a)

  KW外
 (2.1b)





n

i
ii

n

i
i MEW

11

内
 (2.1c)

 ここで， 

W 外，及び W 内 ：外力（地震動）による仕事，及び内力による仕事 

K ：外力（地震動） 

Δ ：外力による変形 

Ei ：架構を構成する構造部材 i のエネルギー吸収量 

Mi ：架構を構成する構造部材 i の曲げモーメント 

θi ：架構を構成する構造部材 i の変形角 

n ：架構を構成する構造部材数 

 





m

k
bk

j
cj

n

i
i EEE

111



 (2.2)

 ここで， 

Ecj ：柱 j のエネルギー吸収量 

Ebk ：梁 k のエネルギー吸収量 

ℓ ：柱部材数 

m ：梁部材数 
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 本研究において，架構のエネルギー吸収量及びエネルギー吸収能力は単調載荷時の履歴エネル

ギーを示しており，繰り返し載荷時の荷重－変形関係に対しては，その包絡線から求めたエネル

ギー吸収量及びエネルギー吸収能力に基づき架構の残存耐震性能を評価することとする。 

 また，式（2.3a）及び式（2.4a）のようにある最大応答点 d における柱及び梁部材のエネルギー

吸収量 Ed,cj，Ed,bkは d 点後の除荷時まで吸収した履歴エネルギーであるが，式（2.3b）及び式（2.4b）

のように架構の安全限界までの柱及び梁部材のエネルギー吸収能力 E*
u,cj，E*

u,bkは図 2.1 に示した

ように除荷による応答変形の減少を考慮していないエネルギー吸収量である。即ち，式（2.3a）

及び式（2.4a）において，θd,cj＝θ*
u,cj，θd,bk＝θ*

u,bkの時のみそれぞれ θr,cj＝θ*
u,cj，θr,bk＝θ*

u,bkとした。

これらの設定より，安全限界点の前後で不連続な値を与えることとなるが，安全限界時の残存エ

ネルギー吸収能力をゼロとして扱うことになるため，その物理的意味がより明快になるという利

点がある。 
 

 cjrcjdcjdcjcjcjd MME
cjd

,,,0, 2

1
d

, 


   (2.3a)

 
*

,

0

*
, d

cju

cjcjcju ME


  (2.3b)

 ここで， 

Ed,cj ：柱 j の最大応答点 d 後の除荷時変形角 θr,cjまでのエネルギー吸収量 

E*
u,cj ：架構の安全限界までの柱 j のエネルギー吸収能力 

Mcj ：柱 j の曲げモーメント－変形角関係においてある変形角に対する曲げモーメント 

dθcj ：柱 j の変形角の増分 

Md,cj ：柱 j の最大応答点 d 時の曲げモーメント 

θd,cj ：柱 j の最大応答点 d 時の変形角 

θr,cj ：柱 j の最大応答点 d 後の除荷時変形角 

θ*
u,cj ：架構の安全限界時の柱 j の変形角 
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1
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 ここで， 

Ed,bk ：梁 k の最大応答点 d 後の除荷時変形角 θr,bkまでのエネルギー吸収量 

E*
d,bk ：架構の安全限界までの梁 k のエネルギー吸収能力 

Mbk ：梁 k の曲げモーメント－変形角関係においてある変形角に対する曲げモーメント

dθbk ：梁 k の変形角の増分 

Md,bk ：梁 k の最大応答点 d 時の曲げモーメント 

θd,bk ：梁 k の最大応答点 d 時の変形角 

θr,bk ：梁 k の最大応答点 d 後の除荷時変形角 

θ*
u,bk ：架構の安全限界時の梁 k の変形角 
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図 2.1 架構の安全限界及び部材のエネルギー吸収量（吸収能力）の概念 
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 しかし，架構のエネルギー吸収量及びエネルギー吸収能力は架構の規模に応じて絶対量が異な

るため，それぞれの絶対値の大小で耐震安全性の良否を判断できるものではない。そこで，式（2.5）

のように架構全体の残存耐震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm を，架構のエネルギー吸収量

と架構の安全限界までのエネルギー吸収能力に対する割合として定義する。 

 SIm の算定に当たり，部材のエネルギー吸収能力 Eu,iは図 2.1 のように「架構」の水平抵抗が最

大耐力の 80%まで低下した，すなわち安全限界までの部材の変形に基づき求めるものであり，「部

材」の水平耐力がその最大耐力の 80%まで低下した時点とは必ず対応するものではないという点

に注意されたい。 
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




 



n

i
iu

n

i
id EEmSI  (2.5)

 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの「部材 i」のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：「架構」の水平抵抗が最大耐力の 80％低下時まで「部材 i」が吸収したエネルギー 

 量（「架構」の安全限界における「部材 i」のエネルギー吸収能力） 

n ：架構を構成する構造部材数 
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2.2.2 被災度を表す特徴区間の定義及びその SImとの関係 

 

2.2.2.1 特徴区間の定義 

 

 前章で述べたように，既往の研究[2.8]では架構の被災度（軽微～大破・倒壊）を，表 2.1 のよう

に鉛直部材である柱や壁に表出する損傷状態に基づき，視認状況に応じた定性的な判断により区

分しているが，この被災度の定義では水平部材である梁の損傷については言及していない。従っ

て，本研究で対象としている梁に降伏ヒンジが生じる建物の被災度は，表 2.1 を用いて判定する

ことはできず，また定量的な分析に基づき被災度を判定することができないという問題がある。

そこで本研究では，表 2.1 との対応関係をある程度意識しながら，ひび割れや降伏ヒンジの発生

による剛性低下に代表される工学量に基づき被災度を定めることを目的として，架構の荷重－変

形関係における骨格曲線上の特徴区間を新たに定義する。 

 即ち，表 2.2 のように架構の骨格曲線においてひび割れ点を超えた部材の発生から降伏点を超

える部材の発生までを A 区間，降伏ヒンジが架構内の各所に進展し崩壊機構に至るまでを B 区間，

架構が最大水平耐力に至るまでを C 区間，架構の水平抵抗が最大水平耐力の 80％に低下するまで

を D 区間，それ以降を E 区間として被災度の進展を表す特徴区間と定義する。架構の骨格曲線上

の特徴区間の概念を図 2.2 に示す。 

 

表 2.1 架構の損傷状態に基づいた被災度の定義[2.8] 

被災度 損傷状態 

軽微 
柱・耐力壁・二次壁の損傷が軽微か， 

もしくは，ほとんど損傷がないもの。 

小破 
柱・耐力壁の損傷は軽微であるが， 

RC 二次壁・階段室のまわりに，せん断ひび割れが見られるもの。 

中破 

柱に典型的なせん断ひび割れ・曲げひび割れ， 

耐力壁にせん断ひび割れが見られ， 

RC 二次壁，非構造体に大きな損傷が見られるもの。 

大破 

柱のせん断ひび割れ・曲げひび割れによって鉄筋が露出・座屈し， 

耐力壁に大きなせん断ひび割れが生じて， 

耐力に著しい低下が認められるもの。 

倒壊 
柱・耐力壁が大破壊し， 

建物全体または建物の一部が崩壊に至ったもの。 
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表 2.2 「架構」の工学量に基づいた特徴区間の定義 

特徴区間 定義 

A 区間 
ひび割れ点を超えた部材が生じてから 

降伏点を超えた部材が生じるまでの区間 

B 区間 
降伏ヒンジが架構内各所に進展し， 

崩壊機構形成に至るまでの区間 

C 区間 架構が最大水平耐力に至るまでの区間 

D 区間 
耐力低下域に入り，「架構」の水平抵抗が 

最大水平耐力の 80％低下時に至るまでの区間 

E 区間 水平抵抗能力を喪失するまでの区間 

 

 
図 2.2 架構の骨格曲線上の特徴区間の概念 

 

 図 2.2 において，Pc：ある部材 i がひび割れ点を超える時の架構の水平耐力，Py,1：ある部材 i

が降伏点を超える時の架構の水平耐力，Py：架構が崩壊機構の形成に至る時の水平耐力，Pm：架

構の最大水平耐力，δc：ある部材 i がひび割れ点を超える時の架構の水平変形，δy,1：ある部材 i

が降伏点を超える時の架構の水平変形，δy：架構が崩壊機構の形成に至る時の水平変形，δm：架

構が最大水平耐力となる時の水平変形，δu：架構の水平抵抗が最大水平耐力の 80%に低下する時

の水平変形である。 
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2.2.2.2 特徴区間と従来の被災度の関係 

 

 A～E の特徴区間と従来の被災度区分における軽微～倒壊との関係を明らかにするため，塑性変

形能力のある柱部材（曲げ柱）で構成される層崩壊型 RC 造架構を例として検討を行う。ここで

考えている架構モデルは，全ての柱が等しい変形をするが，異なる変形能力を有するものの各柱

に生じる損傷度に極端な差が生じないと仮定し（即ち，損傷度ⅡとⅢのように連続する損傷度の

柱は混在するが，損傷度ⅡとⅣのように離れた損傷度の柱は混在しない程度の変形能力の差を考

える），単純化されたものを想定する。 

 表 2.2 に示している架構の特徴区間の定義及び「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧

技術指針」[2.9]における曲げ部材の損傷度の定義（図 2.3）によると，各特徴区間での柱部材の損傷

度分布は表 2.3 のように概ね対応付けることができる。即ち，ここで考えている単純な架構モデ

ルでは，降伏点を超えた部材が生じない A 区間ではほとんどの柱部材が損傷度Ⅰとなるが，降伏

ヒンジが順次形成される B 区間では損傷度ⅠとⅡの柱部材が混在していると考えられる。また，

全ての柱部材に降伏ヒンジが発生し架構の最大水平耐力に至るまでの C 区間では，損傷度Ⅱの柱

部材が多数である中，損傷の進展が比較的に早い柱部材は損傷度Ⅲになる可能性もあると考えら

れる。ある柱部材の耐力低下が直接的に影響する D 区間では，架構全体が大変形領域であるため

全柱部材のうち損傷度ⅢとⅣのものが占める割合が極めて高いと考えられる。それ以降の E 区間

では，架構の更なる変形により損傷度ⅣとⅤの柱部材が多くなると想定される。 

 

 

図 2.3 曲げ部材の損傷度の定義（文献[2.9]に基づき作成） 
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表 2.3 架構の各特徴区間での柱部材の損傷度分布 

特徴区間 柱部材の損傷度分布 

A 区間 無被害及び損傷度Ⅰ 

B 区間 損傷度Ⅰ及びⅡ 

C 区間 損傷度Ⅱ及びⅢ 

D 区間 損傷度Ⅲ及びⅣ 

E 区間 損傷度Ⅳ及びⅤ 

 

 上記の柱部材の損傷度分布に基づき，前章で紹介した「震災建築物の被災度区分判定基準およ

び復旧技術指針」[2.9]における耐震性能残存率 R の略算法から各区間での R を算定して，被災度を

区分する R の閾値（表 2.4）により架構の被災度を判定すると表 2.5 のようになる。この結果より，

曲げ柱で構成される層崩壊型 RC 造架構の場合，A～E 区間の特徴区間と従来の被災度である軽微

～倒壊がそれぞれ概ね対応していることが分かる。なお，ここで考えている架構モデルでは，全

ての柱が等しい変形をするが，異なる変形能力を有するものの各柱に生じる損傷度に極端な差が

生じないと仮定したため，表 2.5 に記載している耐震性能残存率 R は，曲げ柱を想定した場合の

②欄に示す損傷度分布に対応する耐震性能低減係数 η（ηはそれぞれ損傷度Ⅰで 0.95，Ⅱで 0.75，

Ⅲで 0.5，Ⅳで 0.1，Ⅴで 0 である）の値と等しくなる。そこで，以降より特徴区間とそれに応じ

る被災度を併記することとする。 

 

表 2.4 耐震性能残存率 R と被災度の関係[2.9] 

耐震性能残存率 R（％） 被災度 

R≧95 軽微 

80≦R＜95 小破 

60≦R＜80 中破 

R＜60 大破 

R≒0 倒壊 

 

表 2.5 架構の特徴区間と従来の損傷度の関係 

①特徴区間 ②柱部材の損傷度分布 ③耐震性能残存率 R ④被災度区分 

A 区間 損傷度Ⅰ 95%＜R＜100% 軽微 

B 区間 損傷度Ⅰ及びⅡ 75%＜R＜95% 概ね小破に対応 

C 区間 損傷度Ⅱ及びⅢ 50%＜R＜75% 概ね中破に対応 

D 区間 損傷度Ⅲ及びⅣ 10%＜R＜50% 大破 

E 区間 損傷度Ⅳ及びⅤ 0%＜R＜10% 概ね倒壊に対応 
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2.2.2.3 特徴区間（被災度）と SImの関係 

 

 前章で述べたように「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[2.9]では，1991 年

版の被災度区分判定基準の損傷割合 D を基本に，1978 年宮城県沖地震に際して定められた定義（表

2.1）により調査者の工学的判断を加味した被災度区分判定結果と，1995 年兵庫県南部地震時に調

査された被災建物群の耐震性能残存率 R との関係に基づき，表 2.4 のように被災度を区分する耐

震性能残存率 R の閾値を設定している。そこで本節では，第 3 章及び第 4 章で架構の実験結果を

用いて特徴区間を区分する SIm の閾値を設定することを念頭に，簡単な復元力特性モデルと特徴

区間を設定し，SIm の閾値に関する議論を行う。 

 架構の変形能力及び各特徴区間の変形量の違いを考慮し，まず図 2.4 のように Tri-linear 型の復

元力特性に対して三つのケースの特徴区間を設定した。ここで，ケース 1 は安全限界変形を 4δy

とし，δyごとに A～D 区間を設定した。ケース 2 は，ケース 1 に対して安全限界変形を 6δyとし，

変形能力の増加分はすべて D 区間に分配した。ケース 3 は，ケース 2 に対して C 区間の変形量を

増加させ，安全限界変形を維持しつつ D 区間を減じた。 

 次に，図 2.4 に併記している架構のエネルギー吸収量及び吸収能力を式（2.5）に代入し，SIm

の理論解を算定した。この際，式（2.5）における各部材のエネルギー吸収量の総和（ΣEd,i）及び

エネルギー吸収能力の総和（ΣEu,i）は，上記の復元力特性モデルから求めた架構のエネルギー吸

収量及びエネルギー吸収能力で置換して SIm を算定した。例えば，図 2.4（a）に示しているケー

ス 1 において，B 区間と C 区間の境界での SIm を算定する際，B 区間までのエネルギー吸収量 EB

及び安全限界までのエネルギー吸収能力 Euを，式（2.5）の ΣEd,i及び ΣEu,iにそれぞれ代入するこ

ととした。 

 上記の計算方法より算定した SIm と特徴区間の関係（図 2.5）に基づき，特徴区間を区分する

SIm の閾値をケースごとに求め，表 2.6 に示す。表 2.6 に示しているケース 1 とケース 2 の算定結

果より，それぞれ同じ変形量を占めている A，B，C 区間に対して，架構の安全限界までの変形能

力が増加すると，各区間を区分する SIm の閾値が大きくなることが分かる。また，ケース 2 とケ

ース 3 の算定結果を比較すると，同様な架構の安全限界までの変形能力に対しても，C 区間のよ

うにその変形量が大きくなると，C 区間と D 区間を区分する SIm の閾値が小さい値を示す。 

 これらのケースのように，特徴区間を区分する SIm の閾値は，各区間の変形量や架構の終局変

形（安全限界までの変形能力）などの影響を受けるため，なるべく多くの実験結果を参照し，そ

の上限値や平均値などにより無理のない範囲で設定することが望ましい（実験結果を用いた閾値

の最終的な採用値は第 4 章で示す）。例えば，表 2.6 に示している SIm の閾値のうち，A－B 区間

閾値，B－C 区間閾値及び C－D 区間閾値それぞれの上限値となったケース 2 の SIm の閾値を設定

した場合，ケース 1 のような塑性変形能力の低い建物に適用したとしても，被災度（特徴区間）

をより保守的に評価可能となる。 
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（a）ケース 1 

 

 
（b）ケース 2 

 

 
（c）ケース 3 

図 2.4 架構の特徴区間の設定例 
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（a）ケース 1 

 

 
（b）ケース 2 

 

 
（c）ケース 3 

図 2.5 特徴区間と SIm の関係 
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表 2.6 特徴区間を区分する SIm の閾値 

ケース 

特徴区間の区分（対応する被災度） 

A－B 区間閾値 

（軽微－小破境界） 

B－C 区間閾値 

（小破－中破境界） 

C－D 区間閾値 

（中破－大破境界） 

ケース 1 90.7% 62.8% 34.9% 

ケース 2 94.0% 76.1% 58.2% 

ケース 3 94.0% 76.1% 40.3% 
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2.3 部材の損傷と曲げ耐力に基づく評価手法（曲げ耐力法） 

 

2.3.1 被災現場への適用を考慮した SIm評価手法の簡略化 

 

 前節では，架構の安全限界までのエネルギー吸収能力の残存度合に基づき SIm の理論解を提案

しているが，実際の地震被災現場では各部材のエネルギー吸収量 Ed,iや吸収能力 Eu,iを算定するこ

とが難しいため，式（2.5）を直接被災建物へ適用し，架構の残存耐震性能を評価することが極め

て困難である。そこで本節では，被災現場で目視可能な最大残留ひび割れ幅などの損傷量に基づ

き SIm を推定する簡易評価法の提案を試みる。 

 被災現場へ適用可能な SIm の簡易評価法の提案に当り，図 2.6 のようにある層柱の柱脚及び柱

頭に降伏ヒンジが形成される層崩壊型架構，あるいは 1 層柱の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒン

ジが形成される全体崩壊型架構を想定する。また，架構の崩壊機構における部材のヒンジに着目

し，ヒンジ位置のみが変形し，エネルギー吸収もすべてヒンジ位置で行われると仮定すれば，式

（2.5）における部材のエネルギー吸収量の総和を架構内の各箇所のヒンジでのエネルギー吸収量

の総和に置換して展開することができ，式（2.6）のようになる。ここで，柱部材（ヒンジ）及び

梁部材（ヒンジ）におけるエネルギー吸収量と吸収能力の概念は 2.2.1 項の図 2.1 を参照されたい。 
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 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材（ヒンジ）i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の安全限界までに部材（ヒンジ）i が吸収したエネルギー量 

Ed,cj ：最大応答変形後の除荷時変位までの柱ヒンジ j のエネルギー吸収量 

E*
u,cj ：架構の安全限界までに柱ヒンジ j が吸収したエネルギー量 

Ed,bk ：最大応答変形後の除荷時変位までの梁ヒンジ k のエネルギー吸収量 

E*
u,bk ：架構の安全限界までに梁ヒンジ k が吸収したエネルギー量 

n ：架構の全ヒンジ数 

ℓ ：柱ヒンジ数 

m ：梁ヒンジ数 
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 式（2.6）において，ヒンジごとのエネルギー吸収量及び吸収能力で更に展開すると，式（2.7）

が得られる。例として，式（2.7）を図 2.6 のような 3 層 2 スパンの層崩壊型及び梁崩壊型架構に

適用することを考えると，柱と梁のヒンジ数ℓと m はそれぞれ 6 と 0，及び 3 と 12 になる。 
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 ここで， 

Ed,c1～Ed,cℓ ：最大応答変形後の除荷時変位までの柱ヒンジ c1～cℓのエネルギー吸収量 

E*
u,c1～E*

u,cℓ ：架構の安全限界までに柱ヒンジ c1～cℓが吸収したエネルギー量 

Ed,b1～Ed,bm ：最大応答変形後の除荷時変位までの梁ヒンジ b1～bm のエネルギー吸収量 

E*
u,b1～E*

u,bm ：架構の安全限界までに梁ヒンジ b1～bm が吸収したエネルギー量 

 

 

（a）層崩壊型 RC 造架構の崩壊機構 

 

 

（b）梁崩壊型 RC 造架構の崩壊機構 

図 2.6 層崩壊型及び梁崩壊型 RC 造架構の典型的な崩壊機構 
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 式（2.7）に対して，部材に生じているヒンジごとのエネルギー吸収量及び吸収能力を，ある部

材のヒンジ（ここでは，柱ヒンジ c1）でのエネルギー吸収能力 E*
u,c1 で基準化すると式（2.8）の

ようになる。ここで，式（2.9）[2.10]のように定義されている部材（ヒンジ）の損傷度に応じた耐震

性能低減係数 η，及び式（2.10）のように本研究で定義する部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数

αを式（2.8）に代入すると，式（2.11）のようになる。 

 式（2.11）を用い，被災現場で架構の SIm を算定するためには，柱及び梁部材の損傷度に応じ

た耐震性能低減係数 ηやエネルギー寄与係数 αを設定する必要がある。このうち，「震災建築物の

被災度区分判定基準および復旧技術指針」[2.9]では柱の耐震性能低減係数 ηcのみが定義されている

ため，本研究では梁の損傷度を別途定義したうえ，それに応じた耐震性能低減係数 ηbを新たに設

定することとする。また，被災現場で部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 α を逐一算定するこ

とは難しいため，その略算法について更なる検討を行う必要があり，これについては 2.3.3 項で議

論する。 
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 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までのヒンジ i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の安全限界までにヒンジ i が吸収したエネルギー量 
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 ここで， 

E*
u,i ：架構の安全限界までにヒンジ i が吸収したエネルギー量 

E*
u,c1 ：架構の安全限界までに基準部材のヒンジ c1 が吸収したエネルギー量 
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 ここで， 

ηc1～ηcℓ ：柱ヒンジ c1～cℓの耐震性能低減係数 

αc1～αcℓ ：柱ヒンジ c1～cℓのエネルギー寄与係数 

ηb1～ηbm ：梁ヒンジ b1～bm の耐震性能低減係数 

αb1～αbm ：梁ヒンジ b1～bm のエネルギー寄与係数 
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2.3.2 梁の損傷度の定義 

 

 前章で紹介した通り，「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[2.9]において鉛直

部材である柱や壁の損傷度は定義されているが，水平部材である梁の損傷度については明確に定

義されていないため，地震により被災した梁降伏型 RC 造建物を主対象とする本研究では，梁の

損傷度を新たに定義する必要がある。一方，柱の損傷度について「震災建築物の被災度区分判定

基準および復旧技術指針」[2.9]では，主筋降伏や最大耐力などの力学性状の変化に基づき工学的に

定義している。そこで本研究では，同基準に記載している柱の損傷度区分を参照し，これと対応

する梁の損傷度区分を図 2.7 のように梁の力学性状の変化に基づき定義する。 

 しかし，SIm の簡易評価法が適用される被災現場では，部材の耐力などの工学量よりも最大残

留ひび割れ幅などの損傷量を把握することが容易であるため，部材に表出する損傷に基づき損傷

度を定めておくと都合が良い。梁の損傷度と損傷量（最大残留ひび割れ幅）の関係については第

3 章の実験結果を用い検討する。また，同様の実験結果から梁の損傷度に応じた耐震性能低減係

数 ηbを算定することとする。 

 

 
図 2.7 力学性状の変化に基づいた梁部材の損傷度の定義 
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2.3.3 部材のエネルギー寄与係数 αの評価法 

 

 SIm の簡易評価に当り，式（2.10）のように部材のエネルギー寄与係数 αはある基準となる部材

（例えば，最初に降伏ヒンジを形成する部材）に対する各部材のエネルギー吸収量の比として定

義されている。しかし，略算法が適用される被災現場において部材のエネルギー吸収量を把握す

ることが困難なため，本研究では各部材のエネルギー吸収量を逐一算出せずに α を定める方法に

ついて検討する。 

 ここで，図 2.8 のような簡単な部材（ヒンジ）の曲げモーメント－変形角関係モデルを考える

と，式（2.10）におけるヒンジ i のエネルギー吸収能力 E*
u,iは式（2.12）のように求められており，

式（2.10）は式（2.13）のように展開することができる。また，図 2.9 のような各層の層間変形角

が均等に分布する理想的な架構モデルを想定すると，式（2.13）は更に式（2.14）のようになる。

ここで，架構の安全限界までの部材（ヒンジ）の変形がその降伏変形より相当大きいことを考え

ると，θy,i / θ
*

u,i及び θy,i / θ
*

u,iが相当小さい値となり，αは最終的に式（2.15）のように部材（ヒン

ジ）の曲げ終局モーメントの比から算定することができる。α の略算法の妥当性については第 3

章及び第 4 章の実験結果に基づき検証する。 

 なお，詳しくは第 3 章ならびに第 4 章で述べることとするが，通常，1 次の変形モードが卓越

する建物においても，図 2.9 のような理想的な変形モードと完全には一致せず，特に上層の部材

であればあるほどその回転角 θi,bは小さくなることが予想される。本節冒頭で述べたように，最初

に降伏した部材（ヒンジ）を基準に，式（2.10）よりエネルギー吸収能力の比から α を求めた場

合と式（2.15）により曲げ終局モーメントの比から α を求めた場合を比較すると，当然のことな

がら前者が後者よりも小さくなると考えられる。この誤差の程度とその影響については第 3 章な

らびに第 4 章で述べる。 
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 ここで， 

E*
u,i ：架構の安全限界までにヒンジ i が吸収したエネルギー量 

Mu,i ：ヒンジ i の曲げ終局モーメント 

θy,i ：ヒンジ i の降伏時変形角 

θ*
u,i ：架構の安全限界時のヒンジ i の変形角 

 

 
図 2.8 部材の曲げモーメント－変形角関係モデル 
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 ここで， 

E*
u,i ：架構の安全限界までにヒンジ i が吸収したエネルギー量 

E*
u,c1 ：架構の安全限界までに基準部材のヒンジ c1 が吸収したエネルギー量 

Mu,i ：ヒンジ i の曲げ終局モーメント 

Mu,c1 ：基準部材のヒンジ c1 の曲げ終局モーメント 

θy,i ：ヒンジ i の降伏時変形角 

θy,c1 ：基準部材のヒンジ c1 の降伏時変形角 

θ*
u,i ：架構の安全限界時のヒンジ i の変形角 

θ*
u,c1 ：架構の安全限界時の基準部材のヒンジ c1 の変形角 

 

 
図 2.9 架構モデル 
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2.3.4 曲げ耐力法の提案 

 

 上記の検討のように，梁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb及び部材（ヒンジ）の曲げ終局

モーメントに基づくエネルギー寄与係数 α を設定すると，被災現場で目視可能な部材（ヒンジ）

の損傷量に基づき，全架構耐震性能残存率 SIm を簡便に求めることができる。更に，η 及び α を

破壊形式に応じた部材種別（例えば，曲げ梁，曲げ柱，せん断柱など）ごとに予め設定しておけ

ば，被災現場で複雑な計算を行うことなく SIm を算定することが可能になると考えられ，式（2.16）

を SIm の曲げ耐力法として提案する。SIm の曲げ耐力法による架構の残存耐震性能の評価手順を

図 2.10 に示す。 
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 ここで， 

k ：破壊形式に応じた部材種別（例えば，曲げ梁，曲げ柱，せん断柱など） 

αk ：部材種別 k のヒンジのエネルギー寄与係数 

ηk,D ：損傷度 D となる部材種別 k のヒンジの耐震性能低減係数 

Ak,D ：損傷度 D となる部材種別 k のヒンジ数 

Ak ：部材種別 k のヒンジ数 

D ：損傷度のレベル（Ⅰ～Ⅴ） 

 

 
図 2.10 曲げ耐力法による残存耐震性能評価手順 
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2.4 まとめ 

 

 本章では，まず地震により被災した梁降伏型 RC 造架構の残存耐震性能を評価するため，架構

の残存耐震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm の評価手法（「理論解」及び「曲げ耐力法」）を

提案し，その適用性に関する基礎的な検討を行った。本章で得られた知見を以下に示す。 

 

1) 架構の水平抵抗がその最大水平耐力の 80%に低下する時を安全限界として定め，架構の安全

限界までのエネルギー吸収能力の残存度合に基づき，架構の残存耐震性能を表す SIm の「理

論解」を，架構の安全限界までのエネルギー吸収能力に対する地震後のエネルギー吸収能力

の比として定義した。 

2) 梁降伏型 RC 造架構を対象としてひび割れや降伏発生による剛性変化に代表される工学量に

基づき被災度を表す A～E の五つの区間で区分される「特徴区間」を定義し，従来の軽微～倒

壊の被災度とそれぞれ概ね対応することを確認した。また，SIm の理論解を用いて特徴区間を

区分する SIm の閾値の設定手法を提示し，架構の安全限界までの変形能力や各区間が占める

変形量の違いが特徴区間を区分する SIm の閾値に及ぼす影響について検討した。 

3) 被災現場への適用を目的として，部材に表出する最大残留ひび割れ幅などの損傷量から SIm

を算定可能な簡易評価法（「曲げ耐力法」）を提案した。また，曲げ耐力法の適用に際して必

要となるパラメータ，即ち梁部材の損傷度区分や耐震性能低減係数 ηb を定義し，部材のエネ

ルギー吸収能力に基づき定義されているエネルギー寄与係数 α において部材の曲げ終局モー

メントから求める略算法を提案した。 

 

 なお，SIm の評価法の妥当性，特徴区間を区分する SIm の閾値，梁部材の損傷度と損傷量の関

係，損傷度に応じる ηbの値，及び部材の αの略算法の妥当性については，実験及び解析結果に基

づき検討・検証する必要があるため，これらについては以降で検討する。 
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3.1 はじめに 

 

 前章（第 2 章）では，架構の安全限界までのエネルギー吸収能力の残存度合に基づき，残存耐

震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm の理論解を定義し，架構の被災度（本論文では「特徴区

間」と称する）を定めた。また，被災現場への適用を考慮し，部材の損傷により架構のエネルギ

ー吸収量を簡易に推定する SIm の曲げ耐力法を提案した。しかし，これらの SIm の評価手法の適

用性や妥当性を議論するためには，実験や解析による検証が必要である。そこで本章では，まず

梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験結果[3.1], [3.2]を用い，SIm の評価手法の適用性や妥当性につ

いて検討することとする。本章ではまず，検討に用いた試験体の設計詳細や実験計画を説明し，

破壊経過や荷重－変形関係などの実験結果について述べる。次に，実験結果に基づき，SIm を曲

げ耐力法により被災現場において算定する際に必要となる，梁部材の損傷量に基づいた損傷度の

区分方法と損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηbの算定方法，また部材のエネルギー寄与係数 αの

略算法（式（3.3））の妥当性についてそれぞれ検討する。そして，SIm の理論解と曲げ耐力法によ

る算定結果を比較し，曲げ耐力法の適用性及び妥当性について検討する。 

 

3.2 試験体及び実験の計画 

 

 ここで検討に用いた実験結果は，平成 22 年度国土交通省建築基準整備促進事業「耐震診断法の

高度化に関する検討」における 1/2 スケール梁降伏型 RC 造 1 層試験体（以下，1SH-64 試験体）[3.1]，

及び平成 19～21 年度に独立行政法人建築研究所が実施した研究課題「建築構造物の災害後の機能

維持・早期回復を目指した構造性能評価システムの開発」における実大梁降伏型 RC 造 1 層試験

体（以下，1SF 試験体）[3.2]の 2 体である。以下にその詳細を述べる。 

 

3.2.1 1SH-64 試験体 

 

 1SH-64 試験体[3.1]の加力実験は，平成 22 年度国土交通省建築基準整備促進事業「耐震診断法の

高度化に関する検討」の一環として，日本建築防災協会，建築研究所，堀江建築工学研究所，東

北大学，東京理科大学及び東京大学生産技術研究所などの多数の研究機関及び大学の共同研究と

して実施された。そのため本論文では，試験体の詳細，加力計画及び計測計画について，基礎的

な情報を記述するが，その他のより詳細な情報は文献[3.1]を参照されたい。 

 1SH-64 試験体は梁降伏型 RC 造 1 層 2 スパンの 1/2 スケール平面架構であり，部材の損傷量に

基づいた架構の耐震安全性や耐震修復性の評価などに関する検討を行うため設計された。試験に

おける構造部材の寸法を表 3.1 に，諸元を表 3.2 に，配筋図を図 3.1 にそれぞれ示す。1SH-64 試験

体は，隅柱の断面寸法が 400mm×400mm，内法高さが 1400mm，主筋が 16-D16，帯筋が 4-D10＠

50 であり，中央柱の断面寸法が 400mm×400mm，主筋が 16-D22，帯筋が 4-D6＠50 で，腰壁（厚

さ 80mm，高さ 600mm，壁筋縦横とも D6＠200）により内法高さが 800mm となっている。また，
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梁の断面寸法が 300mm×400mm，内法スパンが 2350mm，主筋が上下それぞれ 6-D19および 4-D19，

あばら筋が 4-D6＠50 である。 

 

表 3.1 1SH-64 試験体における構造部材の寸法（単位：mm） 

隅柱 中央柱 梁 

幅 せい 内法高さ 幅 せい 内法高さ 幅 せい 内法長さ

400 400 1400 400 400 800 300 400 2350 

 

表 3.2 1SH-64 試験体における構造部材の諸元（コンクリート：Fc30） 

隅柱 中央柱 梁 

主筋 帯筋 主筋 帯筋 
主筋 

あばら筋 
上端 下端 

16-D16 

（SD345） 

4-D10＠50 

（SD295） 

16-D22 

（SD345）

4-D6＠50 

（SD295）

6-D19 

（SD345）

4-D19 

（SD345） 

4-D6＠50 

（SD295）

 

 

図 3.1 1SH-64 試験体の配筋図（単位：mm） 
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 1SH-64 試験体の静的載荷実験は，2010 年 9 月 14 日～9 月 21 日に建築研究所の実大構造物実験

棟で実施した。試験体の加力システム及び全景を，図 3.2 及び写真 3.1 にそれぞれ示す。ここで，

水平方向には試験体両端部に 1 台ずつ，計 2 台の油圧ジャッキ（容量：1000kN，±300mm）を，

鉛直方向には各柱の頂部にアクチュエータ（容量：1000kN，±500mm）を取り付けた。 

 図 3.3 に 1SH-64 試験体の加力計画を示す。加力制御は両隅柱の接合部中心（高さ：H0=1600mm）

で計測した水平変位の平均値を H0 で除した値を制御変形角（層間変形角 R0）とし，R0＝0.125，

0.25%では 1 サイクルずつ，R0＝0.5，1.0，2.0，3.0%では 3 サイクルずつ，R0＝4.0 では 1.5 サイク

ルの正負繰り返し加力を行い，それ以降は試験体の状況を観察しながら，R0＝8.0%まで 1 方向単

調加力を行った。軸方向では，両隅柱に各 500kN（軸応力度：3.1MPa），中央柱に 850kN（軸応力

度：5.3MPa）の一定軸力を作用させた状態で水平方向の加力を実施した。 

 計測計画は，全てのジャッキに設置した一軸のロードセル及び両隅柱の高さ方向の中心に設け

た 2 軸（軸力とせん断力）分力計より各構造部材のせん断力を計測した。また，各柱の伸縮変形，

各柱と梁の曲率及びせん断変形を計測し，危険断面位置を含む各部材の主要な箇所に歪ゲージを

貼り付け，主筋及びせん断補強筋の歪を計測した。 

 また，各加力サイクルにおいて，ピーク時及び除荷時の損傷量（ひび割れ幅，ひび割れ長さ及

びコンクリート剥落面積）を計測し，試験体の損傷状況の進展を把握することとした。ひび割れ

及びコンクリート剥落の計測面は，各柱の正面（加力軸と平行な面）と幅面（加力軸と直交する

面），各梁の正面と見上げ面，腰壁の正面と見下げ面とし，各層間変形角 R0 の正負ピーク時及び

除荷時においてひび割れ図を作成した。ひび割れ幅の計測は，各制御変形角 R0の最終加力サイク

ルの正負ピーク時及び除荷時に実施したが，ピーク時においては当該載荷方向の加力で生じたひ

び割れの幅を，除荷時においては載荷方向によらず全てのひび割れの幅を計測対象とした。ここ

で，ひび割れ長さや幅の計測において，コンクリートの剥落が生じた後からは剥落領域内のひび

割れ長さと幅を共に無視することとした。また，作業員の安全を考慮し，R0＝3.0%まで詳細な損

傷量計測を実施した。 
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図 3.2 1SH-64 試験体の加力システム（単位：mm）[3.1] 

 

 
写真 3.1 1SH-64 試験体の加力システムの全景 

 

  

正加力 負加力
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図 3.3 1SH-64 試験体の加力計画 
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3.2.2 1SF 試験体 

 

 1SF 試験体[3.2]の加力実験は，平成 19～21 年度に独立行政法人建築研究所が実施した研究プロジ

ェクト「建築構造物の災害後の機能維持・早期回復を目指した構造性能評価システムの開発」の

一環として，建築研究所，東北大学，東京理科大学，芝浦工業大学及び東京大学生産技術研究所

などの多数の研究機関及び大学が共同に実施したものである。そこで本論文では，1SF 試験体の

詳細，加力計画及び計測計画について，基礎的な情報を記述するが，その他のより詳細な情報は

文献[3.2]を参照されたい。 

 1SF 試験体は梁降伏型 RC 造 1 層 1×1 スパンの実大立体架構であり，機能維持や早期回復に係

わる建物の耐震性能を定量的に評価することを主な目的として設計された。試験体における構造

部材の寸法を表 3.3 に，諸元を表 3.4 に，配筋図を図 3.4 にそれぞれ示す。本試験体は，柱の断面

寸法が 700mm×700mm，内法高さが 2050mm，主筋が 12-D25，帯筋が 2-D13＠100 であり，梁の断

面寸法が 500mm×700mm，内法スパンが 4600mm，主筋が上下とも 6-D25，あばら筋が 4-D13＠100

である。また，梁には幅 25mm の 3 方向完全スリットを有する RC 造非構造壁が設置されており，

非構造壁は厚さ 120mm で，壁筋が縦横とも D10＠250，開口補強筋が D13 となっている。 
 
表 3.3 1SF 試験体における構造部材の寸法（単位：mm） 

柱 梁 

幅 せい 内法高さ 幅 せい 内法長さ 

700 700 2050 500 700 4600 

 

表 3.4 1SF 試験体における構造部材の諸元（コンクリート：Fc18） 

柱 梁 

主筋 帯筋 主筋（上端＝下端） あばら筋 

12-D25 

（SD345） 

2-D13＠100 

（SD295） 

6-D25 

（SD345） 

4-D13＠100 

（SD295） 
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図 3.4 1SF 試験体の配筋図 
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 1SF 試験体の静的載荷実験は，2009 年 11 月 17 日～12 月 4 日に建築研究所の実大構造物実験棟

で実施した。試験体の加力システム及び全景を，図 3.5 及び写真 3.2 にそれぞれ示す。ここで，水

平方向には左右に 1 台ずつ，計 4 台の油圧ジャッキ（容量：1000kN，±300mm）を，鉛直方法に

は各柱の頂部にアクチュエータ（容量：1000kN，±500mm）を取り付けた。 

 図 3.6 に 1SF 試験体の加力計画を示す。加力制御は梁の反曲点位置の梁芯（高さ：H0=2400mm）

で計測した水平変位を H0 で除した値を制御変形角（層間変形角 R0）とし，R0＝0.0625，0.125，0.25%

では 1 サイクルずつ，R0＝0.5，0.83，1.0，1.5，2.0%では 2 サイクルずつ，R0＝3.0%では 1 サイク

ルの正負繰り返し加力を行い，それ以降は試験体の状況を観察しながら，R0＝6.0%まで 1 方向単

調加力を行った。軸方向では，各柱に 920kN（軸応力度：1.9MPa）の一定軸力を作用させた状態

で水平方向の加力を実施した。 

 計測計画は，全ての水平ジャッキに設けたロードセルより架構の層せん断力を計測した。また，

各柱の伸縮変形，各柱と梁の曲率及びせん断変形を計測し，危険断面位置を含む各部材の主要な

箇所に歪ゲージを貼り付け，主筋及びせん断補強筋の歪を計測した。 

 一方，各層間変形角 R0に応じた加力サイクルにおいて，ピーク時及び除荷時の損傷量（ひび割

れ幅，ひび割れ長さ及びコンクリート剥落面積）を計測し，試験体の損傷状況の進展を把握する

こととした。ひび割れ及びコンクリート剥落の計測面は，各柱の正面（加力軸と平行な面）と幅

面（加力軸と直交する面），各梁の正面と見下げ面，非構造壁の正面とし，各層間変形角 R0 の正

負ピーク時及び除荷時においてひび割れ図を作成した。ひび割れ幅は，各制御変形角 R0に応じる

全ての加力サイクルの正負ピーク時及び除荷時に実施したが，ピーク時においては当該載荷方向

の加力で生じたひび割れの幅を，除荷時においては載荷方向によらず全てのひび割れの幅を計測

対象とした。ここで，ひび割れ長さや幅の計測において，コンクリートの剥落が生じた後からは

剥落領域内のひび割れ長さと幅を共に無視することとした。また，作業員の安全を考慮し，R0＝

2.0％まで詳細な損傷量計測を行った。 
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図 3.6 1SF 試験体の加力計画 
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3.3 実験結果 

 

3.3.1 材料試験結果 

 

 1SH-64試験体の材料試験結果を表 3.5に示す。コンクリートの設計基準強度は 30MPaとしたが，

材料試験結果はそれを約 16%程度上回った。また，鉄筋の降伏強度も規格降伏強度を約 4～17%

程度上回っており，引張強度は降伏強度の 1.5～1.8 倍程度となった。 

 1SF 試験体の材料試験結果を表 3.6 に示す。コンクリートの設計基準強度は 18MPa としたが，

材料試験結果はそれを約 75%程度大きく上回った。鉄筋の降伏強度は，SD345 及び SD295 の場合

規格降伏強度をそれぞれ 10%，20%程度上回っており，引張強度は鉄筋の種類に関わらず降伏強

度の 1.5 倍程度となった。 

 

表 3.5 1SH-64 試験体の材料試験結果 

コンクリート 

設計基準強度 圧縮強度（MPa） 引張強度（MPa） ヤング係数（×104MPa） 

Fc30 34.7 1.4 2.6 

鉄筋 

種類 降伏強度（MPa） 引張強度（MPa） ヤング係数（×105MPa） 

D22（SD345） 393 598 1.9 

D19（SD345） 382 579 1.8 

D16（SD345） 384 583 1.8 

D10（SD295） 346 527 1.6 

D6（SD295） 306 506 1.6 

 

表 3.6 1SF 試験体の材料試験結果 

コンクリート 

設計基準強度 圧縮強度（MPa） 引張強度（MPa） ヤング係数（×104MPa） 

Fc18 31.4 2.4 2.8 

鉄筋 

種類 降伏強度（MPa） 引張強度（MPa） ヤング係数（×105MPa） 

D25（SD345） 381 542 2.0 

D13（SD295） 357 506 1.9 

D10（SD295） 352 507 1.8 
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3.3.2 破壊経過及び損傷量 

 

3.3.2.1 1SH-64 試験体 

 

 1SH-64 試験体の各層間変形角 R0 に応じた最終加力サイクル終了時のひび割れ図（展開図）を

図 3.7 に示す。ここで，初期ひび割れを緑色で，正側加力時に生じたひび割れを青色で，負側加

力時に生じたひび割れを赤色で分けて作成した。R0＝0.125%で隅柱及び梁の危険断面に曲げひび

割れが生じて，R0＝0.5%では中央柱にせん断ひび割れが発生し，腰壁に部分的なコンクリート剥

落が見られた。R0＝1.0%で中央柱のせん断ひび割れが大きく進展し，腰壁のコンクリート剥落面

積も広がり，隅柱の柱脚にコンクリートの剥落が見られた。以降，R0＝2.0%で腰壁の損傷が壁体

を貫通し，中央柱が変形能力のある長柱のような挙動をすることとなり，全ての柱脚で圧壊によ

るコンクリートの剥落が見られた。R0＝3.0%では新たなひび割れの発生はほとんど見られず，ひ

び割れ幅が増加するのみであった。 

 

 

 

 

（a）初期ひび割れ 

 

 

（b）R0＝0.125%の第 1 サイクルの除荷時 

図 3.7 1SH-64 試験体の各層間変形角 R0に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く） 
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（c）R0＝0.25%の第 1 サイクルの除荷時 

 

 

（d）R0＝0.5%の第 3 サイクルの除荷時 

 

 

（e）R0＝1.0%の第 3 サイクルの除荷時 

図 3.7 1SH-64 試験体の各層間変形角 R0に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く） 
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（f）R0＝2.0%の第 3 サイクルの除荷時 

 

 

（g）R0＝3.0%の第 3 サイクルの除荷時 

図 3.7 1SH-64 試験体の各層間変形角 R0に応じた最終加力サイクル時の損傷状況 
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 1SH-64 試験体の構造部材において，各経験層間変形角 R0 に対する損傷量の進展を定量的に把

握するため，残留ひび割れ幅の階級（0.2mm 未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm

未満，5.0mm 以上）を定め，各階級の総ひび割れ長さの算定結果と R0との関係を積み上げグラフ

にして図 3.8～図 3.12 に示す。ここで，残留ひび割れ幅の階級は，表 3.7 のように定められている

ひび割れ幅に応じた補修工法[3.3]を参考に，定めたものである。 

 隅柱（断面：400mm×400mm）の残留ひび割れ量の計測面ごとの進展（図 3.8 及び図 3.9）に着

目すると，幅面よりも正面で総ひび割れ長さが長く，ひび割れ幅のより大きな階級に含まれるひ

び割れ総長さも大きいことが分かった。また，R0＝1.0%までは主に最大ひび割れ幅 0.2mm 未満の

ひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増加は緩やかとなり，最大ひび割れ幅 0.2mm

以上のひび割れの割合が高くなった。3.2.1 項で述べたとおり，コンクリート剥落領域のひび割れ

長さと幅は無視しており，R0＝2.0%以降，隅柱の柱脚部分でコンクリート剥落が生じたため，見

かけ上の総ひび割れ長さの減少が見られた。 

 中央柱（断面：400mm×400mm）のひび割れ量の計測面ごとの進展（図 3.10）に着目すると，

R0＝2.0%までは主に最大ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが増えたが，それ以降は総ひび割れ長

さの増加は緩やかとなり，最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった。 

 梁（断面：300mm×400mm）のひび割れ量の計測面ごとの進展（図 3.11 及び図 3.12）に着目す

ると，隅柱と同様に幅面よりも正面で総ひび割れ長さが長く，ひび割れ幅の大きな階級に含まれ

るひび割れ総長さも大きかった。R0＝1.0%までは主に最大ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが増

加したが，その後は最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が大きくなった。また，梁には

コンクリート剥落が少ないため，見かけ上の総ひび割れ長さの減少は見られなかった。 

 

表 3.7 ひび割れ幅と補修工法の関係[3.3] 

劣化度 
適用工法 

種類 漏水の有無 ひび割れ幅

挙動のない

ひび割れ 

漏水の有無に

かかわらない 

0.2mm 以下 ・シール工法（パテ状エポキシ樹脂） 

0.2mm～1mm
・エポキシ樹脂注入工法 
（手動式，自動低圧式，機械式） 

1mm 以上※ 
・U カット可とう性エポキシ樹脂充填工法 
・エポキシ樹脂注入工法（手動式，機械式） 

挙動がある

ひび割れ 

漏水の有無に

かかわらない 

0.2mm 以下
・シール工法 
（可とう性エポキシ樹脂） 

0.2mm～1mm ・U カット可とう性エポキシ樹脂充填工法 

1mm 以上 ・U カットシーリング材充填工法 

漏水がない 
場合に限る 

1mm 以上※ ・エポキシ樹脂（柔軟型）注入工法（手動式，機械式）

※ひび割れ幅が 2mm～5mm である場合，セメント系（無機系）材料注入工法を適用する 
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（a）正面 

 

 
（b）幅左面 

 

 
（c）幅右面 

図 3.8 1SH-64 試験体の左隅柱のひび割れ量進展過程 
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（a）正面 

 

 
（b）幅左面 

 

 
（c）幅右面 

図 3.9 1SH-64 試験体の右隅柱のひび割れ量進展過程 
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（a）正面 

 

 
（b）幅左面 

 

 
（c）幅右面 

図 3.10 1SH-64 試験体の中央柱のひび割れ量進展過程 
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（a）正面 

 

 
（b）見上げ面 

図 3.11 1SH-64 試験体の左梁のひび割れ量進展過程 
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（a）正面 

 

 
（b）見上げ面 

図 3.12 1SH-64 試験体の右梁のひび割れ量進展過程 
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 1SH-64 試験体の構造部材において，各経験層間変形角 R0 に対するコンクリート剥落面積の推

移を図 3.13 に示す。いずれの構造部材においても R0＝2.0%から剥落面積が増加しており，隅柱で

は，圧縮柱となる時の圧縮側幅面（左隅柱では幅左面，右隅柱では幅右面）で圧壊に伴い剥落面

積が増加したが，その時の引張側幅面および正面では剥落面積の増加は僅かであった。中央柱で

は正面及び幅面でほぼ同様な剥落面積の進展傾向が見られており，梁では幅面（見上げ面）で圧

壊による剥落面積の増加が見られるものの，正面での剥落面積増加は僅かであった。 

 

 
（a）左隅柱 

 

 
（b）右隅柱 

図 3.13 1SH-64 試験体の構造部材のコンクリート剥落面積の進展過程（続く） 
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（c）中央柱 

 

 
（d）左梁 

 

 
（e）右梁 

図 3.13 1SH-64 試験体の構造部材のコンクリート剥落面積の進展過程 
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3.3.2.2 1SF 試験体 

 

 1SF 試験体の損傷量進展については東北大学が担当しため，本論文では参考までに，層間変形

角 R0＝0.0625，0.25，1.0，2.0％における最終加力サイクル終了時のひび割れ図（展開図）のみを

図 3.14 に示す[3.4]。本実験でも，正側加力時に生じたひび割れを青色で，負側加力時に生じたひび

割れを赤色で分けて作成した。また，本試験体は 1×1 スパンの立体架構であるが，東構面（前節

写真 3.2 参照）の部材にはタイルが貼りつけられており，本論文では西構面の柱と梁の損傷状況

のみについて述べる。 

 R0＝0.0625%で柱及び梁の端部に曲げひび割れが生じて，R0＝0.25%では各部材のひび割れ本数

が増えるとともに，柱にせん断ひび割れが発生した。また，R0＝1.0%で柱の柱脚部及び柱頭部に

せん断ひび割れが急激に増加し，梁にも多数のせん断ひび割れが生じた。以降でもひび割れが徐々

に増加するうち，R0＝2.0%でコンクリートの剥落が激しくなった。 

 

 

 
 

（a）R0＝0.0625%の第 1 サイクルの除荷時 

図 3.14 1SF 試験体の層間変形角 R0に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く）[3.4] 
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（b）R0＝0.25%の第 1 サイクルの除荷時 
 

 

（c）R0＝1.0%の第 2 サイクルの除荷時 
 

 

（d）R0＝2.0%の第 2 サイクルの除荷時 

図 3.14 1SF 試験体の層間変形角 R0に応じた最終加力サイクル時の損傷状況[3.4] 
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 1SF 試験体の損傷量についても参考までに，部材ごとにおいて残留ひび割れ幅の階級（0.2mm

未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm 未満，5.0mm 以上）に応じた総ひび割れ

長さと層間変形角 R0との関係を積み上げグラフにしたものを図 3.15 に示す。ここで，各部材のひ

び割れ長さは，正面と幅面（一面のみ）のひび割れ長さの合計値である。 

 層間変形角 R0の増加に対する両柱のひび割れ総長さの増加は，ほぼ同じ傾向となっており，損

傷量計測終了時のひび割れ総長さの最大値も，左柱が 28950mm，右柱が 29310mm でほぼ近似し

ていることが分かった。また，R0＝0.5％までは最大ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが主として

増大したが，それ以降から最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなっており，R0＝

2.0％では最大ひび割れ幅 2.0mm のひび割れも発せした。 

 一方，R0＝2.0％までひび割れ総長さが徐々に増加する柱に対して，梁のひび割れ総長さは，R0

＝0.5％まで急激に増加したが，それ以降からひび割れ総長さの増加割合が緩やかになってきた。

また，柱より早い段階である R0＝0.25％で，最大ひび割れ幅が 0.2mm 以上のひび割れが発生した。 
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（a）西構面の左柱 

 

 
（b）西構面の右柱 

 

 
（c）西構面の梁 

図 3.15 1SF 試験体の西構面における構造部材のひび割れ量進展過程 
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3.3.3 荷重－変形関係 

 

3.3.3.1 1SH-64 試験体 

 

 1SH-64 試験体の荷重－変形関係を図 3.16 に示す。また，ジャッキや隅柱の高さ方法の中心部に

設けたロードセルより計測した各部材の荷重と層間変形角 R0との関係を図 3.17 に示す。本試験体

では，R0＝+0.53%で右隅柱の柱脚の主筋が降伏し始め，R0＝±0.56%で右梁の右端部及び左梁の左

端部の主筋がそれぞれ降伏した。また，R0＝+0.63%で左隅柱の柱脚及び右梁の左端部の主筋が降

伏し，R0＝-1.0%で中央柱の柱脚の主筋が降伏した。その後，R0＝+1.19%で左梁の右端部の主筋が

降伏し，架構の崩壊機構を形成した。そして，R0＝±2.0%でそれぞれの加力方向での最大耐力

+1215.7kN 及び-1177.5kN を記録し，それ以降から耐力が徐々に低下し，R0＝-4.8%で当該方向での

最大耐力の 80％となり，本研究で定義した架構の安全限界に至った。 

 ここで図 3.17 に着目すると，隅柱及び梁において，それぞれの耐力は低下してないが，中央柱

の負担水平力が低下している。これは，腰壁の貫通破壊とともに中央柱の有効高さが増加し，そ

れが架構全体の水平耐力の低下に現れたことが原因である。また，本研究では架構全体の水平抵

抗が最大水平耐力の 80%まで低下する時を架構の安全限界として定義したが，前章（第 2 章）で

も述べたように，架構の安全限界と部材の水平耐力がその最大水平耐力の 80%まで低下した時点

は必ず一致するものではないことと対応するものである。 

 

 

図 3.16 1SH-64 試験体の荷重－変形関係 
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（a）左隅柱 

 

 
（b）右隅柱 

 

 
（c）中央柱 

図 3.17 1SH-64 試験体の構造部材ごとの荷重－変形関係（続く） 
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（d）左梁 

 

 
（e）右梁 

図 3.17 1SH-64 試験体の構造部材ごとの荷重－変形関係 
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3.3.3.2 1SF 試験体 

 

 1SF 試験体の荷重－変形関係を図 3.18 に示す。本試験体は 1×1 スパンの立体架構であるが，東

西（本章の写真 3.2 を参照）対称架構となっているため，本研究では損傷量の進展過程と同様に

西構面のみの工学量（但し，荷重－変形関係については東西両構面）について検討する。 

 1SF 試験体では，R0＝+0.45%で左右柱の柱脚部の主筋がほぼ同時に降伏しており，R0＝-0.83%

で梁の右端部の主筋が降伏した。その後，R0＝-0.96%で梁の左端部の主筋が降伏し，架構の崩壊

機構の形成に至った。そして，R0＝+3.0%で最大耐力 4286.3kN に達して，それ以降から耐力が徐々

に低下し，R0＝+6.0%では架構の水平耐力が最大耐力の 80％となり，架構の安全限界に至った。

本試験体では 1SH-64 試験体のように部材にロードセルを設けてないため，構造部材ごとの水平耐

力を詳細に把握することができなかった。 

 1SF 試験体においては，R0＝+2.0%で架構の水平耐力がやや低下したが，その後幅 25mm の 3 方

向完全スリットを有する RC 造非構造壁が柱と接触しており，それに起因して架構の水平耐力が

再び増加し，R0＝+3.0%で最大耐力となった。 

 

 

図 3.18 1SF 試験体の荷重－変形関係 

 

  

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7
-5000

-4000

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000
1204824-48 0 96 144 16872-72 -24

経験層間変形 (mm)

-96  

層
せ

ん
断

力
 
(
k
N
)

経験層間変形角R
0
 (%)



第 3 章 梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 3-31

3.4 SImの曲げ耐力法に要するパラメータ及びその評価法 

 

 本節では，前章（第 2 章）の式（2.16）に提案した曲げ耐力法による SIm の算定に当り，必要

となるパラメータ，即ち梁部材の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb及び部材（ヒンジ）のエネ

ルギー寄与係数 αそれぞれの評価法について検討する。 

 

3.4.1 梁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb 

 

 前章（第 2 章）では，地震被災現場で架構の残存耐震性能を評価するため全架構耐震性能残存率

SIm の曲げ耐力法を提案するあたり，梁部材の損傷度を，まず図 3.19 のように主筋降伏や最大耐力

などの力学性状の変化に基づき工学的に定義した。しかしながら，SIm の曲げ耐力法が適用され

る被災現場では，部材の耐力や経験した最大応答変形などの工学量を把握することが極めて難し

い。より容易に把握可能な梁部材の損傷量に基づいた損傷度区分については，1991 年版の被災度

区分判定基準において柱と同様の最大残留ひび割れ幅に基づく基準が適用されると記載されてお

り，2001 年版の被災度区分判定基準においては「若干緩やかに」（同じひび割れ幅に対する損傷

度を 1 レベル小さく評価するなどの意図と思われる）柱の基準を準用することも考えられると言

及している[3.5]が，梁の損傷度と損傷量の対応関係はまだ明確に定められていない。そこで本節で

は，梁部材の荷重－変形関係を把握できる 1SH-64 試験体の実験結果を用いて，梁部材に表出する

損傷に基づき損傷度を定めることを試みる。 

 

 
図 3.19 力学性状の変化に基づいた梁部材の損傷度の定義（図 2.7 再掲） 
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 図 3.20 に 1SH-64 試験体の梁部材における「力学性状の変化に基づいた損傷度」（図 3.19）と最

大残留ひび割れ幅との関係を示す。図 3.20 より，いずれの梁部材においても，損傷度ⅠとⅡの境

界の最大残留ひび割れ幅は 0.2mm 程度を，損傷度ⅡとⅢの境界の最大残留ひび割れ幅は 2.5mm 程

度を，それぞれ示している。損傷度ⅢとⅣの境界の最大残留ひび割れ幅は左梁では 4.0mm 程度で

ある一方，右梁では危険断面の多数のひび割れに均等な幅が分布していることが原因で，損傷度

Ⅲの領域で最大残留ひび割れ幅がやや減少したため，損傷度ⅢとⅣの境界の最大残留ひび割れ幅

は左梁より小さい値となった。しかし，それ以降の右梁の最大残留ひび割れ幅の傾向に着目する

と，再び増加するため，全体の傾向と沿うように考えると左梁の値とほぼ等しくなる。従って，

左梁の値を損傷度ⅢとⅣの境界値として採用することとした。 

 また，梁部材の力学性状との直接的な対応関係はないが，柱部材の損傷度ⅡとⅢの境界値とし

て採用され，広く認知されている最大残留ひび割れ幅 1mm を損傷度の境界として追加し，「力学

性状の変化に基づく損傷度」（図 3.19）の他に，新たに「目視可能な損傷に基づく損傷度」を定義

した。具体的には図 3.21 のように力学状態に基づいた損傷度Ⅱを目視可能な損傷に基づく梁の損

傷度区分では損傷度ⅡとⅢに区分することとする。このことより，梁部材における目視可能な損

傷に基づいた損傷度を最終的には表 3.8 のようにⅠ～Ⅴの五つのレベルとして定義する。なお，

ここで目視可能な損傷に基づき定義した梁の損傷度は，柱のそれと大きな差はなく，前述した 2001

年版の被災度区分判定基準における「若干緩やかに柱の基準を準用する」こととは整合しないが，

これは後述する梁の耐震性能低減係数 ηbが柱の ηcよりも大きめに評価されることで結果的に反映

されることになる。 

 ここで，現行の「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[3.5]では，検証試験体

となっている幅 300mm×せい 450mm の梁試験体[3.6]の断面サイズをほぼ実大とし，最大残留ひび

割れ幅 1mm を柱部材の損傷度ⅡとⅢの境界として適用している一方，本論文で適用しようとして

いる 1SH-64 試験体は約 1/2 スケールであるが，その梁部材は幅 300mm×せい 400mm の断面サイ

ズとなっており，現行の「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」の検証試験体

とほぼ同寸法である（表 3.9）。通常，縮小された試験体に生じるひび割れ損傷に関する議論を行

う場合には，そのスケール則（寸法が小さい試験体ほどそのひび割れ幅が小さくなる現象）を考

える必要があるが，以上の理由により，本論文ではあえてスケール則による実大スケールへの変

換を行わずに最大残留ひび割れ幅の境界値（1mm）を本研究における梁部材の損傷度区分にもそ

のまま適用した。 
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（a）左梁 

 

 
（b）右梁 

図 3.20 梁部材の損傷度と最大残留ひび割れ幅の関係（1SH-64 試験体） 
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図 3.21 梁部材の力学性能の変化及び目視可能な損傷に基づく損傷度区分の概念 

 

表 3.8 梁の損傷度区分の定義 

力学性状の変化 

に基づく損傷度 
境界となる工学状態

1SH-64 試験体において 

境界となる目視可能な損傷量

（○数字は図 3.20 に対応）

目視可能な損傷に基づき

新たに設定した損傷度 

Ⅰ 
主筋降伏 wmax＝0.2mm（①） 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅱ 

－ wmax＝1mm 

Ⅲ 

補強筋降伏 wmax＝2mm 超（②） 

Ⅲ Ⅳ 

最大耐力到達 
wmax＝4mm 超（③） 

かぶりコンクリート剥落 Ⅳ Ⅴ 

wmax：最大残留ひび割れ幅 

 

表 3.9 既往の研究[3.6]及び本研究における梁部材の断面寸法 
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 前章（第 2 章）では，架構の崩壊機構に着目し提案した曲げ耐力法に基づき SIm を算定する際，

部材（ヒンジ）の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηについて，式（3.1）のように定義しており，

その概念を図 3.22 のように示している。柱部材については，現行の「震災建築物の被災度区分判

定基準および復旧技術指針」[3.5]で既に設定されているが，梁部材の耐震性能低減係数 ηbはまだ明

確に提示されていない。そこで本節では，梁部材（ヒンジ）の荷重－変形関係を把握できる 1SH-64

試験体の実験結果を用いて，梁部材の損傷度に応じる ηbを算定し，その結果を図 3.23 に示す。 

 ここで，前章（第 2 章）で提案した SIm を算定する曲げ耐力法は，架構の安全限界までのエネ

ルギー吸収能力の残存度合に基づき定義した理論解（第 2 章の式（2.5）を参照）の式を展開し得

られたものであるため，図 3.22 における部材の終局回転角は架構の安全限界時に応じた部材の回

転角であることに注意が必要である。また，第 2 章で述べたとおり，架構の安全限界点のエネル

ギー吸収能力の算定に当り，除荷による応答変形の減少を考慮していないため，図 3.22 の架構の

安全限界までに部材（ヒンジ）i が吸収したエネルギー量において，安全限界時の回転角（終局回

転角）の前後で不連続な値を与えることとなる。 

 

*
,

,
*
,*

iu

idiu
i E

EE 
  (3.1)

(式(2.9)再掲)

 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材（ヒンジ）i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の安全限界までに部材（ヒンジ）i が吸収したエネルギー量 

 

 

図 3.22 部材（ヒンジ）の耐震性能低減係数 ηの概念 
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（a）左梁 

 

 
（b）右梁 

図 3.23 梁部材（ヒンジ）の損傷度と耐震性能低減係数 ηbの関係 
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 ここで，「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[3.5]で定義されている柱の耐震

性能低減係数 ηcは，各損傷度の区間における ηcの最低値をその損傷度における ηcの代表値として

いることから，ηb についても同様の処理により各損傷度（目視可能な損傷に基づいて区分した損

傷度）における ηbの代表値を定め，表 3.10 に示した。また，参考として梁部材の各損傷度に応じ

た ηbの最高値と最低値の平均値，及び「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[3.5]

で設定している曲げ柱の ηcを併記した。表 3.10 より，同じ損傷度において梁の ηbが曲げ柱の ηc

を上回っている中，梁の損傷度Ⅱに対しては柱の損傷度Ⅰ，梁の損傷度Ⅲに対しては柱の損傷度

Ⅱ，梁の損傷度Ⅳに対しては柱の損傷度Ⅲのそれぞれの η が近似していることが分かる。これよ

り，梁の損傷度において 2001 年版の被災度区分判定基準[3.5]で言及しているような「若干緩やか

に」（同じひび割れ幅に対する損傷度を 1 レベル小さいものとして評価するなどの意図であると思

われる）柱の基準を準用することが，概ね妥当な判断であったことを示唆している。従って，柱

と梁の挙動の違いは SIm 算定時（通常はひと通りの損傷度区分作業終了後に行われる）の ηの違

いにより考慮され，目視可能な損傷（最大残留ひび割れ幅）による損傷度が柱，梁の部材によら

ず統一的であることは，むしろ被災現場における「損傷度区分作業」の混乱を軽減する利点があ

ると考えられる。 

 また，前述のとおり，現行の被災度区分判定基準における検証試験体と，1SH-64 試験体の梁部

材の断面サイズがほぼ等しい（表 3.9 を参照）であるため，以降からの検討では試験体ごとに η

を算定せず，表 3.10 に示している値を適用することとする。 

 

表 3.10 部材（ヒンジ）の損傷度に応じる耐震性能低減係数 η 

曲げ柱[3.5] 曲げ梁 

損傷度 
最大残留ひび割れ幅 

(mm) 
ηc 

ηb 最大残留ひび割れ幅 

(mm) 
損傷度

最低値 平均値

Ⅰ 0.2 未満 0.95 0.99 0.99 0.2 程度 Ⅰ 

Ⅱ 0.2～1.0 程度 0.75 0.95 0.97 0.2～1.0 程度 Ⅱ 

Ⅲ 1.0～2.0 程度 0.5 0.75 0.85 1.0～2.0 Ⅲ 

Ⅳ 2.0 以上 0.1 0.45 0.6 2.0 超～4.0 Ⅳ 

Ⅴ ―※ 0 0 0.23 4.0 超 Ⅴ 

※主筋の座屈やコンクリートの剥落状況により決定される 
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3.4.2 部材のエネルギー寄与係数 α 

 

 前章（第 2 章）において提案した曲げ耐力法に基づき SIm を算定する際，部材（ヒンジ）のエ

ネルギー寄与係数 αは，式（3.2）のようにある基準となる部材（例えば，最初に降伏ヒンジを形

成する部材）のヒンジに対する各部材のエネルギー吸収量の比として定義されているが，SIm の

曲げ耐力法が適用される被災現場において部材ヒンジごとのエネルギー吸収量を把握することは

困難なため，式（3.3）のように各部材の曲げ終局モーメントから αを略算することを試みる。 

 しかしながら，式（3.3）にて定義した αの略算法（第 2 章の式（2.15）の導出仮定を参照）は，

簡単な Bi-linear 部材の荷重－変形関係モデル（図 3.24）及び各層の層間変形角が均等に分布する

理想的な架構モデル（図 3.25）を想定し，更に架構の安全限界までの部材の変形がその降伏変形

より相当大きいものであると仮定したうえ，求められた提案式である。そこで本節では，各構造

部材の荷重－変形関係が計測され，それらのエネルギー吸収能力を算定することができる 1SH-64

試験体の実験結果を用いて，まず式（3.3）の妥当性について検証を行う。 

 

*
1,

*
,

cu

iu
i E

E
  (3.2)

(式(2.10)再掲)

 ここで， 

E*
u,i ：架構の安全限界までにヒンジ i が吸収したエネルギー量 

E*
u,c1 ：架構の安全限界までに基準部材 c1 のヒンジが吸収したエネルギー量 

 

1,

,

cu

iu
i M

M
  (3.3)

(式(2.15)再掲)

 ここで， 

Mu,i ：部材（ヒンジ）i の曲げ終局モーメント 

Mu,c1 ：基準部材（ヒンジ）c1 の曲げ終局モーメント 

 

 
図 3.24 部材の荷重－変形関係モデル 図 3.25 架構モデル 

 

iuM ,

*
,iuiy ,
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 1SH-64 試験体において，左隅柱を基準部材として，右隅柱，中央柱及び両梁の αの精算値（式（3.2））

と略算値（式（3.3））を算定して，その結果を表 3.11 に示す。αの精算値の算定に当り，部材（ヒ

ンジ）エネルギー吸収能力は，架構の水平抵抗が最大水平耐力の 80%に低下した架構の安全限界（層

間変形角 R0＝-4.8％）までに部材（ヒンジ）それぞれが吸収したエネルギー量である。また，柱及

び梁の曲げ終局モーメントは式（3.4）及び式（3.5）[3.7]をそれぞれ用いて算出した。 

 












c

ytU FDb

N
DNDaM 15.08.0   (3.4)

ここで， 

MU ：曲げ終局モーメント（N・mm） 

at ：引張鉄筋断面積（mm2） 

y ：鉄筋の降伏点強度（MPa） 

D ：柱のせい（mm） 

N ：軸力（N） 

b ：柱の幅（mm） 

Fc ：コンクリート圧縮強度（MPa） 

 

daM ytU  9.0  (3.5)

ここで， 

MU ：曲げ終局モーメント（N・mm） 

at ：引張鉄筋断面積（mm2） 

y ：鉄筋の降伏点強度（MPa） 

d ：剛梁の有効せい（mm） 
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 表 3.11 より，右隅柱及び両梁における αの精算値と略算値がそれぞれほぼ同じ値となっている。

これは，本章の図 3.17 に示している各部材の荷重－変形関係に着目すると，右隅柱及び両梁は架構

の安全限界まで水平耐力の低下が生じないものであり，また架構の安全限界までの部材の変形量が

その降伏変形より相当大きいため，上記の部材の荷重－変形関係モデル（図 3.24），架構モデル（図

3.25）及び他の仮定条件を満足することが結果として表れていると考えられる。 

 一方，中央柱おいては，架構の安全限界（層間変形角 R0＝-4.8％）まで中央柱の水平耐力がその

最大耐力の 80%を更に下回っているため（本章の図 3.16 及び図 3.17 を参照），耐力低下が生じない

左隅柱を基準として，エネルギー吸収能力から求めた αの精算値が曲げ耐力比から求めた αの略算

値よりやや小さい値となっている。即ち，αの略算法（式（3.3））を導出する際に考慮した部材の

荷重－変形関係モデル（図 3.24）は，耐力低下が生じない Bi-linear モデルであるが，実際の実験結

果では図 3.26 の概念図のように中央柱の耐力低下が発生しており，式（3.2）の分子となる中央柱

のエネルギー吸収能力が小さくなるため，それから求めた αの精算値は略算値より小さい値を示

している。しかし，SIm の曲げ耐力法の算定式（次節の式（3.7））で部材の耐震性能低減係数 ηの

重み付け係数となる αは，分子・分母双方に含まれるパラメータであるため，一つの部材における

この程度の差は SIm の評価結果に及ぼす影響は小さいと考えられる。αの値が曲げ耐力法による SIm

の評価結果に及ぼす影響については，今後検討を行う予定である。 

 また，右隅柱及び両梁において，αの精算値が総じて 1.0 より小さな値となっているが，これは

基準部材となっている左隅柱の水平負担力（本章の図 3.17 を参照）が右隅柱及び両梁より大きいこ

とが（実質的にはエネルギー吸収能力が結果として最も大きかった部材を基準としていることと同

義）原因である。なお，曲げ耐力法による SIm の算定（式（3.7））にあたり，αは部材（ヒンジ）

耐震性能低減係数 ηに対する重み付け係数として，分子・分母に共に入っているため，どの部材を

基準としたとしても SIm の算定結果には影響を及ぼさない。 
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表 3.11 部材のエネルギー寄与係数 αの評価 

部材名 精算値（式（3.2）） 略算値（式（3.3）） 

右隅柱 0.97 1.00 

中央柱 1.21 1.68 

左梁 0.62 0.65 

右梁 0.63 0.65 

 

 
図 3.26 部材の耐力低下の概念 
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3.5 SImの理論解との比較 

 

 本節では，被災現場への適用を目的として提案した SIm の曲げ耐力法の妥当性について検討す

るため，実験結果を理論解に適用し算定した SIm と曲げ耐力法によるそれを比較する。 

 

3.5.1 SImの理論解 

 

 1SH-64 試験体及び 1SF 試験体の実験結果を，前章（第 2 章）で定義した SIm の理論解（式（3.6））

に適用し算定した結果を図 3.27 に示す。また，同じく前章（表 2.2）で定義した特徴区間（被災

度）の定義より，両試験体の特徴区間を定めて，図 3.27 に併記する。 

 SIm の算定にあたり，1SH-64 試験体は構造部材ごとの荷重－変形関係が計測されており，それ

らから求めた各部材のエネルギー吸収量及び吸収能力を式（3.6）に直接代入することができるが，

1SF 試験体は構造部材ごとの荷重－変形関係を把握できなかったため，架構の荷重－変形関係か

ら求めたエネルギー吸収量及び吸収能力を，架構を形成する構造部材のエネルギー吸収量の総和

及び吸収能力の総和として式（3.6）に代入した。 

 図 3.27 に併記している各試験体の特徴区間に着目すると，A，B 及び D 区間に応じた架構の変

形量はほぼ同じであるが，1SF 試験体の場合 3 方向完全スリットを有する RC 造非構造壁と柱の

接触により，架構の水平耐力が R0＝+3.0%まで増加したため，C 区間の架構の変形量が 1SH-64 試

験体に比べ相当大きくなった。また，上記の理由で，結果的には 1SF 試験体の安全限界までの層

間変形角（6.0%）が 1SH-64 試験体（4.8%）により大きい値を示した。 
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i
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(式(2.5)再掲)

 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材 i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の水平耐力が最大耐力の 80％低下時まで部材 i が吸収したエネルギー量 

 

  



第 3 章 梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 3-43

 
（a）1SH-64 試験体の SIm（理論解）と特徴区間（被災度） 

 

 
（a）1SF 試験体の SIm（理論解）と特徴区間（被災度） 

図 3.27 SIm 理論解と特徴区間 
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3.5.2 理論解との比較 

 

 実際の地震被災現場へ適用を目的とした SIm の曲げ耐力法（式（3.7））の妥当性を検証するため，

1SH-64 試験体及び 1SF 試験体の実験結果を用い，理論解である式（3.6）から求めた SIm と曲げ

耐力法である式（3.7）から求めた SIm を比較することとする。 

 

 %100
,,












k
kk

k D
DkDkk

A

A
mSI




Ⅴ

Ⅰ  
(3.7)

(式(2.16)再掲)

 ここで， 

k ：破壊形式に応じた部材種別（例えば，曲げ梁，曲げ柱，せん断柱など） 

αk ：部材種別 k のヒンジのエネルギー寄与係数 

ηk,D ：損傷度 D となる部材種別 k のヒンジの耐震性能低減係数 

Ak,D ：損傷度 D となる部材種別 k のヒンジ数 

Ak ：部材種別 k のヒンジ数 

D ：損傷度のレベル（Ⅰ～Ⅴ） 
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3.5.2.1 1SH-64 試験体 

 

 1SH-64 試験体の SIm の算定結果を図 3.28 に示す。ここで，曲げ耐力法に基づき SIm を算定する

際，部材のエネルギー寄与係数 α は，左隅柱を基準部材として曲げ終局モーメント比から求めた

もの（3.4.2 項の表 3.11 を参照）を適用した。即ち，隅柱，中央柱及び梁の αをそれぞれ 1.0，1.68，

0.65 とした。また，梁の耐震性能低減係数 ηbは 3.4.1 項の表 3.10 に提示した最低値と平均値をそ

れぞれ適用した。 

 図 3.28 より，曲げ耐力法による SIm の算定結果はいずれも理論解によるそれをやや下回ってい

るが，全体的な傾向としては両者が非常に良く対応している。梁の損傷度に応じた ηb の最低値を

用いた場合，平均値を適用した場合と比べ，その SIm が理論解に基づいた SIm の算定結果より当

然ながらより大きく離れていることが分かる。しかし，両者とも概ね理論解に近似し，またやや保

守的な評価結果となっており，1SH-64 試験体のような 1 層の純フレーム架構である場合は，SIm

の曲げ耐力法に基づき架構の残存耐震性能を定量的に評価することができると考えられる。 

 

 
図 3.28 1SH-64 試験体の SIm の算定結果 
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3.5.2.2 1SF 試験体 

 

 1SF 試験体の SIm の算定結果を図 3.29 に示す。ここで，曲げ耐力法に基づき SIm を算定する際，

部材のエネルギー寄与係数 α は，左柱を基準部材として曲げ終局モーメント比から求めて，右柱

及び梁の αをそれぞれ 1.0 及び 0.75 とした。また，梁の耐震性能低減係数 ηbは 3.4.1 項の表 3.10

に提示した最低値と平均値をそれぞれ適用した。 

 図 3.29 より，梁の損傷度に応じた ηbの最低値及び平均値を適用した場合，いずれも曲げ耐力法

による SIm の算定結果は理論解によるそれより小さい値となっていることが分かる。これは，1SF

試験体は層間変形角 R0＝2％時に架構の水平耐力が一旦低下した後，非構造部材である三方スリ

ット壁の接触により耐力が再度上昇したことが原因で，比較的大きな変形（R0＝3％）時に最大耐

力に至っており，結果的には架構の安全限界までの変形能力が増加したが，曲げ耐力法ではこの

影響を加味できていないため，1SH-64 試験体のときと比べて理論解との差が大きくなっている。

加えて，1SF 試験体は柱せい，梁せいがともに 700mm であり，損傷度区分に利用し，かつ ηを算

定した 1SH-64 試験体の 1.7 倍程度である。部材の最大ひび割れ幅は部材せいの大きさに強く依存

することが文献[3.8]でも指摘されているところであるが，その影響の定量的な評価法は確立され

ていない。従って，今後は非構造壁の接触による耐力上昇などのある意味では不規則的な挙動の

影響，及び，部材寸法が損傷度区分やそれに応じた η に与える影響について検討する必要がある

と考えられる。 

 

 
図 3.29 1SF 試験体の SIm の算定結果 
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3.6 まとめ 

 

 本章では，第 2 章で提案した SIm の評価手法の適用性及び妥当性を検討するための第一段階と

して，梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験結果を用い検討を行った。まず，1 層架構試験体の

設計及び実験計画ついて紹介したうえ，破壊経過や荷重－変形関係などの実験結果を詳細に述べ

た。次に，曲げ耐力法による SIm の算定に当り，必要となる梁部材の損傷度に応じた耐震性能低

減係数 ηb及び部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 αそれぞれの評価法について検討した。この

際，第 2 章で定義した梁の力学性状の変化に基づく損傷度と最大残留ひび割れ幅の関係を究明し，

その損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηbを算定した。更に，部材のエネルギー寄与係数 αの曲げ

終局モーメントに基づく略算法について妥当性検討を行った。最後に，SIm の曲げ耐力法による

算定結果を理論解と比較し，その妥当性について検討した。本章から得られた知見を以下に示す。 

 

1) 梁部材の力学性状の変化に基づく損傷度と目視可能な損傷量である最大残留ひび割れ幅との

関係より，そのひび割れ幅に基づく損傷度（Ⅰ～Ⅴ）を新たに定義し，その損傷度に応じた ηb

の最低値及び平均値よりその代表値を設定した。その結果，目視可能な損傷に基づき定義し

た梁の損傷度は柱のそれと大きな差はなく，梁の ηbが柱の ηcよりも大きめに評価されること

で，梁部材の損傷度区分についての現行の被災度区分判定基準に記載されている「若干緩や

かに柱の基準を準用する」ことと整合した。 

2) 部材のエネルギー吸能力に基づき算定した α の精算値と部材の曲げ終局モーメントに基づき

算定した α の略算値を比較し，両者が概ね一致していることを確認した。また，その結果部

材の曲げ終局モーメントから αを簡易に評価できると考えられる。 

3) 1SH-64 試験体において，曲げ耐力法による SIm の算定結果が理論解よるそれよりやや小さい

ものの，両者は概ね近似していることが分かった。また，部材の η をその下限値（等しい損

傷度区間の中で最も小さい値）を採用した場合，これに基づく曲げ耐力法による SIm の算定

結果は平均値を用いた場合よりも小さな値となったが，その差異は僅かであった。従って，

1SH-64 試験体のような架構の場合は，被災現場で SIm の曲げ耐力法に基づき架構の残存耐震

性能を保守的であるものの，精度良く評価できたと言える。 

4) 1SF 試験体において，SIm の曲げ耐力法では非構造壁と柱の接触による架構耐力の上昇を適切

に考慮できないため，曲げ耐力法による SImの算定結果は理論解によるそれを大幅に下回った。

また，損傷度区分を設定しかつ ηの算定に用いた 1SH-64 試験体との部材寸法の差異も原因の

一つであると考えられ，本試験体の SIm の曲げ耐力法による残存耐震性能評価には更なる検

討が必要である。 

 

 次章（第 4 章）では，SIm の評価法の多層架構への展開の一環として，梁降伏型 RC 造 2 層架構

の静的載荷実験を実施して，その実験結果を用い SIm の評価法の多層架構への適用性及び妥当性

を検討・検証する。 
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4.1 はじめに 

 

 前章（第 3 章）では，まず 1 層の梁降伏型 RC 造架構の静的載荷実験結果[4.1], [4.2]を用い，第 2

章で提案した全架構耐震性能残存率 SIm の曲げ耐力法の適用性及び妥当性について検討した。そ

の結果，純フレーム 1 層架構においては部材の曲げ終局モーメントを用いて簡易に SIm を算定す

る曲げ耐力法によりその残存耐震性能の理論解を近似できることが確認できた。ここでは，SIm

の曲げ耐力法を被災現場に適用する際に必要となる，梁部材の最大残留ひび割れ幅などの損傷量

に基づいた損傷度を新たに定義したうえ，その損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb を設定した。

また，架構全体の安全限界までの部材（ヒンジ）のエネルギー吸収能力に基づき定義したエネル

ギー寄与係数 α を，部材（ヒンジ）の曲げ終局モーメントから簡単に評価できることについても

示した。しかしながら，第 1 章の 1.2 節で述べたとおり，本評価手法において梁降伏型 RC 造建物

を適用対象とすることが本研究の主目的であるため，曲げ耐力法による SIm の多層架構への適用

性及び妥当性を確認することが不可欠である。そこで本章では，梁降伏型 RC 造 2 層架構の静的

載荷実験を実施し，その実験結果を用い多層架構に対する曲げ耐力法による SIm の適用性及び妥

当性について検討を行う。 

 本章ではまず，梁降伏型 RC 造 2 層 F 型試験体の設計方針，実験パラメータ，配筋詳細及び計

測・加力計画について説明する。次に，破壊過程や荷重－変形関係などの実験結果について詳細

に述べる。その後，実験結果を用い，第 3 章と同様な検討を行う。即ち，多層架構において曲げ

耐力法により SIm を算定する際必要となる，梁部材の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb及び部

材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 α それぞれの評価法について検討した。また，曲げ耐力法に

よる SIm の算定結果と理論解に実験データを適用した結果を比較し，多層架構における曲げ耐力

法による SIm の適用性及び妥当性について検討する。その際，第 2 章で挙げたように，SIm 指標

により被災度（特徴区間）を区分することを目的として，本実験結果のみならず既往の実験結果

を含めて検討した理論解による SIm の算定結果と特徴区間との関係から，特徴区間を区分する SIm

の閾値を設定する。 
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4.2 試験体の設計と製作 

 

4.2.1 試験体の設計方針 

 

 試験体は以下の方針に基づき設計した。 

 

① 曲げ耐力法による全架構耐震性能残存率 SIm の多層架構への適用性を検討するため，かつ

本研究で主な検討対象としている梁降伏型 RC 造架構を想定し，試験体は 1 層の柱脚及び各

層の梁端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 2 層架構とする。 

② 曲げ耐力法による SIm に要するパラメータの一つである部材（ヒンジ）の多層架構を対象

としたエネルギー寄与係数 α の評価法について検討する必要があり，そのためには各構造

部材のエネルギー吸収量の算定が不可欠である。そこで，梁のせん断力計測用のロードセ

ルを設け，試験体の形状は梁の反曲点まで切り出した F 型架構とする。 

③ 現行の「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[4.3]では，検証試験体である

幅 300mm×せい 450mm の梁試験体の断面サイズを実大とほぼ等しいと考え，柱および壁に

おける損傷量と損傷度の関係を求めている。一方，第 3 章で梁における最大残留ひび割れ

幅などの損傷量と損傷度の関係を定める際に適用した 1SH-64試験体の梁部材の断面サイズ

は幅 300mm×せい 400mm であった[4.1]。そこで本章では，損傷量に及ぼす断面サイズの影

響および実験設備のキャパシティーを考え，F 型試験体における構造部材の断面サイズは

1SF 試験体[4.2]の 1/2（柱：幅 350mm×せい 350mm，梁：幅 250mm×せい 350mm）とする（表

4.1）。 

④ 後述する実験パラメータに基づき，純フレーム RC 造架構を 2 体（2SH-07-07 及び 2SH-10-05

試験体），垂れ壁付き RC 造架構を 1 体（2SH-07-07-W 試験体），計 3 体を製作する。ここで，

2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体は，柱に対する梁の曲げ終局モーメント比が異なる 2 体の

試験体で，2SH-07-07-W 試験体は構造スリットを有する垂れ壁を設け大変形時に垂れ壁が柱

に接触することで架構耐力が再上昇し，これにより特徴区間（被災度）が変化するように

したものである。 

 

表 4.1 試験体における構造部材の寸法 

試験体 
柱（mm） 梁（mm） 

幅 せい 内法高さ 幅 せい 反曲点長さ

1SF 試験体 700 700 2050 500 700 2300 

F 型試験体 350 350 1050 250 350 1150 

 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-3

4.2.2 実験パラメータ 

 

 第 2 章で提案した曲げ耐力法による SIm は，架構が崩壊機構を形成する時の各ヒンジ位置に生

じた損傷（結果的には損傷度に応じた部材の耐震性能低減係数 η で評価）をそれぞれの曲げ終局

モーメントの比で近似した部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 αで重み付けし算定されている。

α は本来架構全体の安全限界までの部材（ヒンジ）のエネルギー吸収能力に基づき定義されてい

るが，曲げ耐力法による SIm が適用される地震被災現場で部材ごとのエネルギー吸収能力を逐一

算定することが極めて難しいため，ここでは部材（ヒンジ）の曲げ終局モーメントに基づいた α

の略算法を提案し，第 3 章では 1 層架構の実験結果から αの略算法の妥当性を検証した。本実験

では，多層架構への適用性を検討するに当たり，柱に対する梁の終局モーメントの比を変化させ

た 2 体の試験体を計画した。そこで本実験では，まず 1 層柱に対する各層の梁の曲げ終局モーメ

ント比をパラメータの一つとする。 

 また第 2 章では，梁降伏型 RC 造架構の被災度を定量的に判定するため定義した特徴区間にお

いて，各特徴区間の変形量及び架構の安全限界までの変形能力が特徴区間を区分する SIm の閾値

に影響していることを示した。更に，第 3 章で述べた 1SF 試験体の実験結果によると，非構造壁

が柱と接触することで架構の最大耐力時の部材角が増大し，それより区分される特徴区間（C 区

間）の変形量が変化しており，結果として架構の安全限界までの変形能力にも影響を及ぼすこと

が明らかになった。そこで本実験では，構造スリットを有する垂れ壁を設け，これを大変形時に

柱に意図的に接触させることにより，特徴区間の変形量を変化させるため，スリットを有する垂

れ壁付試験体を計画した。 

 上記の実験パラメータ及び 4.2.1 項で述べた試験体の設計方針に基づき計画した試験体の概略

を図 4.1 に示す。ここで，第 3 章で参照した 1SF 試験体[4.2]の柱に対する梁の曲げ終局モーメント

比（概ね 0.7）を参照し，2SH-07-07 試験体においては，1 層柱に対する各層の梁の曲げ終局モー

メント比を 0.7 とした。また，層ごとに梁の配筋が異なる建築物を想定し，1 層柱に対する梁の曲

げ終局モーメント比が 2層及び 3層でそれぞれ 1.0及び 0.5と異なる 2SH-10-05試験体を計画した。

2SH-07-07-W 試験体においては，垂れ壁が柱と接触した後（スリット幅 12mm），柱の有効高さが

減少することにより大きくなる架構の水平耐力が実験設備のキャパシティーを超えないようにす

るため，垂れ壁の高さを 150mm と設定した。 
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スリットの幅：12mm

2SH-07-07試験体 2SH-10-05試験体

2SH-07-07-W試験体
 

図 4.1 試験体の計画の概略 
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4.2.3 試験体の設計 

 

 各試験体における構造部材の諸元を表 4.2 に，配筋図を図 4.2 にそれぞれ示す。各試験体の 1 層

柱と 2 層柱は同断面であり，断面寸法が 350×350mm，内法高さが 1050mm，主筋が 12-D13，帯筋

が 4-D4＠50 である。また，各試験体における梁部材の断面寸法は 250×350mm，反曲点までの長

さは 1150mm であるが，2SH-07-07 及び 2SH-07-07-W 試験体の場合 2 層と 3 層梁はともに主筋が

5-D13（上端＝下端），あばら筋が 4-D6＠50 であり，2SH-10-05 試験体の場合 2 層梁は主筋が

4-D16+1-D13（上端＝下端），あばら筋が 4-D6＠30 で，3 層梁は主筋が 4-D13（上端＝下端），あ

ばら筋が 4-D6＠50 である。2SH-07-07-W 試験体の垂れ壁は，厚さが 80mm，高さが 150mm，縦筋

が D6＠100（シングル），横筋が D6＠50（シングル），隅側の縦補強筋は 1-D10 であり，幅 12mm

の完全構造スリットにより柱と分離されている。 

 

表 4.2 試験体における構造部材の諸元（コンクリート：Fc21） 

試験体名 

柱（1 層＝2 層） 2 層梁 3 層梁 

主筋 帯筋 
主筋 

（上端＝下端）
あばら筋

主筋 

（上端＝下端）
あばら筋

2SH-07-07 

試験体 

12-D13 

（SD345） 

4-D4@50 

（SD295）

5-D13 

（SD345） 

4-D6@50

（SD295）

5-D13 

（SD345） 

4-D6@50

（SD295）

2SH-10-05 

試験体 

4-D16+1-D13

（SD345） 

4-D6@30

（SD295）

4-D13 

（SD345） 

4-D6@50

（SD295）

2SH-07-07-W 

試験体 

5-D13 

（SD345） 

4-D6@50

（SD295）

5-D13 

（SD345） 

4-D6@50

（SD295）
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せん断補強筋
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3
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せん断補強筋
4-D4@50(SD295)

主筋
12-D13(SD345)

柱
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0
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3
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2
0
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400 350 950
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（a）2SH-07-07 試験体 

図 4.2 各試験体の配筋図（続く） 
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せん断補強筋
4-D6@50(SD295)

主筋（上=下）
4-D13(SD345)

3層梁

250

3
50

せん断補強筋
4-D6@30(SD295)

主筋（上=下）
4-D16+1-D13(SD345)

2層梁
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（b）2SH-10-05 試験体 

図 4.2 各試験体の配筋図（続く） 
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2
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660

350400 1150

スリット幅：12mm

縦筋：D6@100(SD295)(シングル)

壁：厚さ80，高さ150

横筋：D6@50(SD295)(シングル)

隅側縦補強筋：1-D10(SD345)

スリット幅：12mm

 
（c）2SH-07-07-W 試験体 

図 4.2 各試験体の配筋図 
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 予備検討として実施した各試験体における構造部材の強度計算結果を表 4.3～4.5 に示す。なお，

同表に示す各構造部材の強度計算結果は，鉄筋の降伏強度は規格降伏強度を 49MPa 増加[4.4]，コン

クリート圧縮強度は設計基準強度（21MPa）を 30%増加させた値を用い，式（4.1）～（4.6）[4.5], [4.6]

より算定したものである。2SH-07-07-W 試験体において，垂れ壁が柱と接触する前は柱の強度が

2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体と同様であるが，垂れ壁が柱と接触した後は柱の有効高さが

1050mm から 900mm に変化するため，その変化を考慮し計算した結果を表 4.3 に併記する。 

 表 4.3～4.5 より，本実験のパラメータの一つである 1 層柱に対する各層梁の曲げ終局モーメン

トの比が概ね実現できていることを確認できる。また，いずれの試験体も曲げ降伏が先行する。 

 

表 4.3 柱の強度計算結果（1 層柱＝2 層柱） 

試験体名 
曲げ終局モーメント

MU (kN・m) 

曲げ終局時せん断力

QMU (kN) 

せん断終局強度 

QSU,mean (kN) 

せん断余裕度

QSU,mean / QMU

2SH-07-07 試験体 

96.4 
183.6 239.3 1.30 

2SH-10-05 試験体 

2SH-07-07-W 試験体 183.6 [214.2] 239.3 [259.7] 1.30 [1.21] 

注：[  ]は垂れ壁が柱と接触した後の柱の有効高さの変化を考慮し計算したものである。 

 

表 4.4 2 層梁の強度計算結果 

試験体名 
曲げ終局モーメント

MU (kN・m) 

曲げ終局時せん断力

QMU (kN) 

せん断終局強度 

QSU,mean (kN) 
MU,梁/ MU,柱 

2SH-07-07 試験体 67.4 58.6 175.3（2.99） 0.70 

2SH-10-05 試験体 98.0 85.2 213.4（2.50） 1.02 

2SH-07-07-W 試験体 67.4 58.6 175.3（2.99） 0.70 

注：（  ）はせん断余裕度（QSU,mean / QMU）る。 

 

表 4.5 3 層梁の強度計算結果 

試験体名 
曲げ終局モーメント

MU (kN・m) 

曲げ終局時せん断力

QMU (kN) 

せん断終局強度 

QSU,mean (kN) 
MU,梁/ MU,柱 

2SH-07-07 試験体 67.4 58.6 175.3（2.99） 0.70 

2SH-10-05 試験体 53.9 46.9 172.0（3.67） 0.56 

2SH-07-07-W 試験体 67.4 58.6 175.3（2.99） 0.70 

注：（  ）はせん断余裕度（QSU,mean / QMU）である。 
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・柱の曲げ終局モーメント MU 

 












c

ytU FDb

N
DNDaM 15.08.0   (4.1)

ここで， 

MU ：曲げ終局モーメント（N・mm） 

at ：引張鉄筋断面積（mm2） 

y ：鉄筋の降伏点強度（MPa） 

D ：柱のせい（mm） 

N ：軸力（N） 

b ：柱の幅（mm） 

Fc ：コンクリート圧縮強度（MPa） 

 

・柱の曲げ終局強度時のせん断力 QMU 

 

 20h

M
Q U

MU   (4.2)

ここで， 

QMU ：曲げ終局強度時のせん断力（N） 

h0 ：柱の内法高さ（mm） 

 

・柱のせん断終局強度 QSU 

 

 
  jbp

dQM

Fp
Q wyw

ct
SU 













 0

23.0

mean, 1.085.0
12.0

18068.0
  (4.3)

ここで， 

QSU,mean ：せん断終局強度（mean 式，kN） 

M / Q d ：せん断スパン比（= h0 / 2d） 

h0 ：柱の内法高さ（mm） 

d ：有効せい（mm，圧縮縁から引張鉄筋中心までの距離） 

pw ：せん断補強筋比 

wy ：せん断補強筋の降伏点強度（MPa） 

：柱の軸方向応力度（MPa） 

j ：応力中心間距離（mm） 

 

 

 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-11

・梁の曲げ終局モーメント MU 

 

daM ytU  9.0  (4.4)

ここで， 

MU ：曲げ終局モーメント（N・mm） 

at ：引張鉄筋断面積（mm2） 

y ：鉄筋の降伏点強度（MPa） 

d ：梁の有効せい（mm） 

 

・梁の曲げ終局強度時のせん断力 QMU 

 

 20L

M
Q U

MU   (4.5)

ここで， 

QMU ：曲げ終局強度時のせん断力（N） 

L0 ：梁の内法長さ（mm） 

 

・梁のせん断終局強度 QSU 

 

 
  jbp

dQM

Fp
Q wyw

ct
SU 













 85.0

12.0

18068.0 23.0

mean,
 (4.6)

ここで， 

QSU,mean ：せん断終局強度（mean 式，kN） 

M / Q d ：せん断スパン比（= L0 / 2d） 

L0 ：梁の内法長さ（mm） 

d ：有効せい（mm，圧縮縁から引張鉄筋中心までの距離） 

pw ：せん断補強筋比 

wy ：せん断補強筋の降伏点強度（MPa） 

j ：応力中心間距離（mm） 
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4.2.4 試験体の製作 

 

 試験体における配筋状況，コンクリート打設などを含む製作状況を写真 4.1 に示す。写真に示

すように，F 型試験体については横打ちでコンクリートを打設し，本加力実験時に立て起こした。

また，試験体は製作工場（アシス株式会社）で一週間養生した後，加力実験を実施する実験棟に

搬入した。 

 

  

（a）配筋様子（2SH-07-07-W 試験体） （b）コンクリート受入検査 

  

（c）コンクリート打設の様子 （d）脱型の直後 

（e）試験体の搬入 （f） 搬入後の様子（2SH-07-07-W 試験体）

写真 4.1 試験体の製作及び搬入 
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4.3 実験計画と実験結果 

 

4.3.1 実験計画 

 

4.3.1.1 計測計画 

 

 純 RC 造架構である 2SH-07-07 と 2SH-10-05 試験体，及び垂れ壁付き RC 造架構である

2SH-07-07-W 試験体における変位計計測計画を図 4.3 及び図 4.4 に，鉄筋の歪ゲージ貼付位置を図

4.5 及び図 4.6 に，チャンネル番号を表 4.6 及び表 4.7 にそれぞれ示す。本実験では，架構の各層

の水平層間変形，両柱の伸縮変形，両柱と両梁の曲率およびせん断変形を計測し，危険断面位置

を含む各部材の主要な箇所に歪ゲージを貼り付け，主筋およびせん断補強筋の歪を計測した。ま

た，全てのジャッキおよび両梁の反曲点位置に設けたロードセルより各構造部材のせん断力を計

測した。 

 一方，4.3.1.2 項で詳細に述べる各制御変形角に応じた加力サイクルにおいて，ピーク時および

除荷時の損傷量（ひび割れ幅，ひび割れ長さおよびコンクリート剥落面積）を計測し，部材の損

傷の進展状況を把握することとした。ここで，コンクリートの剥落が生じた場合，重複する位置

のひび割れ幅と長さは無視することとした。 
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背面

柱の曲率算定用変形
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図 4.3 2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体の計測計画 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-15

背面

柱の曲率算定用変形

柱の区間せん断変形
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1層水平変形

壁の変形

梁
の

曲
率
算

定
用

変
形

梁
の

区
間
せ

ん
断

変
形

2層水平変形

 

図 4.4 2SH-07-07-W 試験体の計測計画 
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【柱の歪ゲージ貼付位置】

背面

正面

【梁の歪ゲージ貼付位置】

背面正面

CF1 CF2

CF3 CF4

CF5 CF6
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BS3
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BS6
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BS8

BS9
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BS13BS14BS15BS16
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BT3

BT4

BT5
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BT7
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BT9

BT10

BT11

BT12

BT13BT14BT15BT16

 

図 4.5 2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体における歪ゲージ貼付位置 
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【柱の歪ゲージ貼付位置】

背面

正面

【梁の歪ゲージ貼付位置】

背面正面

CF1 CF2
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図 4.6 2SH-07-07-W 試験体における歪ゲージ貼付位置 
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表 4.6 2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体の計測器とチャンネル（CH）番号 

CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

0 1層水平アクチュエータ  32 

1層柱曲率算定用変位計 

（南から北，下から上の順） 

CDP-10M
1 2層水平アクチュエータ(上)  33 

2 2層水平アクチュエータ(下)  34 

3 鉛直アクチュエータ(西)  35 

4 鉛直アクチュエータ(東)  36 
CDP-25 

5 2層梁ロードセル  37 

6 3層梁ロードセル  38 

1層柱せん断変形算定用変位計 

（＼から／，下から上の順） 
CDP-25 

7 

 

 39 

8  40 

9  41 

10 
1層層間変形算定用変位計 

（上，中，下） 
CDP-100 

42 

11 43 

12 44 

2層柱曲率算定用変位計 

（南から北，下から上の順） 

CDP-25 
13 2層梁端部水平変形 

算定用変位計（上，下） 
CDP-1000

45 

14 46 

CDP-10M

15 
2層層間変形算定用変位計 

（上，中，下） 
CDP-100 

47 

16 48 

17 49 

18 3層梁端部水平変形 

算定用変位計（上，下） 
CDP-1000

50 

19 51 

20 1層柱の伸縮変形 CDP-25 52 

21 2層柱の伸縮変形 CDP-25 53 

22 

1層柱曲率算定用変位計 

（南から北，下から上の順） 

CDP-25 
54 

23 55 

24 

CDP-10M

56 

25 57 

26 58 
CDP-25 

27 59 

28 60 

2層柱せん断変形算定用変位計 

（＼から／，下から上の順） 
CDP-25 

29 61 

30 62 

31 63 
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CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

64 2 層柱せん断変形算定用変位計

（＼から／，下から上の順） 
CDP-25 

97
3 層梁曲率算定用変位計 

(上から下，北から南の順) 
CDP-10M65 98

66 

2 層梁曲率算定用変位計 

（上から下，北から南の順） 

CDP-25 
99

67 100

3 層梁せん断変形算定用 

変位計 

(＼から／，北から南の順) 

CDP-25 

68 

CDP-10M

101

69 102

70 103

71 104

72 105

73 106
  

74 107

75 108
  

76 109

77 110 1 層柱主筋（CF1） 
YEFLA-2

78 111 1 層柱主筋（CF2） 

79 112 1 層柱主筋（CF3） 

FLA-2-11

80 

2 層梁せん断変形算定用変位計

（＼から／，北から南の順） 
CDP-25 

113 1 層柱主筋（CF4） 

81 114 1 層柱主筋（CF5） 

82 115 1 層柱主筋（CF6） 

83 116 1 層柱主筋（CF7） 

84 117 1 層柱主筋（CF8） 

85 118 1 層柱主筋（CF9） 

86 

3 層梁曲率算定用変位計 

（上から下，北から南の順） 

CDP-25 
119 1 層柱主筋（CF10） 

87 120 1 層柱主筋（CF11） 

88 

CDP-10M

121 1 層柱主筋（CF12） 

89 122 1 層柱主筋（CF13） 

90 123 1 層柱主筋（CF14） 

91 124 1 層柱主筋（CF15） 

92 125 1 層柱主筋（CF16） 

93 126 1層柱せん断補強筋（CF17） 

FLA-2-11
94 127 1層柱せん断補強筋（CF18） 

95 128 1層柱せん断補強筋（CF19） 

96 129 1層柱せん断補強筋（CF20） 
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CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

130 1 層柱せん断補強筋（CF21） 

FLA-2-11

163 2 層梁主筋（BS8） 

FLA-2-11

131 1 層柱せん断補強筋（CF22） 164 2 層梁主筋（BS9） 

132 1 層柱せん断補強筋（CF23） 165 2 層梁主筋（BS10） 

133 2 層柱主筋（CS1） 

FLA-2-11

166 2 層梁主筋（BS11） 

134 2 層柱主筋（CS2） 167 2 層梁主筋（BS12） 

135 2 層柱主筋（CS3） 168 2 層梁せん断補強筋（BS13） YEFLA-2

136 2 層柱主筋（CS4） 169 2 層梁せん断補強筋（BS14） 

FLA-2-11137 2 層柱主筋（CS5） 170 2 層梁せん断補強筋（BS15） 

138 2 層柱主筋（CS6） 171 2 層梁せん断補強筋（BS16） 

139 2 層柱主筋（CS7） 172 3 層梁主筋（BT1） 

YEFLA-2
140 2 層柱主筋（CS8） 173 3 層梁主筋（BT2） 

141 2 層柱主筋（CS9） 174 3 層梁主筋（BT3） 

142 2 層柱主筋（CS10） 175 3 層梁主筋（BT4） 

143 2 層柱主筋（CS11） 176 3 層梁主筋（BT5） 

FLA-2-11

144 2 層柱主筋（CS12） 177 3 層梁主筋（BT6） 

145 2 層柱主筋（CS13） 178 3 層梁主筋（BT7） 

146 2 層柱主筋（CS14） 179 3 層梁主筋（BT8） 

147 2 層柱主筋（CS15） 180 3 層梁主筋（BT9） 

148 2 層柱主筋（CS16） 181 3 層梁主筋（BT10） 

149 2 層柱せん断補強筋（CS17） 

FLA-2-11

182 3 層梁主筋（BT11） 

150 2 層柱せん断補強筋（CS18） 183 3 層梁主筋（BT12） 

151 2 層柱せん断補強筋（CS19） 184 3 層梁せん断補強筋（BT13） YEFLA-2

152 2 層柱せん断補強筋（CS20） 185 3 層梁せん断補強筋（BT14） 

FLA-2-11153 2 層柱せん断補強筋（CS21） 186 3 層梁せん断補強筋（BT15） 

154 2 層柱せん断補強筋（CS22） 187 3 層梁せん断補強筋（BT16） 

155 2 層柱せん断補強筋（CS23） 188  

 

156 2 層梁主筋（BS1） 

YEFLA-2

189  

157 2 層梁主筋（BS2） 190  

158 2 層梁主筋（BS3） 191  

159 2 層梁主筋（BS4） 192  

160 2 層梁主筋（BS5） 

FLA-2-11

193  

 161 2 層梁主筋（BS6） 194  

162 2 層梁主筋（BS7） 195  
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表 4.7 2SH-07-07-W 試験体の計測器とチャンネル（CH）番号 

CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

0 1層水平アクチュエータ  32 

1層柱曲率算定用変位計 

（南から北，下から上の順） 

CDP-10M
1 2層水平アクチュエータ(上)  33 

2 2層水平アクチュエータ(下)  34 

3 鉛直アクチュエータ(西)  35 

4 鉛直アクチュエータ(東)  36 
CDP-25 

5 2層梁ロードセル  37 

6 3層梁ロードセル  38 

1層柱せん断変形算定用変位計 

（＼から／，下から上の順） 
CDP-25 

7 

 

 39 

8  40 

9  41 

10 
1層層間変形算定用変位計 

（上，中，下） 
CDP-100 

42 

11 43 

12 44 

2層柱曲率算定用変位計 

（南から北，下から上の順） 

CDP-25 
13 2層梁端部水平変形 

算定用変位計（上，下） 
CDP-1000

45 

14 46 

CDP-10M

15 
2層層間変形算定用変位計 

（上，中，下） 
CDP-100 

47 

16 48 

17 49 

18 3層梁端部水平変形 

算定用変位計（上，下） 
CDP-1000

50 

19 51 

20 1層柱の伸縮変形 CDP-25 52 

21 2層柱の伸縮変形 CDP-25 53 

22 

1層柱曲率算定用変位計 

（南から北，下から上の順） 

CDP-25 
54 

23 55 

24 

CDP-10M

56 

25 57 

26 58 
CDP-25 

27 59 

28 60 

2層柱せん断変形算定用変位計 

（＼から／，下から上の順） 
CDP-25 

29 61 

30 62 

31 63 
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CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

64 2 層柱せん断変形算定用変位計 

（＼から／，下から上の順） 
CDP-25

97
3 層梁曲率算定用変位計 

（上から下，北から南の順） 
CDP-10M65 98

66 

2 層梁曲率算定用変位計 

（上から下，北から南の順） 

CDP-25
99

67 100

3 層梁せん断変形算定用 

変位計 

（＼から／，北から南の順） 

CDP-25 

68 

CDP-10M

101

69 102

70 103

71 104

72 105

73 106 1 層壁曲げ変形算定用 

変位計（北，南） 
CDP-25 

74 107

75 108 2 層壁曲げ変形算定用 

変位計（北，南） 
CDP-25 

76 109

77 110 1 層柱主筋（CF1） 
YEFLA-2

78 111 1 層柱主筋（CF2） 

79 112 1 層柱主筋（CF3） 

FLA-2-11

80 

2 層梁せん断変形算定用変位

計 

（＼から／，北から南の順） 

CDP-25

113 1 層柱主筋（CF4） 

81 114 1 層柱主筋（CF5） 

82 115 1 層柱主筋（CF6） 

83 116 1 層柱主筋（CF7） 

84 117 1 層柱主筋（CF8） 

85 118 1 層柱主筋（CF9） 

86 

3 層梁曲率算定用変位計 

（上から下，北から南の順） 

CDP-25
119 1 層柱主筋（CF10） 

87 120 1 層柱主筋（CF11） 

YEFLA-2
88 

CDP-10M

121 1 層柱主筋（CF12） 

89 122 1 層柱主筋（CF13） 

90 123 1 層柱主筋（CF14） 

91 124 1 層柱主筋（CF15） 
FLA-2-11

92 125 1 層柱主筋（CF16） 

93 126 1 層柱せん断補強筋(CF17) 

FLA-2-11
94 127 1 層柱せん断補強筋(CF18) 

95 128 1 層柱せん断補強筋(CF19) 

96 129 1 層柱せん断補強筋(CF20) 
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CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

130 1 層柱せん断補強筋（CF21） 

FLA-2-11

163 2 層梁主筋（BS8） 

FLA-2-11

131 1 層柱せん断補強筋（CF22） 164 2 層梁主筋（BS9） 

132 1 層柱せん断補強筋（CF23） 165 2 層梁主筋（BS10） 

133 2 層柱主筋（CS1） 

FLA-2-11

166 2 層梁主筋（BS11） 

134 2 層柱主筋（CS2） 167 2 層梁主筋（BS12） 

135 2 層柱主筋（CS3） 168 2 層梁せん断補強筋（BS13） YEFLA-2

136 2 層柱主筋（CS4） 169 2 層梁せん断補強筋（BS14） 

FLA-2-11137 2 層柱主筋（CS5） 170 2 層梁せん断補強筋（BS15） 

138 2 層柱主筋（CS6） 171 2 層梁せん断補強筋（BS16） 

139 2 層柱主筋（CS7） 172 3 層梁主筋（BT1） 

YEFLA-2
140 2 層柱主筋（CS8） 173 3 層梁主筋（BT2） 

141 2 層柱主筋（CS9） 174 3 層梁主筋（BT3） 

142 2 層柱主筋（CS10） 175 3 層梁主筋（BT4） 

143 2 層柱主筋（CS11） 

YEFLA-2

176 3 層梁主筋（BT5） 

FLA-2-11

144 2 層柱主筋（CS12） 177 3 層梁主筋（BT6） 

145 2 層柱主筋（CS13） 178 3 層梁主筋（BT7） 

146 2 層柱主筋（CS14） 179 3 層梁主筋（BT8） 

147 2 層柱主筋（CS15） 
FLA-2-11

180 3 層梁主筋（BT9） 

148 2 層柱主筋（CS16） 181 3 層梁主筋（BT10） 

149 2 層柱せん断補強筋（CS17） 

FLA-2-11

182 3 層梁主筋（BT11） 

150 2 層柱せん断補強筋（CS18） 183 3 層梁主筋（BT12） 

151 2 層柱せん断補強筋（CS19） 184 3 層梁せん断補強筋（BT13） YEFLA-2

152 2 層柱せん断補強筋（CS20） 185 3 層梁せん断補強筋（BT14） 

FLA-2-11153 2 層柱せん断補強筋（CS21） 186 3 層梁せん断補強筋（BT15） 

154 2 層柱せん断補強筋（CS22） 187 3 層梁せん断補強筋（BT16） 

155 2 層柱せん断補強筋（CS23） 188 1 層壁縦筋（WS1） 

FLA-2-11

156 2 層梁主筋（BS1） 

YEFLA-2

189 1 層壁縦筋（WS2） 

157 2 層梁主筋（BS2） 190 1 層壁縦筋（WS3） 

158 2 層梁主筋（BS3） 191 1 層壁縦筋（WS4） 

159 2 層梁主筋（BS4） 192 1 層壁縦筋（WS5） 

160 2 層梁主筋（BS5） 

FLA-2-11

193 2 層壁縦筋（WT1） 

FLA-2-11161 2 層梁主筋（BS6） 194 2 層壁縦筋（WT2） 

162 2 層梁主筋（BS7） 195 2 層壁縦筋（WT3） 
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CH 計測品位置 計測品 CH 計測品位置 計測品 

130 2 層壁縦筋（WT4） 
FLA-2-11

163   

131 2 層壁縦筋（WT5） 164   

132   165   

133   166   

134   167   

135   168   

136   169   

137   170   

138   171   

139   172   

140   173   

141   174   

142   175   

143   176   

144   177   

145   178   

146   179   

147   180   

148   181   

149   182   

150   183   

151   184   

152   185   

153   186   

154   187   

155   188   

156   189   

157   190   

158   191   

159   192   

160   193   

161   194   

162   195   
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4.3.1.2 加力計画 

 

 本静的加力実験は，2014 年 2 月 10 日～3 月 20 日に東京大学生産技術研究所千葉実験所の地震

応答実験棟で実施した。試験体の載荷システムを図 4.7 に，その全景を写真 4.2 に示す。ここで，

水平方向には，試験体の 1 層及び 2 層の左側にそれぞれ 1 台及び 2 台，計 3 台の油圧ジャッキを，

鉛直方向には柱の頂部にアクチュエータ 2 台を取り付けた。また，本実験で使用したアクチュエー

タの容量はいずれも+100kN，-200kN，±250mm である。 

 図 4.8 に試験体の加力計画を示す。実験では，試験体の 1 層と 2 層へ同時に水平力を加え，2 層

の水平力が 1 層の 2 倍となる逆三角形分布の正負漸増静的繰返し加力を行った。その際，スタブ

から 2 層梁の梁芯高さ（h1=1225mm）で計測した 1 層の層間水平変位と h1の比（1 層の層間変形

角）を制御変形角 R1 とし，R1=0.0625，0.125，0.25%では各 1 サイクルずつ，R1=0.5，1.0，1.5，

2.0%では 2 サイクルずつ加力することとした。その後，R1=3.0%で 1 サイクルを加力し，試験体の

状況を観察しながら最終的に R1=5.0%まで 1 方向単調加力を行った。軸方向には，2 層柱の柱頭部

に 250kN（軸応力度：2.0MPa）の一定軸力を導入した。 
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負加力正加力

ロードセル

ロードセル

水平加力用油圧ジャッキ

水平加力用油圧ジャッキ

鉛直加力用アクチュエータ

2
2
5
5

パンタグラフ

 
図 4.7 試験体の加力システム（単位：mm） 

 

 
写真 4.2 試験体の加力システム 

 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-27

 

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

2cycle1cycle

0.1250.0625 3.02.01.51.00.50.25

目
標

変
位

 (
m

m
)

1層の層間変形角, R
1
 (%)

2cycle2cycle2cycle1cycle 1cycle 1cycle

 
図 4.8 試験体の加力計画 

 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-28

4.3.2 材料試験結果 

 

4.3.2.1 コンクリート 

 

 本実験におけるコンクリートは普通コンクリートで，設計基準強度は 21MPa，設計用スランプ

値は 16cm，粗骨材の最大寸法は 13mm，空気量は 5.0%のものである。以下に，実験時における圧

縮強度および割裂強度試験結果を示す。 

 実験時におけるコンクリートの圧縮強度試験は，コンプレッソメータを利用して実施した。そ

の結果を表 4.8 に，コンクリート供試体における応力度－ひずみ度関係を図 4.9 に示す。ここで，

コンクリート圧縮強度試験における弾性係数（ヤング係数）は，その応力度－ひずみ曲線上，ひ

ずみが 50を示す点と最大応力度の 1/3 となる点を結ぶ線分と横軸がなす勾配とした[4.7]。表 4.8

より，実験時における圧縮強度は設計基準強度を約 45％程度上回った。 

 

表 4.8 実験時のコンクリートの材料試験結果 

圧縮強度（MPa） 引張強度（MPa） ヤング係数（×104MPa） 材令 試験実施日 

29.3 1.8 2.1 26 日 2014 年 3 月 5 日

30.1 1.9 2.1 31 日 2014 年 3 月 10 日

30.6 1.9 2.1 40 日 2014 年 3 月 19 日
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図 4.9 実験時のコンクリート圧縮強度試験の応力度－ひずみ度関係 
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4.3.2.2 鉄筋 

 

 本実験における鉄筋の引張試験を 2014 年 3 月 15 日に実施し，その結果を表 4.9 に，D13 鉄筋

の応力度－ひずみ度関係を例として図 4.10 に示す。表 4.9 には規格点強度，降伏強度，引張強度

及びヤング係数を示しており，図 4.10 のひずみについては，試験片中央を両面研磨し，貼付した

2 枚のひずみゲージによる測定値の平均値を用いた。 

 鉄筋の降伏強度も規格降伏強度を約 10～15%程度上回っており，引張強度は降伏強度の約 1.5

倍程度となった。 

 

表 4.9 鉄筋の引張試験結果 

直径 規格 降伏強度（MPa） 引張強度（MPa） ヤング係数（×105MPa）

D4 SD295 342 525 1.9 

D6 SD295 348 517 1.9 

D10 SD345 386 524 2.0 

D13 SD345 385 553 2.1 

D16 SD345 379 545 2.1 
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図 4.10 鉄筋の引張試験の応力度－ひずみ度関係例（D13） 

 

 

 

 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-30

4.3.3 実験結果 

 

 本節では，各試験体における静的載荷実験結果から得られた破壊経過，損傷量進展および荷重

－変形関係について詳細に説明する。 

 

4.3.3.1 破壊経過及び損傷量 

 

(1) 2SH-07-07 試験体 

 

 2SH-07-07試験体の 1層の層間変形角R1ごとにおける最終加力サイクル終了時のひび割れ図（展

開図）を図 4.11 に示す。ここで，緑色は初期ひび割れを，青色は正側加力時に生じたひび割れを，

赤色は負側加力時に生じたひび割れをそれぞれ示す。2SH-07-07 試験体では，R1＝+0.06%から 1

層柱の柱脚および 2 層梁と 3 層梁の端部に曲げひび割れが発生した。R1=-0.25%では 1 層柱と 2 層

柱の柱頭に曲げひび割れが生じ，R1=+0.5%では 2 層柱の柱脚に曲げひび割れが，1 層柱の柱脚，2

層梁および 3 層梁にせん断ひび割れが観察された。R1=+1.5%では 1 層柱の柱脚にコンクリートの

剥落が生じて，R1=2.0%からは 2 層梁と 3 層梁にもコンクリートの剥落が生じ始めた。それ以降

R1=3.0%までは特に 1 層柱の柱脚部，2 層梁および 3 層梁の端部のひび割れが激しく進展し損傷が

集中した。 
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（a）R1＝+0.0625%の 1 サイクル目 （b）R1＝-0.0625%の 1 サイクル目 

  

（c）R1＝+0.125%の 1 サイクル目 （d）R1＝-0.125%の 1 サイクル目 

図 4.11 2SH-07-07 試験体の R1に応じた最終加力サイクルピーク時の損傷状況（続く） 

負加力 正加力 
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（e）R1＝+0.25%の 1 サイクル目 （f）R1＝-0.25%の 1 サイクル目 

  

（g）R1＝+0.5%の 2 サイクル目 （h）R1＝-0.5%の 2 サイクル目 

図 4.11 2SH-07-07 試験体の R1に応じた最終加力サイクルピーク時の損傷状況（続く） 

負加力 正加力 
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（i）R1＝+1.0%の 2 サイクル目 （j）R1＝-1.0%の 2 サイクル目 

  

（k）R1＝+1.5%の 2 サイクル目 （l）R1＝-1.5%の 2 サイクル目 

図 4.11 2SH-07-07 試験体の R1に応じた最終加力サイクルピーク時の損傷状況（続く） 

負加力 正加力 
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（m）R1＝+2.0%の 2 サイクル目 （n）R1＝-2.0%の 2 サイクル目 

  

（o）R1＝+3.0%の 1 サイクル目 （p）R1＝-3.0%の 1 サイクル目 

図 4.11 2SH-07-07 試験体の R1に応じた最終加力サイクルピーク時の損傷状況 

負加力 正加力 
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 2SH-07-07 試験体の各部材において，R1 に対する損傷量の進展を定量的に把握するため，各残

留ひび割れ幅の階級の総ひび割れ長さの算定結果と R1 との関係を積み上げグラフにして図 4.12

に示す。ここで，柱部材においては前章（第 3 章）の表 3.7 を参考に，残留ひび割れ幅の階級（0.2mm

未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm 未満，5.0mm 以上）を定めたが，梁部材

においては前章（第 3 章）の表 3.8 に示している梁の損傷度（Ⅰ～Ⅴ）の境界となる最大残留ひ

び割れ幅を参考に，残留ひび割れ幅の階級を 0.2mm 未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，

2.0～4.0mm 未満及び 4.0mm 以上のように定めた。 

 1 層柱の残留ひび割れ量の計測面ごとの進展（図 4.12（a）及び（b））に着目すると，幅面より

も正面で総ひび割れ長さが長いことが分かった。また，R1＝0.5%までは主に最大ひび割れ幅 0.2mm

未満のひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増加は緩やかとなり，最大ひび割れ

幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった。これに比べ，2 層柱は最大ひび割れ幅 0.2mm 未満

のひび割れのみが生じ，その長さも小さい値となっていることが分かった（図 4.12（c）及び（d））。 

 各層梁の正面の損傷量の進展（図 4.12（e）及び（g））は，R1＝0.5%までは主に最大ひび割れ幅

0.2mm 未満のひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増加は緩やかとなり，最大ひ

び割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった。しかし，図 4.12 に示している残留ひび割れ

は R1に応じた最終加力サイクルの負側除荷時に計測したものであるため，圧縮側の幅面となった

各層梁の見下げ面の残留ひび割れ幅はすべて 0.2mm 未満となった（図 4.12（f）及び（h））。 
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（a）1 層柱の正面 
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（b）1 層柱の幅面 
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（c）2 層柱の正面 

図 4.12 2SH-07-07 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 
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（d）2 層柱の幅面 

 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
0

2000

4000

6000

8000

残
留

ひ
び

割
れ

長
さ

 (
m

m
)

1層の経験層間変形角R
1
 (%)

 0.2mm未満
 0.2～1.0mm未満
 1.0～2.0mm未満
 2.0～4.0mm未満
 4.0mm以上

 

（e）2 層梁の正面 
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（f）2 層梁の見下げ面 

図 4.12 2SH-07-07 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 
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（g）3 層梁の正面 
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（h）3 層梁の見下げ面 

図 4.12 2SH-07-07 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程 
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(2) 2SH-10-05 試験体 

 

 2SH-10-05 試験体の R1ごとにおける最終加力サイクル終了時のひび割れ図（展開図）を図 4.13

に示す。ここで，緑色は初期ひび割れを，青色は正側加力時に生じたひび割れを，赤色は負側加

力時に生じたひび割れをそれぞれ示す。2SH-10-05 試験体では，2SH-07-07 試験体と同様に，

R1=+0.06%から 1 層柱の柱脚および 2 層梁と 3 層梁の端部に曲げひび割れが発生したが，より早い

段階の R1=-0.06%で 2 層柱の柱脚および柱頭に曲げひび割れが生じた。R1=-0.125%では 1 層柱の柱

頭部に曲げひび割れが生じ，R1=0.5%から 1 層柱，2 層梁および 3 層梁にせん断ひび割れが観察さ

れた。以降，F1試験体と同様に 1層柱の柱脚，2層梁および 3層梁の端部の損傷が進展した。R1=1.5%

では 1 層柱の柱脚，2 層梁および 3 層梁の端部に微小なコンクリートの剥落が生じ，R1=3.0%では

1 層の接合部に僅かなひび割れが観察された。 
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（a）R1＝+0.0625%の 1 サイクル目 （b）R1＝-0.0625%の 1 サイクル目 

  

（c）R1＝+0.125%の 1 サイクル目 （d）R1＝-0.125%の 1 サイクル目 

図 4.13 2SH-10-05 試験体の R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く） 

負加力 正加力 
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（e）R1＝+0.25%の 1 サイクル目 （f）R1＝-0.25%の 1 サイクル目 

  

（g）R1＝+0.5%の 2 サイクル目 （h）R1＝-0.5%の 2 サイクル目 

図 4.13 2SH-10-05 試験体の R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く） 

負加力 正加力 
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（i）R1＝+1.0%の 2 サイクル目 （j）R1＝-1.0%の 2 サイクル目 

  

（k）R1＝+1.5%の 2 サイクル目 （l）R1＝-1.5%の 2 サイクル目 

図 4.13 2SH-10-05 試験体の R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く） 

負加力 正加力 
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（m）R1＝+2.0%の 2 サイクル目 （n）R1＝-2.0%の 2 サイクル目 

  

（o）R1＝+3.0%の 1 サイクル目 （p）R1＝-3.0%の 1 サイクル目 

図 4.13 2SH-10-05 試験体の R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況 

負加力 正加力 
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 2SH-10-05 試験体の各部材においても，2SH-07-07 試験体と同様に残留ひび割れ幅の階級（柱の

場合は 0.2mm 未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm 未満及び 5.0mm 以上，梁の

場合は 0.2mm 未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～4.0mm 未満及び 4.0mm 以上）に応

じた総ひび割れ長さと層間変形角 R1 との関係を積み上げグラフにしたものを図 4.14 に示す。 

 1 層柱においては，幅面よりも正面で総ひび割れ長さが長いことが分かった。また，R1＝0.5%

までは主に最大ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増

加は緩やかとなり，最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった（図 4.14（a）及

び（b））。これに比べ 2 層柱は最大ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れのみが生じ，その長さも極

めて小さい値となった（図 4.14（c）及び（d））。 

 各層梁の正面の損傷量の進展（図 4.14（e）及び（g））に着目すると，R1＝0.5%までは主に最大

ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増加は緩やかとな

り，最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった。しかし，本試験体においても図

4.14に示している残留ひび割れはR1に応じた最終加力サイクルの負側除荷時に計測したものであ

るため，圧縮側の幅面となった各層梁の見下げ面における全てのひび割れの幅が 0.2mm 未満とな

った（図 4.14（f）及び（h））。 
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（a）1 層柱の正面 
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（b）1 層柱の幅面 
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（c）2 層柱の正面 

図 4.14 2SH-10-05 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-46

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
0

2000

4000

6000

8000

残
留

ひ
び

割
れ

長
さ

 (
m

m
)

1層の経験層間変形角R
1
 (%)

 0.2mm未満
 0.2～1.0mm未満
 1.0～2.0mm未満
 2.0～5.0mm未満
 5.0mm以上

 

（d）2 層柱の幅面 
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（e）2 層梁の正面 
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（f）2 層梁の見下げ面 

図 4.14 2SH-10-05 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 
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（g）3 層梁の正面 
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（h）3 層梁の見下げ面 

図 4.14 2SH-10-05 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程 
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(3) 2SH-07-07-W 試験体 

 

 2SH-07-07-W 試験体の各 R1における最終加力サイクル終了時のひび割れ図（展開図）を図 4.15

に示す。ここで，緑色は初期ひび割れを，青色は正側加力時に生じたひび割れを，赤色は負側加

力時に生じたひび割れをそれぞれ示す。2SH-07-07-W 試験体では，構造部材である柱と梁の曲げ

およびせん断ひび割れの発生時期や進展状況が F1 試験体とほぼ同様であった。垂れ壁においては，

R1=-0.25%で曲げひび割れが，R1=-0.5%でせん断ひび割れが生じた。また，R1=+1.0%以降から柱と

接触しており，R1=+1.5%では接触部分でのコンクリートの剥落が観察され，R1の増加と共にひび

割れの進展やコンクリートの剥落がより激しくなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-49

（a）R1＝+0.0625%の 1 サイクル目 （b）R1＝-0.0625%の 1 サイクル目 

  

（c）R1＝+0.125%の 1 サイクル目 （d）R1＝-0.125%の 1 サイクル目 

図 4.15 2SH-07-07-W 試験体の 1 層間変形角 R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く）

負加力 正加力 
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（e）R1＝+0.25%の 1 サイクル目 （f）R1＝-0.25%の 1 サイクル目 

  

（g）R1＝+0.5%の 2 サイクル目 （h）R1＝-0.5%の 2 サイクル目 

図 4.15 2SH-07-07-W 試験体の 1 層間変形角 R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く）

負加力 正加力 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-51

（i）R1＝+1.0%の 2 サイクル目 （j）R1＝-1.0%の 2 サイクル目 

  

（k）R1＝+1.5%の 2 サイクル目 （l）R1＝-1.5%の 2 サイクル目 

図 4.15 2SH-07-07-W 試験体の 1 層間変形角 R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況（続く）

負加力 正加力 
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（m）R1＝+2.0%の 2 サイクル目 （n）R1＝-2.0%の 2 サイクル目 

  

（o）R1＝+3.0%の 1 サイクル目 （p）R1＝-3.0%の 1 サイクル目 

図 4.15 2SH-07-07-W 試験体の 1 層間変形角 R1に応じた最終加力サイクル時の損傷状況 

負加力 正加力 
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 2SH-07-07-W 試験体の各部材において，残留ひび割れ幅の階級（柱及び垂れ壁の場合は 0.2mm

未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm 未満及び 5.0mm 以上，梁の場合は 0.2mm

未満，0.2～1.0mm 未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～4.0mm 未満及び 4.0mm 以上）に応じた総ひび割

れ長さと層間変形角 R1との関係を積み上げグラフにしたものを図 4.16 に示す。 

 1 層柱においては，幅面よりも正面で総ひび割れ長さが長いことが分かった。また，R1＝0.5%

までは主に最大ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増

加は緩やかとなり，最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった（図 4.16（a）及

び（b））。これに比べ 2 層柱はほとんどのひび割れが幅 0.2mm 未満であり，その長さも極めて小

さい値となった（図 4.16（c）及び（d））。 

 各層梁の正面の損傷量の進展（図 4.16（e）及び（g））に着目すると，R1＝0.5%までは主に最大

ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れが増加したが，それ以降は総ひび割れ長さの増加は緩やかとな

り，最大ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れの割合が高くなった。しかし，図 4.16 に示している残

留ひび割れは各 R1における最終加力サイクルの負側除荷時に計測したものであるため，圧縮側の

幅面となった各層梁の見下げ面における全てのひび割れの幅が 0.2mm 未満となった（図 4.16（f）

及び（h））。 

 非構造部材である垂れ壁の損傷量の進展（図 4.16（i）～（l））に着目すると，R1＝1.5%から幅

0.2mm 以上のひび割れが生じたが，それ以降は総ひび割れ長さの増加は緩やかとなり，1 層柱と

各層梁に比べ，最大残留ひび割れ幅及びひび割れ総長さが小さい値となった。 
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（a）1 層柱の正面 
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（b）1 層柱の幅面 
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（c）2 層柱の正面 

図 4.16 2SH-07-07-W 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 
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（d）2 層柱の幅面 
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（e）2 層梁の正面 
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（f）2 層梁の見下げ面 

図 4.16 2SH-07-07-W 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 
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（g）3 層梁の正面 
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（h）3 層梁の見下げ面 
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（i）1 層垂れ壁の正面 

図 4.16 2SH-07-07-W 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程（続く） 
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（j）1 層垂れ壁の見上げ面 
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（k）2 層垂れ壁の正面 
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（l）2 層垂れ壁の見上げ面 

図 4.16 2SH-07-07-W 試験体における構造部材のひび割れ量進展過程 



第 4 章 梁降伏型 RC 造 F 型 2 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価

 

 

 
 4-58

4.3.3.2 荷重－変形関係 

 

(1) 2SH-07-07 試験体 

 

 2SH-07-07 試験体の荷重－変形関係を図 4.17 に，各層梁部材の荷重－変形関係を図 4.18 にそれ

ぞれ示す。2SH-07-07 試験体は，R1=+0.53%で 1 層柱の主筋が降伏した後，2 層梁および 3 層梁の

主筋がほぼ同時に降伏し，崩壊メカニズム形成に至った。そして，R1=+1.0%で最大耐力 124.4kN

を記録し，それ以降から耐力が徐々に低下し，R1=+3.3%では最大耐力の 80%となった。 

 図 4.18 示している 2 層梁端，3 層梁端に作用したモーメントは，両者の挙動が近似しており，

また架構の安全限界（R1=+3.3%）までともに増加することが分かった。 
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図 4.17 2SH-07-07 試験体の荷重－変形関係 
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（a）2 層梁 
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（b）3 層梁 

図 4.18 2SH-07-07 試験体における各層梁の荷重－変形関係 
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(2) 2SH-10-05 試験体 

 

 2SH-10-05 試験体の荷重－変形関係を図 4.19 に，各層梁部材の荷重－変形関係を図 4.20 にそれ

ぞれ示す。2SH-10-05 試験体では，2SH-07-07 試験体と同様に，R1=+0.59%で 1 層柱の主筋が最初

に降伏し，R1=+0.71%および+0.80%で 2 層梁および 3 層梁の主筋がそれぞれ降伏した。崩壊メカ

ニズムを形成した直後，R1=+1.0%で最大耐力 136.8kN に至り，そこから耐力低下が開始し，

R1=+3.3%で最大耐力の 80%となった。 

 図 4.20 示している各層梁の端部のモーメントに着目すると，2 層梁端モーメントが 3 層梁端の

約 2 倍程度となり，架構の安全限界（R1=+3.3%）までともに増加することが分かった。 
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図 4.19 2SH-10-05 試験体の荷重－変形関係 
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（a）2 層梁 
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（b）3 層梁 

図 4.20 2SH-10-05 試験体における各層梁の荷重－変形関係 
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(3) 2SH-07-07-W 試験体 

 

 2SH-07-07-W 試験体の荷重－変形関係を図 4.21 に，各層梁部材の荷重－変形関係を図 4.22 にそ

れぞれ示す。2SH-07-07-W 試験体では，上記の 2 体の試験体と同様に 1 層柱，2 層梁および 3 層

梁の順に主筋が降伏し崩壊メカニズム形成となった。その後，垂れ壁と柱の接触（R1=+1.1%）に

より R1=+1.5%まで耐力が増加し，最大耐力 126.9kN を記録した。そして，R1=+3.5%まで緩やかに

耐力低下し，最大耐力の 80%に至った。F 型試験体の加力の特徴から，梁のローラ支点端で材軸

方向への変形が拘束されにくく，結果として梁の危険断面位置でのひび割れが閉じにくい傾向が

生じ，R1が 1.0%を超えても垂れ壁が柱に接触しかかったため，2 層梁スリット間に鉄板（厚さ：

10mm）を挿入し，柱と接触させた。 

 図 4.22 示している各層梁において，R1=+1.0%まで端部のモーメントが概ね近似したが，それ以

降，1 層柱と垂れ壁との接触により，2 層梁端正側のモーメントが 3 層梁端より大きくなった。ま

た，両梁ともに架構の安全限界（R1=+3.5%）まで端部のモーメントが増加した。 
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図 4.21 2SH-07-07-W 試験体の荷重－変形関係 
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（b）3 層梁 

図 4.22 2SH-07-07-W 試験体における各層梁の荷重－変形関係 
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4.4 SImの曲げ耐力法に要するパラメータ及びその評価法 

 

 本節では，2 層 F 型試験体の実験結果を用い前章（第 3 章）と同様な方法で，曲げ耐力法によ

る SIm の算定に当り必要となるパラメータ，即ち梁部材の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb及

び部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 α について検討し，それぞれの評価法の妥当性について

確認する。 

 

4.4.1 梁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb 

 

 前章（第 3 章）では，1 層の梁降伏型 RC 造架構の実験結果に基づき，表 4.10 のように梁部材

における損傷度と最大残留ひび割れ幅の関係及びその損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηbを設定

している。本節では，2 層 F 型架構の実験結果を用い，梁の損傷度（Ⅰ～Ⅴ）に応じた ηbを算定

し，前章での検討結果（表 4.10）と比較することより，その妥当性について念のため確認する。

ここで，本章で行った 3 体の試験体において，架構の安全限界までの変形能力（2SH-07-07，

2SH-10-10 及び 2SH-07-07-W 試験体それぞれで 3.3%，3.3%及び 3.5%である）がほぼ同じであり，

また図 4.23 のように各試験体の梁部材の最大残留ひび割れ幅の進展がほぼ同様な傾向を示したた

め，本節では，2SH-07-07 試験体のみを対象に検討を行う。 

 

表 4.10 部材（ヒンジ）の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η（表 3.10 再掲） 

曲げ柱[4.3] 曲げ梁 

損傷度 
最大残留ひび割れ幅 

(mm) 
ηc 

ηb 最大残留ひび割れ幅 

(mm) 
損傷度

最低値 平均値

Ⅰ 0.2 未満 0.95 0.99 0.99 0.2 程度 Ⅰ 

Ⅱ 0.2～1.0 程度 0.75 0.95 0.97 0.2～1.0 程度 Ⅱ 

Ⅲ 1.0～2.0 程度 0.5 0.75 0.85 1.0～2.0 Ⅲ 

Ⅳ 2.0 以上 0.1 0.45 0.6 2.0 超～4.0 Ⅳ 

Ⅴ ―※ 0 0 0.23 4.0 超 Ⅴ 

※主筋の座屈やコンクリートの剥落状況により決定される 
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図 4.23 各試験体における梁部材の最大残留ひび割れ幅の推移 
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(式(2.9)再掲)

 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材（ヒンジ）i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の安全限界までに部材（ヒンジ）i が吸収したエネルギー量 

 

 まず，図 4.23（a）の各層梁の残留ひび割れ幅を用い，表 4.10 の定義から梁の損傷度を判定す

る。そして，4.3.3.2 項で示した 2SH-07-07 試験体における各層梁の荷重－変形関係（図 4.18）を

用い，式（4.7）により梁の ηbを算定し，損傷度との関係を図 4.24 に示す。また，図 4.24 に基づ

き，各損傷度に応じた ηbの最低値を求め，表 4.11 に示す。表 4.11 に併記している第 3 章での検討

結果と比べると，損傷度Ⅰ～Ⅲにおいて，それぞれに応じた ηbが第 3 章での検討結果と近似して

いるが，損傷度Ⅳにおいては大きく異なっている。これは，本研究では部材の η を求める際，架

構の安全限界時に応じる部材の変形をその終局変形として，式（4.7）の部材（ヒンジ）のエネル

ギー吸収能力を求めているが，本試験体においてはその安全限界時（R1=3.3%）の梁の損傷度がま

だⅣであるため，それに応じた ηbが 0 となった。このように，架構の安全限界までの変形能力が

部材の η に及ぼす影響を考慮すれば，架構ごとにその部材の η を別途に検討する必要がないとは

言えないが，被災現場で各部材の η を逐一計算することが難しいため，本研究では第 3 章で提示

した部材の ηを適用し，以下の検討を行う。 
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図 4.24 2SH-07-07 試験体における梁部材の損傷度と ηbの関係 
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表 4.11 梁の損傷度に応じた ηb（最低値） 

損傷度 既往の検討結果（第 3 章） 
2SH-07-07 試験体 

2 層梁 3 層梁 

Ⅰ 0.99 0.99 0.95 

Ⅱ 0.95 0.93 0.85 

Ⅲ 0.75 0.78 0.78 

Ⅳ 0.45 0 0 

Ⅴ 0 0 0 
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4.4.2 部材のエネルギー寄与係数 α 

 

 前章（第 3 章）では，梁降伏型 1 層架構において，部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 αの

精算値（部材（ヒンジ）の「エネルギー吸収能力」に基づき定義した式（4.8）より求めた値）と

略算値（部材（ヒンジ）の「曲げ終局モーメント」に基づき提案した式（4.9）より求めた値）を

比較し，αの略算法の妥当性について検討した。 

 本節では，多層架構に対する α の略算法の妥当性について検討を行う。各試験体において，1

層柱を基準部材として，そのエネルギー吸収量（Eu,c1）および曲げ終局モーメント（Mu,c1）それ

ぞれに対する 2 層梁および 3 層梁のエネルギー吸収量（Eu,b2および Eu,b3）および曲げ終局モーメ

ント（Mu,b2および Mu,b3）の比から求めた αを表 4.12 に示す。ここで，柱及び梁の曲げ終局モーメ

ントは式（4.1）及び式（4.2）[4.5]をそれぞれ用いて算出した。表 4.12 より，いずれも曲げ終局モー

メントの比から求めた αがエネルギー吸収量の比から求めた αを近似した。これは，試験体を構

成する構造部材の耐力低下が小さくかつ各層がほぼ同様に変形したことが原因であると考えられ

る。この結果，多層架構においても曲げ終局モーメントから α を適切に評価できることが確認で

きた。 

 

*
1,

*
,

cu

iu
i E

E
  (4.8)

(式(2.10)再掲)

 ここで， 

E*
u,i ：架構の安全限界までにヒンジ i が吸収したエネルギー量 

E*
u,c1 ：架構の安全限界までに基準部材 c1 のヒンジが吸収したエネルギー量 

 

1,

,

cu

iu
i M

M
  (4.9)

(式(2.15)再掲)

 ここで， 

Mu,i ：部材（ヒンジ）i の曲げ終局モーメント 

Mu,c1 ：基準部材（ヒンジ）c1 の曲げ終局モーメント（各試験体の 1 層柱柱脚ヒンジ） 

 

表 4.12 各試験体における部材（ヒンジ）のエネルギー寄与係数 α 

試験体名 

2 層梁 3 層梁 

精算値 

（Eu,b2 / Eu,c1） 

略算値 

（Mu,b2 / Mu,c1） 

精算値 

（Eu,b3 / Eu,c1） 

略算値 

（Mu,b3 / Mu,c1） 

2SH-07-07 試験体 0.66 0.70 0.62 0.70 

2SH-10-05 試験体 0.93 1.02 0.51 0.56 

2SH-07-07-W 試験体 0.67 0.70 0.61 0.70 
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4.5 SImの理論解との比較 

 

 本節では，梁降伏型 RC 造 2 層 F 型試験体の静的載荷実験結果を用い，曲げ耐力法による SIm

の算定結果と理論解に実験データを適用した結果を比較し，多層架構における SIm の曲げ耐力法

の適用性及び妥当性について検討する。また地震被災現場で曲げ耐力法により算定した SIm の値

から被災度（特徴区間）をより容易に区分することを目的として，理論解による SIm の算定結果

と特徴区間との関係に着目し，まず特徴区間を区分する SIm の閾値を設定することを試みる。 

 

4.5.1 SImの理論解 

 

 各試験体の実験結果を，第 2 章で定義した SIm の理論解（式（4.10））に適用し算定した結果を

図 4.25 に示す。また，同じく第 2 章で定義した表 4.13 の特徴区間（被災度）の定義より，各試験

体の特徴区間を定めて，図 4.25 に併記する。 

 図 4.25 に併記している各試験体の特徴区間に着目すると，2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体に比

べ，2SH-07-07-W 試験体の場合，垂れ壁と柱の接触により，架構の水平耐力を維持する区間が長く

なっており（本章の図 4.21 参照），結果的には C 区間の変形量が大きくなっていることが分かる。 
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(式(2.5)再掲)

 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材 i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の水平耐力が最大耐力の 80％低下時まで部材 i が吸収したエネルギー量 

 

表 4.13 架構の特徴区間（被災度）の定義（表 2.2 再掲） 

特徴区間 定義 

A 区間 
ひび割れ点を超えた部材が生じてから 

降伏点を超えた部材が生じるまでの区間 

B 区間 
降伏ヒンジが架構内各所に進展し， 

崩壊機構形成に至るまでの区間 

C 区間 架構が最大水平耐力に至るまでの区間 

D 区間 
耐力低下域に入り，「架構」の水平抵抗が 

最大水平耐力の 80％低下時に至るまでの区間 

E 区間 水平抵抗能力を喪失するまでの区間 
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図 4.25 SImと特徴区間の関係 
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4.5.2 理論解との比較 

 

 多層架構における SIm の曲げ耐力法（式（4.11））の適用性及び妥当性を検証するため，梁降伏型

RC 造 2 層 F 型実験体の実験結果を用いて，理論解である式（4.10）から求めた SIm と曲げ耐力法

である式（4.10）から求めた SIm を比較し，その結果を図 4.26 に示す。 

 図 4.26 より，いずれの試験体においても両者は概ね一致したが，いずれも R1=3%で曲げ耐力法

による SIm が理論解より大きくなった。これは，曲げ耐力法による SIm の算定にあたり，R1=3%

で梁部材の損傷度がⅣと判定され，それに応じた ηbを第 3 章で提案した 0.45 を適用したが，4.4.1

項で述べたとおり，本試験体により算定を試みた ηbは「架構」の安全限界を考慮した結果損傷度

Ⅳのときに 0であったため，曲げ耐力法による SImの算定結果が過大評価となったと考えられる。 
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(式(2.1)再掲)

 ここで， 

k ：破壊形式に応じた部材種別（例えば，曲げ梁，曲げ柱，せん断柱など） 

αk ：部材種別 k のヒンジのエネルギー寄与係数 

ηk,D ：損傷度 D となる部材種別 k の耐震性能低減係数 

Ak,D ：損傷度 D となる部材種別 k のヒンジ数 

Ak ：部材種別 k のヒンジ数 

D ：損傷度のレベル（Ⅰ～Ⅴ） 
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図 4.26 理論解と曲げ耐力法による SImの比較 
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4.6 特徴区間（被災度）を区分する SImの閾値 

 

 第 2 章で述べたように「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[4.3]では，被災

度を区分する耐震性能残存率 R の閾値を設定し，被災現場で部材の損傷に基づき算定した R の値

から簡便に架構の被災度を区分して判定することができる。そこで第 2 章では，本研究で新たに

提案した被災度（特徴区間）を区分する SIm の閾値を設定することを目的として，その設定方法

を提示した。 

 本節では，まず図 4.25 に示している 2SH-07-07，2SH-10-05 及び 2SH-07-07-W 試験体における

SIm の理論解と特徴区間の関係から，特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値を求めて，その

結果を表 4.14 に示す。各試験体において，A 区間と B 区間および B 区間と C 区間を区分する SIm

の閾値がほぼ同じ値を示している。しかし，各試験体における安全限界時（架構の水平耐力が最

大耐力の 80%に低下する時）の R1はほぼ同じであるが，2SH-07-07-W 試験体は，4.5.1 項で述べた

ように 2SH-07-07 試験体と 2SH-10-05 試験体に比べより大きい R1で最大耐力となり，D 区間の変

形量が減少したため（図 4.25 参照），C 区間と D 区間を区分する SIm の閾値が 2SH-07-07-W 試験

体でより小さい値となった。 

 

表 4.14 架構の特徴区間（被災度）を区分する SImの閾値 

試験体名 

特徴区間の区分（対応する被災度） 

A－B 区間閾値 

（軽微と小破の境界）

B－C 区間閾値 

（小破と中破の境界）

C－D 区間閾値 

（中破と大破の境界）

2SH-07-07 試験体 95% 85% 81% 

2SH-10-05 試験体 93% 86% 80% 

2SH-07-07-W 試験体 96% 87% 68% 
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 被災現場で，SIm 指標により特徴区間（被災度）を容易に判定するためには，特徴区間（被災

度）を区分する SIm の閾値を，梁降伏型 RC 造建物を対象として新たに設定する必要がある。そ

こで本節では，梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の実験結果のみならず，前章（第 3 章）に述べた梁

降伏型 RC 造 1 層架構の実験結果及び東京大学中埜研究室で実施した他の 2 体の架構実験結果（付

録 1 参照）を用いて，特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値について検討する。 

 理論解に上記の実験データを適用した結果と特徴区間の関係から，特徴区間（被災度）を区分

する SIm の閾値を求めた結果を図 4.27 に示す。図 4.27 に併記した既往の検討結果（□○△）と比

べ，2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試験体における C 区間と D 区間を区分する SIm の閾値（■●）は

大きいが，これは D 区間の領域が既往の検討対象試験体とほぼ同じであるものの（(Eu-Ed)がほぼ

等しい），本試験体の安全限界時までの変形能力が小さい（結果的に Eu が小さい）ため，より大

きい SIm が算出されている。 

 次に，これらの検討結果に基づき，特徴区間を区分する SIm の閾値について設定する。この際，

2SH-07-07 試験体と 2SH-10-05 試験体はほぼ同じ性質であり，かつ C 区間の変形量が非常に小さ

い特徴を持っている架構のため，ここでは 2SH-07-07 試験体の検討結果のみを用いることとする。

また，前章（第 3 章）で述べたように部材の耐震性能低減係数 ηは各損傷度の区間における最低値

から定められているため，これを用いた曲げ耐力法による SIm の値はより保守的に評価されている

と考えられる。そこで，特徴区間を区分する SIm の閾値については図 4.28 に示したプロットの平均

値から，A 区間と B 区間，B 区間と C 区間および C 区間と D 区間を区分する SIm の閾値をそれぞ

れ 95%，85%および 65%とすると，曲げ耐力法による SIm を用いて判定した特徴区間（被災度）は

無理のない範囲で安全側（被災度を大きめに評価する）な評価となる。これらをまとめた表 4.15 に

より，ここで提案する曲げ耐力法を被災現場で適用する際の閾値として利用でき，被災現場で架構

の被災度を把握することが容易となる。 

 更に，表 4.16 に示している「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」[4.3]で定め

ている耐震性能残存率 R と被災度の関係を参考しても，上記表 4.15 のように本研究で設定した特

徴区間を区分する SIm の閾値は R の区分とほぼ等しい値であった。従って，第 3 章で述べたとお

り，梁の ηbが柱の ηcより大きいことから，等しい被災度であれば，梁崩壊型建物の方が柱崩壊型

建物より高い残存耐震性能を表すことになる。 
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表 4.15 架構の特徴区間（被災度）を区分する SImの閾値の設定 

A－B 区間閾値 

（軽微－小破境界） 

B－C 区間閾値 

（小破－中破境界） 

C－D 区間閾値 

（中破－大破境界） 

95% 85% 65% 

 

表 4.16 建物の耐震性能残存率 Rと被災度の関係[4.3] 

耐震性能残存率 R（％） 被災度 

R≧95 軽微 

80≦R＜95 小破 

60≦R＜80 中破 

R＜60 大破 

R≒0 倒壊 
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4.7 まとめ 

 

 本章では，SIm の曲げ耐力法の適用性および妥当性を確立するためには，多層架構への展開が

不可欠であることに着目し，その端緒として梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験を実施

し，その実験結果を用いて曲げ耐力法による SIm と理論解との比較，被災度（特徴区間）を区分

する SIm の閾値などについて検討した。本章ではまず，梁降伏型 RC 造 2 層 F 型試験体の設計方

針，実験パラメータ，配筋詳細及び計測・加力計画について説明したうえ，破壊過程や荷重－変

形関係などの実験結果について詳細に調べることより，残留ひび割れ幅などの損傷量進展及び部

材の降伏点や架構の最大耐力点などの工学量の変化を把握した。次に，検討に先立ち，第 3 章と

同様な検討を行い，損傷度に応じた梁の η及びヒンジ部位 αの評価法の妥当性について確認した。

その後，曲げ耐力法による SIm の算定結果と理論解に実験データを適用した結果を比較し，多層

架構における SIm の曲げ耐力法の適用性及び妥当性について検討した。最後に，地震被災現場で

SIm 指標に基づきより容易に被災度（特徴区間）を区分することを考慮し，本実験結果のみなら

ず既往の実験結果を含めて検討した理論解による SIm の算定結果と特徴区間との関係から，特徴

区間を区分する SIm の閾値を設定した。本章で得られた知見を以下に示す。 

 

1) 多層架構試験体の実験結果に基づき，最大残留ひび割れ幅に基づく損傷度に応じた ηb につい

て検討した結果，前章（第 3 章）での検討結果と大きな差異がないことを確認した。 

2) αの精算値と略算値を比較した結果，両者が概ね一致していることが分かった。この結果より，

多層架構においても，部材（ヒンジ）の曲げ終局モーメントから α を簡易に評価できること

を確認できた。 

3) 部材の曲げ終局モーメント比，即ち部材の αが異なる試験体を（2SH-07-07 及び 2SH-10-05 試

験体）対象に，曲げ耐力法による SIm の算定結果と理論解によるそれを比較した結果，いず

れの試験体においても，曲げ耐力法による SIm の算定結果がやや小さいものの，両者が概ね

一致したことが確認できた。その結果，αが適切に精算値を評価していれば両者が概ね一致す

ることを示唆した。 

4) 安全限界変形はほぼ等しいものの非構造壁の有無により最大耐力の発生時の変形が異なる試

験体（2SH-07-07 及び 2SH-07-07-W 試験体）を対象に，各被災度を区分する SIm の閾値を検討

したところ，区間の変形量の差異が，特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値に影響する

ことを把握できた。 

5) 地震被災現場で曲げ耐力法による SIm の算定結果に基づき，容易に架構の被災度（特徴区間）

を判定することを考慮し，特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値を設定することとした。

上記 4)の算定結果を用い，特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値のそれぞれの平均値か

ら，A 区間－B 区間閾値（軽微と小破の境界値），B 区間－C 区間閾値（小破と中破の境界値）

及び C 区間－D 区間閾値（中破と大破の境界値）を区分する SIm の閾値がそれぞれ 95%，85%

及び 65%となり，現行の被災度区分判定基準に定められている耐震性能残存率 R の区分とほ
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ぼ等しい値であった。 

 

 以上により，本研究で提案した全架構耐震性能残存率 SIm の曲げ耐力法に基づき，被災現場で

建物の残存耐震性能を定量的評価することが可能となり，更に SIm から被災度（特徴区間）を判

定することができると考えられる。次章（第 5 章）では，解析により曲げ耐力法の多層架構への

適用性及び妥当性について更なる検討を行う。 
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5.1 はじめに 

 

 前章（第 4 章）では，梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験結果を用い，第 2 章で提案

した，部材の曲げ終局モーメントを用いて簡易に全架構耐震性能残存率 SIm を算定する曲げ耐力

法（式（2.16））の多層架構への適用性及び妥当性について検討した。その結果，2 層 F 型架構に

おいては曲げ耐力法によりその残存耐震性能の理論解を近似できることが確認できた。一方，第

2 章で述べたように本研究では SIm を算定する曲げ耐力法の提案に当り，架構の崩壊機構を形成

する部材の降伏ヒンジに着目し，そのヒンジのみが変形し，エネルギーの吸収もすべてヒンジ位

置で行われると仮定している。従って，曲げ耐力法に基づいて SIm を算定する場合，崩壊機構を

特定する必要があるが，曲げ耐力法の適用を想定している地震被災現場では，部材に表出する損

傷に基づき架構の真の崩壊機構を簡便さを犠牲にすることなく正確に評価することは一般に困難

である。また，地震により被災した建築物の被害調査を行う際，壁や天井などの非構造壁により，

梁の損傷状態を確認することができない場合も多いことが予想される。そこで本章では，層数及

びスパン数をパラメータとした多層骨組（1 スパン 3 層，5 層，7 層及び 3 層 3 スパン，5 スパン，

7 スパン骨組）の静的荷重漸増解析を行い，「被災現場における調査者の視認結果に基づき想定さ

れた崩壊機構と真の崩壊機構との差異」，及び，「被災現場における調査可能な部材数の多少」が

曲げ耐力法による SIm の評価結果の精度に与える影響について検討することとする。 

 本章ではまず，解析パラメータ，架構モデル，解析手法などについて詳細に述べる。また，こ

こで用いる解析手法ではひび割れ幅などの部材の損傷量を直接的に評価することができないため，

部材の変形量に基づいた損傷度の区分方法を予め定義し，これに対応する損傷度及び耐震性能低

減係数 ηを用いて SIm を評価することとする。次に，架構モデルに対する静的荷重漸増解析結果

を SIm の曲げ耐力法に適用し，被災現場における調査者の視認結果に基づき想定された崩壊機構

と真の崩壊機構におけるそれぞれの SIm の算定結果を比較することにより，崩壊機構の想定と真

の崩壊機構の間の差異が曲げ耐力法による SIm の評価結果に与える影響について検討する。その

後，被災現場における調査部材数を変化させながら算定したそれぞれの SIm の値と降伏ヒンジを

形成する全ての部材の損傷に基づき算定したそれを比較し，被災現場における調査部材数の多少

が曲げ耐力法による SIm の評価結果に与える影響について検討する。 
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5.2 解析概要及び部材の変形量に基づく損傷度の定義 

 

5.2.1 解析パラメータ及び架構モデル 

 

 本論文では，架構が図 5.1 のような崩壊機構を形成することを前提に，層数，スパン数をパラ

メータとして，1 スパン 3 層，5 層，7 層及び 3 層 3 スパン，5 スパン，7 スパン架構モデルを設

定する。また，図 5.1 に併記している 1 層柱に対する各部材の材端の曲げ終局モーメントの比は，

梁降伏型 RC 造建物の設計事例[5.1], [5.2], [5.3]を参考に，図 5.2 で示した架構の崩壊機構となるように

設定したものである。ここで，1 スパン架構モデルにおいては，大変形時においても確実に梁崩

壊機構（即ち，第 1 層の柱脚及び各層梁の端部）が形成される曲げ終局モーメントの比となって

いる。また，3 層多スパン架構モデルにおいては，大変形時に内側構面の 1 層及び 3 層の柱頭に

もヒンジが形成され，過崩壊機構となる曲げ終局モーメントの比となっている。 

 

 



第 5 章 異なる崩壊機構の想定が多層骨組の SIm の評価結果に与える影響

 

 

 
 5-3

 

Mu,c1 = M

Mu,c2 = M

Mu,c3 = M

Mu,b1 = 0.7M

Mu,b2 = 0.7M

Mu,b3 = 0.4M

Mu,c1 = M

Mu,c2 = M

Mu,c3 = 0.9M

Mu,b1 = 0.8M

Mu,b2 = 0.8M

Mu,b3 = 0.6M

Mu,b4 = 0.6M

Mu,b5 = 0.4M

Mu,c4 = 0.9M

Mu,c5 = 0.9M

Mu,c1 = M

Mu,c2 = M

Mu,c3 = 0.9M

Mu,b1 = 0.8M

Mu,b2 = 0.8M

Mu,b3 = 0.7M

Mu,b4 = 0.7M

Mu,b5 = 0.6M

Mu,c4 = 0.9M

Mu,c5 = 0.9M

Mu,b6 = 0.6M

Mu,b7 = 0.4M

Mu,c6 = 0.8M

Mu,c7 = 0.8M

Mu,c1 = M

Mu,c2 = M

Mu,c3 = M

Mu,b1 = 0.7M

Mu,b2 = 0.7M

Mu,b3 = 0.4M

■に応じた柱頭は0.5M

Mu,c1 = M

Mu,c2 = M

Mu,c3 = M

Mu,b1 = 0.7M

Mu,b2 = 0.7M

Mu,b3 = 0.4M

Mu,c1 = M

Mu,c2 = M

Mu,c3 = M

Mu,b1 = 0.7M

Mu,b2 = 0.7M

Mu,b3 = 0.4M

 
図 5.1 架構モデル及び部材の曲げ終局モーメントの比（α）の設定 
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図 5.2 対象架構モデルの崩壊機構の設定（各架構モデルにおける真の崩壊機構） 
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5.2.2 解析手法 

 

 本研究では，静的荷重漸増解析に基づき，上記の架構モデルに対する解析的検討を行う。この

際，各層に作用する外力は，地震により各層に分布する層せん断力の算定手法を参考に，地震層

せん断力分布係数（Ai）に従う比例荷重とした。ここで，係数 Ai は式（5.1）[5.1]に基づき算定さ

れる。ただし，式（5.1b）のように定義されている αiは，支持階数に応じ簡便に算定した。また，

図 5.3 に係数 Ai による外力分布の概念を示す。 

 

T

T
A i

i

i 31

21
1












 


 (5.1a)

W

Wi
i
  (5.1b)

hT 02.0  (5.1c)

ここで， 

αi ：架構の全重量に対するある層 i から最上部までの重量の和の比 

T ：設計用一次固有周期（sec） 

ΣWi ：ある層 i から最上部までの重量の和 

W ：架構の全重量 

 

外力

５層1スパン架構

 
図 5.3 外力分布の概念 
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 また，解析において各部材は以下の仮定条件に従い，それぞれに応じた解析モデルを設定した。 

1） 各部材は剛域を有する線材要素とした。剛域は部材のフェイスから 0.2D（D：部材のせい）

まで接合部内に位置することとした。 

2） 基礎（基礎床）は固定（剛床）と仮定した。 

3） 柱部材は，材端に弾塑性曲げばね，弾性せん断ばね及び弾性軸ばね付き線材要素とした。

一方，梁部材は，材端に弾塑性曲げばね及び弾性せん断ばね付き線材要素とした。 

4） 各部材の弾塑性曲げばねは，曲げひび割れモーメント（Mc），曲げ降伏モーメント（My）及

び降伏時の剛性低下率を考慮した Tri-linear 復元力特性（図 5.4）を持つものとした。柱部材

の弾塑性曲げばねの算定においては，まず，文献[5.1]～[5.3]を参照に柱の Myを定めたうえ，

その 1/3 を Mcとする。そして，表 5.1 の柱の断面寸法により初期剛性 Kcを算定すると，ひ

び割れ回転角 θcが求められる。その後，曲げ回転角 θyを θcの 5 倍として設定し，降伏後の

剛性低下率は 0.001 とする。また，梁部材の場合は，図 5.1 の柱に対する曲げ終局モーメン

トの比に基づきその Myを算定し，以降は柱と同様の計算により求めた。 

 

My

Mc

M


Kc

0.001Kc

c y  
図 5.4 部材の復元力特性 

 

表 5.1 曲げ柱[5.4]と曲げ梁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η 

部材名 せい（mm） 幅（mm） 内法高さ・長さ（mm）

柱 900 900 3000 

梁 700 400 6000 
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5.2.3 部材の損傷量に基づく損傷度の定義 

 

 被災現場では，部材に表出するひび割れ幅に代表される損傷量の計測結果に基づきその損傷度

を分類している。しかしながら，本論文で用いた解析手法では部材のこれらの損傷量を直接的に

評価することができないため，本章では部材の変形量（回転角）を用いて損傷度に換算する。即

ち，文献[5.4]で提案された曲げ柱の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηcと本論文の第 3 章で提案

した曲げ梁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 ηb（表 5.2）に基づき，部材の変形量に基づいた損

傷度の区分方法について以下の手順で予め定義する。即ち， 

1） 柱及び梁の終局変形時の塑性率をそれぞれ 4，6 とする。 

2） 各部材の終局変形時における部材のエネルギー吸収能力 Eu を算定する。その概念を図 5.5

に示している。 

3） 式（5.2）に基づき，各損傷度に応じた ηcと ηbに対応する Edを求め，その Edと対応する応

答点の変形角を求める。 

4） 上記 3）で求めた各損傷度区分における応答変形角を用い，変形量に基づいた損傷度の区

分方法を図 5.6 のように予め定める。 
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表 5.2 曲げ柱[5.4]と曲げ梁の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η 

曲げ柱[5.4] 曲げ梁 

損傷度 耐震性能低減係数 ηc 耐震性能低減係数 ηb 損傷度 

Ⅰ 0.95 0.99 Ⅰ 

Ⅱ 0.75 0.95 Ⅱ 

Ⅲ 0.5 0.75 Ⅲ 

Ⅳ 0.1 0.45 Ⅳ 

Ⅴ 0 0 Ⅴ 

 

u

du

E

EE 
  (5.2)

 ここで， 

Ed ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材のエネルギー吸収量 

Eu ：部材の終局変形時まで吸収したエネルギー量 

 

dE du EE 

モ
ー

メ
ン

ト

回転角終局回転角残留回転角

最大応答点

 
図 5.5 部材の耐震性能低減係数 ηの概念 
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My

Mc

 c  y  y  y  y

Ⅰ損傷度 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

M

  
（a）曲げ柱の損傷度の定義 

 

Ⅰ

My

Mc

 c  y  y  y  y

損傷度 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

M

  
（b）曲げ梁の損傷度の定義 

図 5.6 部材の変形量に基づいた損傷度の定義 
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5.3 想定した崩壊機構と真の機構との差異が SIm の評価結果に与える影響 

 

 第 2 章で提案した SIm を算定する曲げ耐力法（式（5.3））を被災現場に適用する際，部材に表

出する損傷に対する調査者の視認結果に基づき想定された崩壊機構が真のそれと必ずしも同一で

あるとは言えない。そこで本節では，梁部材を含む全部材の損傷状況を目視調査可能であるとい

う理想的な状況を大前提に，被災現場における調査者の視認結果に基づき想定された崩壊機構と

真の崩壊機構それぞれの SIm の算定結果を比較し，両者の差異が曲げ耐力法による SIm の評価精

度に与える影響について検討する。ここで，想定した崩壊機構と真の崩壊機構に差異が生じる理

由の一つとして，変形レベルが小さい場合（入力地震動が小さい場合）に，潜在的な降伏ヒンジ

位置以外の箇所に損傷が表出し，これに基づき真の崩壊機構とは異なる機構を調査者により設定

される可能性が考えられる。また，大変形レベルで柱頭と梁端に同時に損傷が生じる過崩壊機構

となることは十分に考えられることであり，この種の建物の被災現場における調査では，層崩壊

機構や梁崩壊機構などの典型的な崩壊機構を調査者により設定されることで真の崩壊機構（過崩

壊機構）と差異が生じる可能性がある。そこで本節では，部材特性に立脚した非線形静的荷重漸

増載荷解析により，小変形レベルを含む異なる変形レベルにおける部材の損傷分布から想定され

る，必ずしも真の崩壊機構とは一致しないものの，例えば上記で述べたような工学的には想定し

うる機構を設定し，その SIm と真の機構に基づく SIm との関係を検討する。 

 5.2.1 項で述べたように，ここで検討するモデルは 3 層，5 層，7 層の 1 スパンモデル及び 3 層 3

スパン，5 スパン，7 スパンモデルとする。前者の 1 スパンモデルにおいては前述のとおり，大変

形においても確実に梁崩壊機構が形成される耐力比を設定しており，一方 3 層の多スパンモデル

においては，梁降伏後に柱にも降伏ヒンジが発生することにより，被災現場における調査結果に

基づく降伏機構を正確に設定しづらい状況を想定している（図 5.2 を参照）。 

 式（5.3）を用い架構の SIm を算定する際，部材（材端）の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η

は表 5.2 に参照し，部材（材端）のエネルギー寄与係数 αは図 5.1 に示している 1 層の柱に対する

各層梁の曲げ終局モーメントの比に基づきそれぞれ算定することとする。 
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
Ⅴ

Ⅰ  
(5.3)

(式(2.16)再掲)

 ここで， 

k ：破壊形式に応じた部材種別（例えば，曲げ梁，曲げ柱，せん断柱など） 

αk ：部材種別 k のヒンジのエネルギー寄与係数 

ηk,D ：損傷度 D となる部材種別 k の耐震性能低減係数 

Ak,D ：損傷度 D となる部材種別 k のヒンジ数 

Ak ：部材種別 k のヒンジ数 

D ：損傷度のレベル（Ⅰ～Ⅴ） 
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5.3.1 3 層 1 スパン架構 

 

 3 層 1 スパン架構に対する解析結果を用い，各部材の部材端部（材端）での損傷の進展状況の

うち，代表的なものを図 5.7 に示す。ここで，●はひび割れの発生を，●は降伏ヒンジの形成を

それぞれ意味する。また，図 5.6 の定義に基づき，解析結果における部材の変形量から区分した

損傷度を図 5.7 に併記する。 

 図 5.7 の部材の損傷の進展に基づき，被災現場で想定されうると本研究で設定した架構の崩壊

機構を図 5.8 に示す。この設定の主旨は以下の通りである。 

 

① 図 5.7（a）の場合，2 層及び 3 層梁にもひび割れが生じているが，いずれも降伏ヒンジを形

成する以前の低い損傷度（Ⅰ）であり，架構が図 5.8 の「case1」のような 1 層層崩壊型の崩

壊機構になると想定する可能性が高いと考えられる。 

② 図 5.7（b）の場合は，全ての梁にひび割れが生じている中，2 層梁の右端に降伏ヒンジが形

成されている。一方，他の梁端には降伏ヒンジが形成されず，損傷度Ⅰとなっているため，

このような損傷を視認した場合，架構の崩壊機構を図 5.8 の「case2」のように想定する可能

性があると考えられる。 

③ 図 5.7（c）の場合，全ての材端にひび割れが発生しており，2 層梁の両端及び 3 層梁の右端

に降伏ヒンジが形成されているが，4 層梁の損傷はまだ小さいため，架構の崩壊機構を図

5.8 の「case3」のように想定する可能性があると考えられる。 

④ 図 5.7（d）の場合は，4 層梁の右端にも降伏ヒンジが形成されており，ここからは架構の崩

壊機構を真の崩壊機構（図 5.2 の 3 層 1 スパン架構における真の崩壊機構，以下 case0 とす

る）と想定する可能性が高いと考えられる。 
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図 5.7 3 層 1 スパン架構における各材端の損傷の進展 

 

case1 case2 case3  

図 5.8 3 層 1 スパン架構の各材端の損傷により想定される崩壊機構 
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 部材の損傷の進展に基づき想定した架構の崩壊機構（case1～case3）における SIm の算定結果と

真の崩壊機構の SIm の算定結果を表 5.3 に示して比較する。表 5.3 より，3 層 1 スパン架構におい

て，被災現場における調査者の視認により想定した架構の崩壊機構が真の崩壊機構と異なるにも

拘わらず，それぞれの SIm の算定結果が真の崩壊機構のそれに近似している。これは，調査者の

視認により想定した架構の崩壊機構には，架構の残存耐震性能評価を支配する損傷が最も大きい

部材である 1 層柱脚，2 層梁端がすべて考慮されているため，真の崩壊機構に対する残存耐震性

能評価結果と概ね一致すると考えられる。 

 また，前章（第 4 章）で予め設定した特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値（表 5.4）に基

づき判定した架構の特徴区間を表 5.3 に併記する。この結果より，3 層 1 スパン架構においては軽

微及び小破などの被災度が小さい領域で，視認による架構の崩壊機構想定と真の崩壊機構の差異

が生じやすいが，架構の被災度の判定結果には影響がほとんどないことを確認できた。 

 

表 5.3 想定された崩壊機構と真の崩壊機構における SImの比較（3 層 1 スパン架構） 

対応する 

損傷状態 

視認に基づき想定した架構の崩壊機構 真の架構の崩壊機構 

ケース SIm 特徴区間（被災度） 特徴区間（被災度） SIm 

図 5.7（a） case1 95.0% A 区間（軽微） A 区間（軽微） 97.7%

図 5.7（b） case2 94.9% B 区間（小破） A 区間（軽微） 96.4%

図 5.7（c） case3 93.9% B 区間（小破） B 区間（小破） 94.2%

 

表 5.4 架構の特徴区間（被災度）を区分する SImの閾値（表 4.14 再掲） 

A－B 区間閾値 

（軽微－小破境界） 

B－C 区間閾値 

（小破－中破境界） 

C－D 区間閾値 

（中破－大破境界） 

95% 85% 65% 
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5.3.2 5 層 1 スパン架構 

 

 5 層 1 スパン架構に対する解析結果を用い，各部材の部材端部（材端）での損傷の進展状況の

うち，代表的なものを図 5.9 に示す。ここで，●はひび割れの発生を，●は降伏ヒンジの形成を

それぞれ意味する。また，図 5.5 の定義に基づき，解析結果における部材の変形量から区分した

損傷度を図 5.9 に併記する。 

 図 5.9 の部材の損傷の進展に基づき，被災現場で想定されうると本研究で設定した架構の崩壊

機構を図 5.10 に示す。この設定の主旨は以下の通りである。 

 

① 図 5.9（a）の場合，梁部材においては 5 層梁の右端までひび割れが生じているが，柱部材に

おいては 3 層の左柱柱頭には損傷が生じなく，また梁の材端に降伏ヒンジが形成されてな

いため，図 5.10 の「case1 あるいは case2」のような架構の崩壊機構が想定されると考えら

れる。 

② 図 5.9（b）の場合，全ての梁端部にひび割れが生じており，2 層梁の右端は降伏ヒンジを形

成している。しかし，5 層柱の柱頭には損傷が生じておらず，架構の崩壊機構を図 5.10 の

「case2，case3 あるいは case4」のように想定される可能性が高いと考えられる。 

③ 図 5.9（c）の場合，全ての部材の材端にひび割れが生じている中，2 層梁の両端，3 層梁及

び4層梁の右端には降伏ヒンジが形成されている。そのため，図5.10の「case4あるいは case5」

のような架構の崩壊機構が想定されると考えられる。 

④ 図 5.9（d）の場合，5 層梁の右端まで降伏ヒンジが進展しており，ここでは架構の崩壊機構

を図 5.10 の「case5」のように想定する可能性があると考えられる。 

⑤ 図 5.9（e）の場合，全ての梁部材の材端に降伏ヒンジが形成されており，ここからは架構の

崩壊機構を真の崩壊機構（図 5.2 の 5 層 1 スパン架構における真の崩壊機構，以下 case0 と

する）と想定する可能性が高いと考えられる。 
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図 5.9 5 層 1 スパン架構における各材端の損傷の進展 
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case1 case2 case3

case4 case5  

図 5.10 5 層 1 スパン架構の各材端の損傷により想定される崩壊機構 
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 5 層 1 スパン架構に対して，部材の損傷の進展に基づき想定した架構の崩壊機構（case1～case5）

における SIm の算定結果と真の崩壊機構の SIm の算定結果を表 5.5 に示して比較する。また，そ

れぞれの SIm の算定結果から判定した特徴区間（被災度）を表 5.5 に併記する。表 5.5 より，5 層

1 スパン架構においても，被災現場における調査者の視認により想定した架構の崩壊機構が真の

崩壊機構と異なるものであるにも関わらず，SIm の算定結果と特徴区間（被災度）の判定結果が

真の崩壊機構のそれと概ね一致していることが分かる。特に，梁の部材数をより多く数えるケー

スほど（例えば，case2 よりも case4），SIm の算定結果と特徴区間（被災度）の判定結果が真の崩

壊機構のそれと近似しているが分かる。 

 

表 5.5 想定された崩壊機構と真の崩壊機構における SImの比較（5 層 1 スパン架構） 

対応する 

損傷状態 

視認に基づき想定した架構の崩壊機構 真の架構の崩壊機構 

ケース SIm 特徴区間（被災度） 特徴区間（被災度） SIm 

図 5.9（a） 
case1 95.0% A 区間（軽微） 

A 区間（軽微） 98.2%
case2 96.1% A 区間（軽微） 

図 5.9（b） 

case2 94.9% B 区間（小破） 

A 区間（軽微） 97.2%case3 95.8% A 区間（軽微） 

case4 96.3% A 区間（軽微） 

図 5.9（c） 
case4 93.9% B 区間（小破） 

B 区間（小破） 94.8%
case5 94.5% B 区間（小破） 

図 5.9（d） case5 92.6% B 区間（小破） B 区間（小破） 92.7%
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5.3.3 7 層 1 スパン架構 

 

 7 層 1 スパン架構に対する解析結果を用い，各部材の端部（材端）における代表的な損傷の進

展を図 5.11 に示す。ここで，●はひび割れの発生を，●は降伏ヒンジの形成をそれぞれ意味する。

また，図 5.5 の定義に基づき，解析結果における部材の変形量から区分した損傷度を図 5.11 に併

記する。 

 図 5.11 の部材の損傷の進展に基づき，被災現場で想定されうると本研究で設定した架構の崩壊

機構を図 5.12 に示す。この設定の主旨は以下の通りである。 

 

① 図 5.11（a）の場合，梁部材においては 6 層梁の右端まで，柱部材においては 5 層の右柱柱

脚までひび割れが生じている。また，梁の材端に降伏ヒンジが形成されてないため，図 5.12

の「case1～case4」のような架構の崩壊機構が想定されうると考えられる。 

② 図 5.11（b）の場合，全ての部材の材端にひび割れが生じている中，2 層梁の両端及び 3 層

梁の右端は降伏ヒンジを形成している。そのため，図 5.12 の「case3～case7」のような架構

の崩壊機構が想定されうると考えられる。 

③ 図 5.11（c）の場合，5 層梁の右端まで降伏ヒンジが進展しているため，図 5.12 の「case5～

case7」のような架構の崩壊機構が想定される可能性が高いと考えられる。 

④ 図 5.11（d）の場合，6 層梁の右端まで降伏ヒンジが進展しており，ここでは架構の崩壊機

構を図 5.12 の「case6 あるいは case7」のように想定する可能性があると考えられる。 

⑤ 図 5.11（e）の場合，7 層梁の右端まで降伏ヒンジが進展していることより，架構の崩壊機

構を図 5.12 の「case7」のように想定する可能性があると考えられる。 

⑥ 図 5.11（f）の場合，全ての梁部材の材端に降伏ヒンジが形成されており，ここからは架構

の崩壊機構を真の崩壊機構（図 5.2 の 7 層 1 スパン架構における真の崩壊機構，以下 case0

とする）を想定する可能性が高いと考えられる。 
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図 5.11 7 層 1 スパン架構における各材端の損傷の進展 
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case1 case2 case3 case4

case5 case6 case7  
図 5.12 7 層 1 スパン架構の各材端の損傷により想定される崩壊機構 
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 7 層 1 スパン架構に対して，部材の損傷の進展に基づき想定した架構の崩壊機構（case1～case7）

における SIm の算定結果と真の崩壊機構の SIm の算定結果を表 5.6 に示して比較する。また，そ

れぞれの SIm の算定結果から判定した特徴区間（被災度）を表 5.6 に併記する。表 5.6 より，7 層

1 スパン架構においても，3 層 1 スパン架構及び 5 層 1 スパン架構と同様に，被災現場における調

査者の視認により想定した架構の崩壊機構が真の崩壊機構と異なるものであることにも関わらず，

SIm の算定結果と特徴区間（被災度）の判定結果が真の崩壊機構のそれと概ね一致していること

が分かる。また，梁の部材数をより多く数えるケースほど（例えば，case2 よりも case4），SIm の

算定結果と特徴区間（被災度）の判定結果が真の崩壊機構のそれにより近似しているが分かる。 

 

表 5.6 想定された崩壊機構と真の崩壊機構における SImの比較（7 層 1 スパン架構） 

対応する 

損傷状態 

視認に基づき想定した架構の崩壊機構 真の架構の崩壊機構 

ケース SIm 特徴区間（被災度） 特徴区間（被災度） SIm 

図 5.11（a） 

case1 95.0% A 区間（軽微） 

A 区間（軽微） 98.5%
case2 96.1% A 区間（軽微） 

case3 96.8% A 区間（軽微） 

case4 97.2% A 区間（軽微） 

図 5.11（b） 

case3 93.7% B 区間（小破） 

A 区間（軽微） 96.4%

case4 94.6% B 区間（小破） 

case5 95.2% A 区間（軽微） 

case6 95.7% A 区間（軽微） 

case7 96.0% A 区間（軽微） 

図 5.11（c） 

case5 93.2% B 区間（小破） 

B 区間（小破） 94.6%case6 93.8% B 区間（小破） 

case7 94.4% B 区間（小破） 

図 5.11（d） 
case6 92.2% B 区間（小破） 

B 区間（小破） 93.0%
case7 92.9% B 区間（小破） 

図 5.11（e） case7 92.0% B 区間（小破） B 区間（小破） 92.0%
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5.3.4 3 層 3 スパン架構 

 

 前述のとおり，3 層の多スパンモデルにおいては，大変形レベルで内側構面の 1 層及び 3 層の

柱頭に降伏ヒンジが形成され過崩壊機構となる架構であり（図 5.2 を参照），前者の 1 スパン架構

モデルとは異なり，大変形レベルにおいても，被災現場における調査結果に基づく崩壊機構を正

確に設定しづらい状況が想定される。そこで，3 層多スパン架構については，小変形レベルのみ

ならず，大変形領域においても，想定した崩壊機構と真の崩壊機構（以下，case0）との差異が SIm

の評価精度に与える影響について検討する。この際，様々な崩壊機構が想定されるが，本論文で

はまず梁崩壊型機構（以下，case1）及び 1 層の層崩壊型（以下，case2）と想定した場合について

検討する。 

 図 5.13 に 3 層 3 スパン架構における各材端の損傷の進展過程及びヒンジ箇所の損傷度を示す。

また，図 5.13 に併記している各部材の材端の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η，及び部材の曲

げ終局モーメントに基づき算定したエネルギー寄与係数 αを用い，式（5.3）から各崩壊機構（case0

～case1）における SIm を算定し，その結果を図 5.14 に示す。SIm の算定にあたり，最後までヒン

ジが形成されない材端の損傷度はすべてⅠとなっている。 
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図 5.13 3 層 3 スパン架構における各材端の損傷の進展過程 
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図 5.14 3 層 3 スパン架構の SIm 

 

 図 5.14 より，3 層 3 スパン架構モデルにおいて，case1 の SIm の算定結果は case0 のそれに近似

しているが，これは，case1 で考慮していない内側構面の 1 層及び 3 層の柱頭の損傷度が小さく，

また 1 層の柱頭のエネルギー寄与係数 αが小さいため，これらのヒンジ箇所の損傷が架構全体の

残存耐震性能に及ぼす影響が小さいことが原因であると考えられる。また，case2 の SIm において

は大変形になると，case0 の SIm とやや差が生じるが，これは大変形時でも隣接する柱と梁の損傷

度が近接し，また下層の部材の損傷が相対的に大きくなったためである。 
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5.3.5 3 層 5 スパン架構 

 

 図 5.15 に 3 層 5 スパン架構における各材端の損傷の進展過程及びヒンジ箇所の損傷度を示す。

また，図 5.15 に併記している各部材の材端の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η，及び部材の曲

げ終局モーメントに基づき算定したエネルギー寄与係数 αを用い，式（5.3）から各崩壊機構（case0

～case1）における SIm を算定し，その結果を図 5.16 に示す。SIm の算定にあたり，最後までヒン

ジが形成されない材端の損傷度はすべてⅠとなっている。 
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図 5.15 3 層 5 スパン架構における各材端の損傷の進展過程（続く） 
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図 5.15 3 層 5 スパン架構における各材端の損傷の進展過程 
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図 5.16 3 層 5 スパン架構の SIm 

 

 図 5.16 より，3 層 5 スパン架構モデルにおいても，case1 の SIm の算定結果は case0 のそれに近

似していることが分かる。これは，5.3.4 項の 3 層 3 スパン架構モデルと同様に，case1 で考慮し

ていない内側構面の 1 層及び 3 層の柱頭の損傷度が小さく，また 1 層の柱頭のエネルギー寄与係

数 α が小さいため，これらのヒンジ箇所の損傷が架構全体の残存耐震性能に及ぼす影響が小さい

ことが原因であると考えられる。また，case2 の SIm においては大変形になると，case0 の SIm と

差が生じており，その差異は 3 層 3 スパン架構モデルより大きくなった。これは，スパン数が多

くなると，比較的健全な（損傷度Ⅰ）外側構面の柱頭のヒンジ数が全体のヒンジ数に占める割合

が減少するためであると考えられる。 
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5.3.6 3 層 7 スパン架構 

 

 図 5.17 に 3 層 5 スパン架構における各材端の損傷の進展過程及びヒンジ箇所の損傷度を示す。

また，図 5.17 に併記している各部材の材端の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η，及び部材の曲

げ終局モーメントに基づき算定したエネルギー寄与係数 αを用い，式（5.3）から各崩壊機構（case0

～case1）における SIm を算定し，その結果を図 5.18 に示す。SIm の算定にあたり，最後までヒン

ジが形成されない材端の損傷度はすべてⅠとなっている。 
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図 5.17 3 層 7 スパン架構における各材端の損傷の進展過程（続く） 
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図 5.17 3 層 7 スパン架構における各材端の損傷の進展過程 
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図 5.18 3 層 7 スパン架構の SIm 

 

 図 5.18 より，3 層 7 スパン架構モデルにおいても，case1 の SIm の算定結果は case0 のそれに近

似していることが分かる。これは，上記の 3 層 3 スパン及び 5 スパン架構モデルと同様に，case1

で考慮していない内側構面の 1 層及び 3 層の柱頭の損傷度が小さく，また 1 層の柱頭のエネルギ

ー寄与係数 α が小さいため，これらのヒンジ箇所の損傷が架構全体の残存耐震性能に及ぼす影響

が小さいことが原因であると考えられる。また，case2 の SIm においては大変形になると，case0

の SIm と差が生じており，その傾向は 3 層 3 スパン架構モデルより激しくなった。これは，スパ

ン数が多くなると，比較的健全な（損傷度Ⅰ）外側構面の柱頭のヒンジ数が全体のヒンジ数に占

める割合が減少するためであると考えられる。 

 3 層 3 スパン，5 スパン及び 7 スパン架構モデルの検討結果より，大変形時でも隣接する柱と梁

の損傷度が近接し，また下層の部材の損傷が比較的大きくなったため，1 層での層崩壊型架構を

想定した場合においても，その SIm は小変形のみならず大変形時においても真の崩壊機構のそれ

に比べ大きな差異は見られなかったが，スパン数が増加すると，損傷が比較的小さい上層の影響

をより強く受けて，真の崩壊機構の SIm は増加するが，1 層の層崩壊型架構として算定した SIm

は低下するため，両者の差異が大きくなった。 
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5.4 調査可能な部材数の多少が SIm の評価結果に与える影響 

 

 地震被災現場での建築物の被害調査において，壁や天井などの非構造壁により，梁の損傷状態

が確認できない状況を想定し，本節では被災現場における調査可能な部材数（ヒンジ数）をパラ

メータとして，その数を変化させながら算定したそれぞれの SIm の値と降伏ヒンジを形成する（架

構の真の崩壊機構（図 5.2）における）全ての部材の損傷に基づき算定した SIm の値を比較し，被

災現場における調査部材数の多少が曲げ耐力法による SIm の評価結果に与える影響について検討

する。 

 前節（5.3 節）と同様に，式（5.3）を用いた架構の SIm の算定にあたり，部材（材端）の損傷

度に応じた耐震性能低減係数 ηは表 5.2 に，部材（材端）のエネルギー寄与係数 αは図 5.1 に示し

ている 1 層の柱に対する各層梁の曲げ終局モーメントの比に基づきそれぞれ算定する。 

 

5.4.1 3 層 1 スパン架構 

 

 地震により被災した RC 造建築物の損傷パタンは，様々な形式が考え得るが，一般的には 1 層

柱の損傷が最も大きくなると考えられる。また，地震被災現場で，建築物に対する被害調査を行

う際，1 層の損傷を確認することは比較的容易である。 

 そこで，1 層の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 3 層 1 ス

パン架構（3 層 1 スパン架構における case0）において，まず架構の 1 層柱の柱脚は必ず調査する

と仮定し，1 層柱の柱脚のみにより SIm を計算する場合を caseA とする。また，2 層の梁端から始

め，調査する梁のヒンジ数を徐々に変化させ，図 5.19 のようなケースを考える。 

 図 5.19 のような調査部材数（ヒンジ数）が異なる caseA～caseD における SIm の算定結果と，case0

の SIm の算定結果を図 5.20 に示す。図 5.20 より，調査部材数が最も多い caseD における SIm の算

定結果が case0 のそれとほぼ同じであり，他のケースにおける SIm の算定結果も case0 の SIm の算

定結果に近似ていることが分かる。これは，検討対象とした 3 層 1 スパン架構において，1 層柱

及び下層の梁の損傷が最も大きくなっており，これらの部材が架構の残存耐震性能の評価結果に

大きく影響したことであると考えられる。従って，このような 1 層の損傷が最も激しい架構にお

いては，可能な限り多くの部材を調査することを前提としながらもそれが困難である場合には，1

層の柱及び梁の一部の調査結果に基づき SIm を算定すれば，架構の残存耐震性能を概ね把握でき

ると考えられる。 
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図 5.19 3 層 1 スパン架構に対する調査部材数のケース 
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図 5.20 3 層 1 スパン架構における調査可能な部材数が SImの評価結果に与える影響 
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5.4.2 5 層 1 スパン架構 

 

 1 層の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 5 層 1 スパン架構

（5 層 1 スパン架構における case0）において，1 層柱の柱脚のみを調査した場合，及び 2 層の梁

端から始め梁ヒンジの調査数をパラメータとしたケースを図 5.21 に示す。 

 

caseA caseB caseC

caseD caseE caseF  
図 5.21 5 層 1 スパン架構に対する調査部材数のケース 
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 図 5.21 のような調査部材数（ヒンジ数）が異なる caseA～caseF における SIm の算定結果と，case0

の SIm の算定結果を図 5.22 に示す。図 5.22 より，調査部材数が最も多い caseF における SIm の算

定結果が case0 のそれとほぼ同じであるが，他のケースにおける SIm の算定結果は case0 の SIm の

算定結果をやや下回っている。これは，5 層 1 スパン架構において，1 層柱の損傷が梁より大きく

なっており，耐震性能が多く残存している梁の調査数が増加するほど，架構の残存耐震性能が大

きく評価されるものであると考えられる。従って，やはり可能な限り多くの部材を調査すること

を前提としながらもそれが困難である場合には，1 層の柱及び梁の一部の調査結果に基づき SIm

を算定すれば，架構の残存耐震性能をやや保守的に評価できると考えられる。 
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図 5.22 5 層 1 スパン架構における調査可能な部材数が SImの評価結果に与える影響 
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5.4.3 7 層 1 スパン架構 

 

 1 層の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 7 層 1 スパン架構

（7 層 1 スパン架構における case0）において，1 層柱の柱脚のみを調査した場合，及び 2 層の梁

端から始め梁ヒンジの調査数をパラメータとしたケースを図 5.23 に示す。 

 

caseA caseB caseC

caseD caseE caseF  
図 5.23 7 層 1 スパン架構に対する調査部材数のケース 
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 図 5.23 のような調査部材数（ヒンジ数）が異なる caseA～caseF における SIm の算定結果と，case0

の SIm の算定結果を図 5.24 に示す。図 5.24 より，調査部材数が最も多い caseF における SIm の算

定結果が case0 のそれとほぼ同じであるが，他のケースにおける SIm の算定結果は case0 の SIm の

算定結果をやや下回っている。これは，7 層 1 スパン架構において，1 層柱の損傷が梁より大きく

なっており，耐震性能が多く残存している梁の調査数が増加するほど，架構の残存耐震性能が大

きく評価されるものであると考えられる。この結果より，従って，ここまで述べてきた建物モデ

ルの場合と同様，可能な限り多くの部材を調査することを前提としながらもそれが困難である場

合には，1 層の柱及び梁の一部の調査結果に基づき SIm を算定すれば，架構の残存耐震性能をや

や保守的に評価できると考えられる。 
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図 5.24 7 層 1 スパン架構における調査可能な部材数が SImの評価結果に与える影響 
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5.4.4 3 層 3 スパン架構 

 

 3 層多スパン架構においては，まず 1 層の柱脚のみが調査できた場合を caseA，2 層梁まで調査

できた場合を caseB，3 層梁まで調査できた場合を caseC として，それぞれの SIm と真の崩壊機構

（case0）の SIm を比較する。 

 まず，3 層 3 スパン架構における case0，caseA～caseC の SIm の算定結果を図 5.25 に示す。図

5.25 より，被災現場において調査可能な部材数が多くなるほど，当然ながら SIm の正解値に近似

した。そのうち，2 層梁まで調査できた場合を想定する caseB の SIm の算定結果に着目すると，

被災現場で調査可能な部材数が限られている場合，第 1 層の柱と第 2 層梁の損傷を確認し SIm を

算定することでおよそ架構の残存耐震性能が評価できると考えられる。 
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図 5.25 3 層 3 スパン架構における調査可能な部材数が SImの評価結果に与える影響 
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5.4.5 3 層 5 スパン架構 

 

 3 層 5 スパン架構における case0，caseA～caseC の SIm の算定結果を図 5.26 に示す。図 5.26 よ

り，上記の 3 層 3 スパン架構における検討結果と同様に，被災現場において調査可能な部材数が

多くなるほど，当然ながら SIm の正解値に近似した。また，この架構でも，第 1 層の柱と第 2 層

梁の損傷を確認し SIm を算定することでおよそ架構の残存耐震性能が評価できることを示した。 
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図 5.26 3 層 5 スパン架構における調査可能な部材数が SImの評価結果に与える影響 
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5.4.6 3 層 7 スパン架構 

 

 3 層 7 スパン架構における case0，caseA～caseC の SIm の算定結果を図 5.27 に示す。図 5.27 よ

り，被災現場において調査可能な部材数が多くなるほど，当然ながら SIm の正解値に近似するこ

と，及び，被災現場で調査可能な部材数が限られている場合，第 1 層の柱と第 2 層梁の損傷を確

認し SIm を算定することでおよそ架構の残存耐震性能が評価できることが分かった。 

 上記の 3 層 3 スパン，5 スパンの検討結果を加えて考えると，本論文で対象としている 7 層程

度の建物において，調査可能な部材数が限られる場合は，まず第 1 層の柱と第 2 層梁の損傷を確

認し SIm を算定することでおよそ架構の残存耐震性能が評価できると考えられる。 

 

0 1 2 3 4
0

20

40

60

80

100

 case0
 caseA
 caseB
 caseC

SI
m（

％
）

1層の層間変形角 (%)  
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5.5 まとめ 

 

 本章では，地震被災現場において，部材に表出する損傷に基づき架構の真の崩壊機構を想定す

ることが困難であり，また壁や天井などにより梁の損傷状態を確認できないことが予想されるた

め，層数及びスパン数をパラメータとした多層骨組（1 スパン 3 層，5 層，7 層及び 3 層 3 スパン，

5 スパン，7 スパン骨組）の静的荷重漸増解析を行い，「被災現場における調査者の視認結果に基

づき想定された崩壊機構と真の崩壊機構との差異」，及び，「被災現場における調査可能な部材数

の多少」が曲げ耐力法による SIm の評価精度に与える影響についてそれぞれ検討した。本章から

得られた知見を以下に示す。 

 

1) 第 1 層の柱脚及び各層の梁端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 1 スパン架構モ

デルにおいては，軽微～小破の小変形領域で隣接する柱と梁の損傷度が近接することにより，

潜在的なヒンジ位置を正しく設定しにくいために，視認により想定した架構の崩壊機と真の

崩壊機構に差異が生じやすいが，それぞれの SIm の算定結果は真の崩壊機構のそれに近似し，

架構の被災度区分判定結果にもほとんど影響を与えなかった。 

2) 3 層 3 スパン架構モデルにおいては，大変形時でも隣接する柱と梁の損傷度が近接し，また下

層の部材の損傷が比較的大きくなったため，1 層での層崩壊型架構を想定した場合においても，

その SIm は小変形のみならず大変形時においても真の崩壊機構のそれに比べ大きな差異は見

られなかった。しかし，3 層架構においてスパン数が増加すると，損傷が比較的小さい上層の

影響をより強く受けて，真の崩壊機構の SIm は増加するが，1 層の層崩壊型架構として算定し

た SIm は低下するため，両者の差異が大きくなった。 

3) いずれの架構モデルにおいても，被災現場において調査可能な部材数が多くなるほど，当然

ながら SIm の正解値に漸近したが，本検討対象のように 7 層程度の建物において調査可能な

部材数が極めて限られる場合は，まず第 1 層の柱と第 2 層梁の損傷を確認し SIm を算定する

ことでおよそ架構の残存耐震性能が評価できることを示した。 

 

 本章では，典型的な梁降伏架構モデル（即ち，1 層の柱脚および各層の梁端部に降伏ヒンジが

形成する架構モデル）を主対象として解析検討を行い，SIm の曲げ耐力法の適用性について検討

した。しかしながら，実際の建物では 1 層の柱脚または上層の梁端部に降伏ヒンジが形成しない

場合が多いため，このような架構モデルについては今後更なる検討を行う予定である。 
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6. 結論 
 

 本研究では，現在の RC 造構造設計の主流である梁降伏型 RC 造建物を主対象に，地震により被

災した同種建物における定量的な残存耐震性能評価手法の開発を目的として，1 層と 2 層の梁降

伏型 RC 造架構の静的載荷実験及び多層骨組の静的荷重増分解析を行い，理論的な分析を経て被

災現場への適用を意識した残存耐震性能評価手法の提案を行った。以下に，本論文における各章

から得られた知見を章ごとに纏めて示す。 

 

 第 1 章「序論」では，近年の被害地震において見られた震動被害を防ぐためには，耐震補強な

ど建物の耐震性能を向上させる震前対策が最も重要であるが，不幸にも被害が生じた場合に速や

かな復旧・復興へ導くには，復旧の要否とその程度を判定するための建物の定量的な残存耐震性

能評価に基づいた被災度区分判定手法が重要であることを述べた。また，現在の構造設計では梁

降伏型の設計思想が主流であり，更に同種建物の地震被害事例が報告されているにも拘わらず，

その残存耐震性能評価手法が明確に定められていない問題点を指摘し，本研究の必要性を述べた。 

 

 第 2 章「水平部材を含む架構全体の耐震性能残存率 SIm の提案」では，架構のエネルギー吸収

能力に基づいた残存耐震性能評価手法を提案した。まず，架構全体の水平抵抗がその最大水平耐

力のある割合に低下する点を安全限界として定め，安全限界までの架構のエネルギー吸収能力の

残存度合に基づき，残存耐震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm の理論解を定義し，また軽微

～倒壊の被災度と対応する概念である「特徴区間」を定義した。その後，地震被災現場への適用

を意図し，部材の損傷量により架構のエネルギー吸収量を推定可能な架構の残存耐震性能の簡易

評価法（曲げ耐力法）を提案したうえ，曲げ耐力法の適用に際して必要となるパラメータ，即ち

ヒンジ部位の損傷度に応じた耐震性能低減係数 η，及び η に対する重み付け係数となるヒンジ部

位のエネルギー寄与係数 αの評価法について検討した。本章で得られた知見を以下に示す。 

 

1) 既往の研究事例を参考に，架構の水平抵抗がその最大水平耐力の 80%に低下する時を安全限

界として定め，架構の残存耐震性能を表す全架構耐震性能残存率 SIm の「理論解」を，架構

の安全限界までのエネルギー吸収能力に対する地震後のエネルギー吸収能力の比として定義

した。 

2) 梁降伏型 RC 造架構を対象に，ひび割れや降伏による剛性変化などに基づき被災度を表す A～

E の五つの区間で区分される「特徴区間」を定義したうえ，従来の軽微～倒壊の被災度とそれ

ぞれ概ね対応することを確認した。また，簡単な復元力モデルを用いてその特徴区間を区分

する SIm の閾値について議論した。 

3) 被災現場への適用を目的として，部材に表出する最大残留ひび割れなどの損傷程度及びこれ

から降伏ヒンジ部位の耐震性能低減係数 η を算定し，更にある基準となるヒンジ部位に対す

る各ヒンジ部位のエネルギー吸収能力の比で定義されるエネルギー寄与係数 α を，ヒンジ部
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位の曲げ終局モーメントの比に基づき略算することにより，SIm を簡易に算定可能とするよう

な「曲げ耐力法」を提案した。その際，柱の柱脚及び柱頭に降伏ヒンジが形成される層崩壊

型架構，あるいは第 1 層柱の柱脚及び各層梁の両端に降伏ヒンジが形成される全体崩壊型架

構の崩壊機構を想定し，エネルギーがすべてヒンジ位置で吸収されると仮定した。 

4) 曲げ耐力法による SIm の算定に当り，まず梁部材の力学性状の変化に基づいた損傷度の区分

方法を定義したうえ，その損傷度に応じた η の評価法を示した。また，ヒンジ部位のエネル

ギー吸収能力に基づき定義された α について，ヒンジ部位の曲げ終局モーメントに基づく略

算法を提案した。 

 

 第 3 章「梁降伏型 RC 造 1 層架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価」では，梁

降伏型 1 層の純フレーム架構及び非構造壁を有する架構による既往の静的載荷実験結果を用いて，

曲げ耐力法の適用性及び妥当性について検討した。本章ではまず，曲げ耐力法による SIm の算定

にあたり主要パラメータとなるヒンジ部位の耐震性能低減係数 ηとエネルギー寄与係数 αを本実

験結果から算定した。その後，試験体における曲げ耐力法による SIm とその理論解を算定し，両

者の比較により曲げ耐力法の適用性及び妥当性を議論した。本章で得られた知見を以下に示す。 

 

1) 第 2 章で定義した梁部材の力学性状の変化に基づく損傷度と目視可能な損傷量である最大残

留ひび割れ幅との関係より，そのひび割れ幅に基づくⅠ～Ⅴの損傷度を新たに定義したうえ，

前章で定義した部材の η の評価法に基づき，その損傷度に応じた梁の η を算定した。その結

果，目視可能な損傷に基づき定義した梁の損傷度は柱のそれと大きな差はなく，梁の η が柱

の η よりも大きめに評価されることで，梁部材の損傷度区分についての現行の被災度区分判

定基準に記載されている「若干緩やかに柱の基準を準用する（同じひび割れ幅に対する損傷

度を 1 レベル小さく評価するなどの意図と思われる）」ことと整合した。 

2) ヒンジ部位のエネルギー吸収能力に基づき算定した α の精算値と曲げ終局モーメントに基づ

き算定した αの略算値を比較し，両者が概ね一致していることを確認した。このことにより，

ヒンジ部位の曲げ終局モーメントから αを簡易に評価することが可能となった。 

3) 純フレーム架構試験体において，曲げ耐力法による SIm の算定結果が理論解によるそれに比

べ，やや小さい値を示したが，その差異は僅かであり，両者は概ね近似していることが分か

った。本試験体においては，被災現場で SIm の曲げ耐力法により架構の残存耐震性能が保守

的ではあるが精度よく評価できた。 

4) 非構造壁付試験体においては，加力途中に非構造壁と柱の接触により架構の耐力が上昇する

挙動を示した。SIm の曲げ耐力法ではその影響を考慮していないため，曲げ耐力法による SIm

の算定結果は理論解によるそれを下回った。また，最大残留ひび割れ幅に基づいた損傷度を

定義した上記 3）の試験体に比べ，本試験体の梁せいは 1.7 倍程度であるため，表出する損傷

（ひび割れ幅）も相応に大きくなり，3）の試験体よりも過大に損傷度を評価している可能性

があり，その影響については更なる検証が必要である。 
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 第 4 章「梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の静的載荷実験及び曲げ耐力法による SIm の評価」では，

梁降伏型 RC 造 2 層架構試験体 3 体の静的載荷実験を実施し，曲げ耐力法の多層架構への適用性

及び妥当性について検討した。本章では，①部材の曲げ終局モーメントの比，即ちエネルギー寄

与係数 αを各試験体で異なるように設定し，これが SIm の評価精度に与える影響，及び②スリッ

ト付壁を設置し，最大耐力発生時の変形角を変化させることが，被災度を区分する SIm の閾値に

与える影響，をそれぞれ検討した。また検討に先立ち，第 3 章と同様な検討を行い，損傷度に応

じた梁の η及びヒンジ部位 αの評価法の妥当性について確認した。本章で得られた知見を以下に

示す。 

 

1) 梁部材の最大残留ひび割れ幅に基づきその損傷度を区分し，損傷度に応じた梁の η を算定し

た結果，第 3 章での検討結果と大きな差異は見られなかった。 

2) αの精算値と略算値を比較した結果，両者が概ね一致しており，多層架構においても，ヒンジ

部位の曲げ終局モーメントから αを簡易に評価可能であることが確認できた。 

3) αの異なる試験体を対象に，曲げ耐力法による SIm の算定結果と理論解によるそれを比較した

結果，いずれの試験体においても，曲げ耐力法による SIm の算定結果がやや小さいものの，α

が適切に精算値を評価していれば両者が概ね一致することが確認できた。 

4) 安全限界変形はほぼ等しいものの非構造壁の有無により最大耐力の発生時の変形が異なる試

験体を対象に，各被災度を区分する SIm の閾値を検討したところ，最大耐力発生時の変形が

より大きい非構造壁を有する試験体に対して，非構造壁がない試験体では中破～大破相当の

境界値は 20%程度大きかった。 

5) 第 3 章及び既往の実験結果を加えて特徴区間を区分する SIm の閾値について検討した結果，

軽微～小破相当の境界値は 95%，小破～中破相当の境界値は 85%及び中破～大破相当の境界

値は 65%となり，現行の被災度区分判定基準に定められている耐震性能残存率 R の区分とほ

ぼ等しい値であった。 

 

 第 5 章「異なる崩壊機構の想定が多層骨組の SIm の評価結果に与える影響」では，地震被災現

場において，部材に表出する損傷に基づき架構の真の崩壊機構を想定することが困難であり，ま

た壁や天井などにより梁の損傷状態を確認できないことを予想して，層数及びスパン数をパラメ

ータとした多層骨組（1 スパン 3 層，5 層，7 層及び 3 層 3 スパン，5 スパン，7 スパン骨組）の

静的荷重漸増解析を行い，「被災現場における調査者の視認結果に基づき想定された崩壊機構と真

の崩壊機構との差異」，及び「被災現場における調査可能な部材数の多少」が，曲げ耐力法による

SIm の評価精度に与える影響についてそれぞれ検討した。 

 

1) 第 1 層の柱脚及び各層の梁端に降伏ヒンジが形成され架構の崩壊機構に至る 1 スパン架構モ

デルにおいては，軽微～小破の小変形領域では隣接する柱と梁の損傷度が近接することによ

り，潜在的なヒンジ位置を正しく設定しにくいために，視認により想定した架構の崩壊機と
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真の崩壊機構に差異が生じやすいが，それぞれの SIm の算定結果は真の崩壊機構のそれに近

似し，架構の被災度区分判定結果にもほとんど影響を与えなかった。 

2) 3 層 3 スパン架構モデルにおいては，大変形時でも隣接する柱と梁の損傷度が近接し，また下

層の部材の損傷が比較的大きくなったため，1 層での層崩壊型架構を想定した場合においても，

その SIm は小変形のみならず大変形時においても真の崩壊機構のそれに比べ大きな差異は見

られなかった。しかし，スパン数が増加すると，損傷が比較的小さい上層の影響をより強く

受けて，真の崩壊機構の SIm は増加するが，1 層の層崩壊型架構として算定した SIm は低下す

るため，両者の差異が大きくなった。 

3) いずれの架構モデルにおいても，被災現場において調査可能な部材数が多くなるほど，当然

ながら SIm の正解値に漸近したが，調査可能な部材数が限られる場合は，本検討対象のよう

な 7 層程度までであれば，まず第 1 層の柱と第 2 層梁の損傷を確認し SIm を算定することで

およそ架構の残存耐震性能が評価できることを示した。 

 

 第 6 章「結論」は本章であり，本論文で得られた成果と今後の課題について取り纏めた。 

 

 以上のように，本論文は，梁降伏型 RC 造建物及び層崩壊型 RC 造建物の残存耐震性能評価手法

を提案し，実験及び解析結果に基づきその適用性及び妥当性について検討・検証を行ったもので

あり，今後の地震による被災建物の復旧に資する基礎データを提供するものと考えられる。一方，

本研究で十分明確にされてない部材損傷に及ぼす寸法の影響については引き続き検討する必要が

ある。 
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付 1.1 算定概要 

 

 本論文の第 4 章では，地震被災現場で曲げ耐力法による SIm の算定結果に基づき，容易に架構

の被災度（特徴区間）を判定することを考慮し，特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値の設

定について検討している。その際，本論文に言及した架構の実験結果のみならず，より多い実験

データを適用し SIm の閾値を設定した場合，その結果がより高い汎用性があると考え，ここでは

東京大学生産技術研究所中埜研究室で実施した既往の静的載荷実験結果（BFFB 試験体（柔梁純

架構試験体）及び BFRB 試験体（剛梁純架構試験体））[付 1.1]を加えて，SIm の閾値を算定すること

とする。 

 まず，実験結果を用い，第 2 章で提案した付式（1.1）に基づき SIm の理論解を算定する。そし

て，付表 1.1 の定義に基づき架構の特徴区間（被災度）を区分し，SIm の理論解との関係から，特

徴区間を区分する SIm の閾値を求める。BFFB 試験体及び BFRB 試験体における特徴区間を区分

する SIm の閾値を，付 1.2 及び付 1.3 にそれぞれ示す。 
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[式(2.5)再掲]

 ここで， 

Ed,i ：最大応答変形後の除荷時変位までの部材 i のエネルギー吸収量 

E*
u,i ：架構の水平耐力が最大耐力の 80％低下時まで部材 i が吸収したエネルギー量 

 

付表 1.1 架構の特徴区間（被災度）の定義（表 2.2 再掲） 

特徴区間 定義 

A 区間 
ひび割れ点を超えた部材が生じてから 

降伏点を超えた部材が生じるまでの区間 

B 区間 
降伏ヒンジが架構内各所に進展し， 

崩壊機構形成に至るまでの区間 

C 区間 架構が最大水平耐力に至るまでの区間 

D 区間 
耐力低下域に入り，「架構」の水平抵抗が 

最大水平耐力の 80％低下時に至るまでの区間 

E 区間 水平抵抗能力を喪失するまでの区間 

 

  



付録 1 特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値の算定例
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付 1.2 BFFB 試験体（柔梁純架構試験体）[付 1.1] 

 

 
付写真 1.1 BFFB 試験体の全景[付 1.1] 

 

 
付図 1.1 BFFB 試験体の荷重－変形関係[付 1.1] 
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付録 1 特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値の算定例

 

 

 
 付 1-3

 

 
付図 1.2 BFFB 試験体の SIm の理論解と特徴区間の関係 

 

付表 1.2 BFFB 試験体の特徴区間を区分する SIm の閾値 

A－B 区間閾値 

（軽微－小破境界） 

B－C 区間閾値 

（小破－中破境界） 

C－D 区間閾値 

（中破－大破境界） 

96% 91% 58% 
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付録 1 特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値の算定例
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付 1.3 BFRB 試験体（剛梁純架構試験体）[付 1.1] 

 

 
付写真 1.2 BFRB 試験体の全景[付 1.1] 

 

 
付図 1.3 BFRB 試験体の荷重－変形関係[付 1.1] 
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付録 1 特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値の算定例
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付図 1.4 BFRB 試験体の SIm の理論解と特徴区間の関係 

 

付表 1.3 BFRB 試験体の特徴区間を区分する SIm の閾値 

A－B 区間閾値 

（軽微－小破境界） 

B－C 区間閾値 

（小破－中破境界） 

C－D 区間閾値 

（中破－大破境界） 

93% 86% 56% 
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付録 1 特徴区間（被災度）を区分する SIm の閾値の算定例
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付録 2 

梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅
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付 2.2 ひび割れ幅の計測手順 

 

 1 層の層間変形角 R1=0.0625，0.125，0.25，3.0%においてはそれぞれ 1 サイクルずつ，R1=0.5，

1.0，1.5，2.0%においてはそれぞれ 2 サイクルずつ加力した。R1 によって加力サイクル数異なる

ため，ひび割れ計測の手順も差異があり，以下にそれぞれのケースについて，R1=0.0625%及び

R1=0.5%時を例として，ひび割れ計測の手順を示す。 

 

 加力サイクル数が 1 サイクルの場合（R1=0.0625，0.125，0.25，3.0%） 

(1) R1=+0.0625%の第 1 サイクル 

 

ピーク時のひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 ➠ 青色マジックでトレース，ひび割れ図作成 

② ひび割れ図のコーピ 

③ 全てのひび割れ（初期ひび割れを含む）幅測定 

④ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

除荷時残留ひび割れ 

① 全てのひび割れ観察  

② 全てのひび割れ幅測定 

③ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

(2) R1=-0.0625%の第 1 サイクル 

 

ピーク時のひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 ➠ 赤色マジックでトレース，ひび割れ図作成 

② ひび割れ図のコーピ 

③ 全てのひび割れ幅測定  

④ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

除荷時残留ひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 

② 全てのひび割れ幅測定 

④ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  
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 加力サイクル数が 2 サイクルの場合（R1=0.5，1.0，1.5，2.0%） 

(1) R1=+0.5%の第 1 サイクル 

 

ピーク時のひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 ➠ 青色マジックでトレース，ひび割れ図作成 

② ひび割れ図のコーピ 

③ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

除荷時残留ひび割れ 

① 全てのひび割れ観察  

② 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

(2) R1=-0.5%の第 1 サイクル 

 

ピーク時のひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 ➠ 赤色マジックでトレース，ひび割れ図作成 

② ひび割れ図のコーピ 

③ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

除荷時残留ひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 

② 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚) 

 

(3) R1=+0.5%の第 2 サイクル 

 

ピーク時のひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 ➠ 青色マジックでトレース，ひび割れ図作成 

② ひび割れ図のコーピ 

③ 全てのひび割れ（初期ひび割れを含む）幅測定  

④ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

除荷時残留ひび割れ 

① 全てのひび割れ観察  

② 全てのひび割れ幅測定 

③ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  
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(4) R1=-0.5%の第 2 サイクル 

 

ピーク時のひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 ➠ 赤色マジックでトレース，ひび割れ図作成 

② ひび割れ図のコーピ 

③ 全てのひび割れ幅測定  

④ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚)  

 

除荷時残留ひび割れ 

① 全てのひび割れ観察 

② 全てのひび割れ幅測定 

④ 看板用意 ➠ フレーム全体写真(正面 2 枚) 
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付 2.3 2SH-07-07 試験体 

 

 付図 2.2（a）～（p）に各 1 層の層間変形角 R1の最終加力サイクルにおける 2SH-07-07 試験体

に生じた残留ひび割れ幅をひび割れ図と一緒に示す。 

 

（a）R1＝+0.0625%の 1 サイクル目 （b）R1＝-0.0625%の 1 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅
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（c）R1＝+0.125%の 1 サイクル目 （d）R1＝-0.125%の 1 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅
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（e）R1＝+0.25%の 1 サイクル目 （f）R1＝-0.25%の 1 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 

 

 

 

 

 

 

0.01 0.03 0.01 0.01 0

0.01

0.04 0.03 0.01 0.01 0

0

0.02

0

0

0.01

0

0.04

00.04 0.01 0.01 0.01 0.01 0

0

00.03 0.03 0 0

0.03

0

0.01

0

0

0.02

0.01



付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅
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（g）R1＝+0.5%の 2 サイクル目 （h）R1＝-0.5%の 2 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅
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（i）R1＝+1.0%の 2 サイクル目 （j）R1＝-1.0%の 2 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅
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（k）R1＝+1.5%の 2 サイクル目 （l）R1＝-1.5%の 2 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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（m）R1＝+2.0%の 2 サイクル目 （n）R1＝-2.0%の 2 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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（o）R1＝+3.0%の 1 サイクル目 （p）R1＝-3.0%の 1 サイクル目 

付図 2.2 2SH-07-07 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-13

付 2.4 2SH-10-05 試験体 

 

 付図 2.3（a）～（p）に各 1 層の層間変形角 R1の最終加力サイクルにおける 2SH-10-05 試験体

に生じた残留ひび割れ幅をひび割れ図と一緒に示す。 

 

（a）R1＝+0.0625%の 1 サイクル目 （b）R1＝-0.0625%の 1 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-14

 

 

（c）R1＝+0.125%の 1 サイクル目 （d）R1＝-0.125%の 1 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-15

 

 

（e）R1＝+0.25%の 1 サイクル目 （f）R1＝-0.25%の 1 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-16

 

 

（g）R1＝+0.5%の 2 サイクル目 （h）R1＝-0.5%の 2 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-17

 

 

（i）R1＝+1.0%の 2 サイクル目 （j）R1＝-1.0%の 2 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-18

 

 

（k）R1＝+1.5%の 2 サイクル目 （l）R1＝-1.5%の 2 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 

 

 

 

 

 

 

1.8 1.5 0.06 0.02 0.06 0.02

0.02

0.02

1.7 0.7 0.06 0 0.080 0.04 0.03

00.01

0.04

0.02

0.01

0
0.01

0.6
0.04

0.5

0.65 0 0.06 0

0.03

0.6

0.5

0.03

0.03

0.02

0.45

0.04

0

0
0.01

0

0.1

0.06

0.03

0.03

0

0

0

0.08

0

0.15

0.32.1 0.08 0 0.06 0

0.03

0.01

0.06

1.61.9 0.1 0.040.1 0.06 0.06

0.04

0.8

0.8

0.04

0.04

0

0.04

0.04

0.08

0

0.04

0.04

0.3

0.55
0.08

0

0.08 0.06 0.03 0.01 0.03 0

0.01

0
0.06

0.2

0.08

0.04

0.04

0.03

0.01

0.06

0.03

0.1

0.06

0.04

0.4 0

0.08

0



付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-19

 

 

（m）R1＝+2.0%の 2 サイクル目 （n）R1＝-2.0%の 2 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-20

 

 

（o）R1＝+3.0%の 1 サイクル目 （p）R1＝-3.0%の 1 サイクル目 

付図 2.3 2SH-10-05 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-21

付 2.5 2SH-07-07-W 試験体 

 

 付図 2.4（a）～（p）に各 1 層の層間変形角 R1の最終加力サイクルにおける 2SH-07-07-W 試験

体に生じた残留ひび割れ幅をひび割れ図と一緒に示す。 

 

（a）R1＝+0.0625%の 1 サイクル目 （b）R1＝-0.0625%の 1 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-22

 

 

（c）R1＝+0.125%の 1 サイクル目 （d）R1＝-0.125%の 1 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-23

 

 

（e）R1＝+0.25%の 1 サイクル目 （f）R1＝-0.25%の 1 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-24

 

 

（g）R1＝+0.5%の 2 サイクル目 （h）R1＝-0.5%の 2 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-25

 

 

（i）R1＝+1.0%の 2 サイクル目 （j）R1＝-1.0%の 2 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-26

 

 

（k）R1＝+1.5%の 2 サイクル目 （l）R1＝-1.5%の 2 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-27

 

 

（m）R1＝+2.0%の 2 サイクル目 （n）R1＝-2.0%の 2 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果（続く） 
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付録 2 梁降伏型 RC 造 2 層 F 型架構の残留ひび割れ幅

 

 

 
 付 2-28

 

 

（o）R1＝+3.0%の 1 サイクル目 （p）R1＝-3.0%の 1 サイクル目 

付図 2.4 2SH-07-07-W 試験体における残留ひび割れ幅の測定結果 
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 １

質疑・回答 

 

 

【質疑 1】現行の「被災度区分判定基準」において，建物の残存耐震性能を表す耐震性能残存率 R

は被災前後の構造耐震指標 Is の比率で定義されているが，なぜそれが軽微～大破・倒壊の被災度

と対応するのか？例えば，Is が 0.3 の建物が地震後に 0.2 となった場合，この建物は R の算定まで

もなくすぐ壊れるもの（即ち，大破または倒壊）ではないのか？（高田先生） 

【回答 1】現行の「被災度区分判定基準」では，1978 年宮城県沖地震に際して定められた被災度

の定義により調査者の工学的判断に基づいて判定された被災度区分に基づき，耐震性能残存率 R

の閾値を設定しているが，これらの関係は地震動の強さと建物の強さのマトリクスで考えないと

いけない。R 値の大小が建物の性能の大小を意味するものではない。 

 

【質疑 2】本論文で提案した SIm の簡易評価法を被災現場へ適用する場合，必要な情報（例えば，

建物の設計図面など）は何があるか？また，簡易評価法に基づいた建物の残存耐震性能評価にか

かる時間はどのぐらいか？（高田先生） 

【回答 2】被災現場で簡易評価法により SIm を算定するためには，部材の耐震性能低減係数 η と

エネルギー寄与係数 α が必要である。η は部材の損傷度に応じて設定されたものであるため，部

材の損傷量（最大残留ひび割れ幅）を計測する必要がある。また，α は部材の曲げ降伏モーメン

トの比から求めるものであるため，建物の配筋などの情報が記載されている図面も必要である。 

 建物の残存耐震性能評価に必要な時間は，所有者の要望に応じて異なる。例えば，全ての部材

を詳細に調査してより正確な評価結果を求めたい場合は，1 日～2 日間程度かかると考えられる。 

 

【質疑 3】被災現場において，潜在的なヒンジ箇所を想定することは難しいと考えられ，建物の

真の崩壊機構を特定する際間違いが生じやすいが，このようなことが起こらないための方法は考

えているのか？（塩原先生） 

【回答 3】部材の損傷が小さい場合（即ち，被害が小さい場合），潜在的なヒンジ箇所を想定する

ことが困難であり，建物の真の崩壊機構を間違う可能性が高いが，この場合は部材の損傷がそも

そも小さいため，SIm の評価結果の精度に与える影響が小さいと考えられる。 

 

【質疑 4】第 5 章の解析検討では，1 層の柱脚および各層の梁端部に降伏ヒンジが形成する架構モ

デルを想定したが，実際の建物では 1 層の柱脚または上層の梁端部に降伏ヒンジが形成しない場

合が多い。このような架構への本提案手法の適用性はどうなっているのか？（塩原先生，楠先生） 

【回答 4】本論文では，典型的な梁降伏架構モデル（即ち，1 層の柱脚および各層の梁端部に降伏

ヒンジが形成する架構モデル）を主対象として解析検討を行い，本提案手法の適用性および妥当

性について検討を行った。今後，1 層の柱脚または上層の梁端部に降伏ヒンジが形成しない架構

モデルについて検討を行いたいと思い，今後の課題として挙げた。 
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【質疑 5】本研究で提案した SIm の適用性を支えることにも関わると思うので，実際の被災建物

への適用を試みると良いと思う。これについてはどう考えているか？（塩原先生，長井先生） 

【回答 5】1995 年阪神淡路地震および 2011 年東北地方太平洋沖地震などにより被災した建物の資

料に基づき，実際の被災建物への適用を進めて行きたいと思う。地震により被災した梁降伏型 RC

造建物について詳細な損傷量計測を行った資料が少ないため，今後の地震被害調査では工夫をし

てそれに対する情報（損傷量データ）を収集する予定である。 

 

【質疑 6】数日前取り壊した学校建物を例とした場合，SIm の簡易評価法に基づいた建物の残存耐

震性能評価にかかる時間は一日以上であると考えられるため，部材損傷の計測においてより簡便

な方法を考えるべきであるが，これについては特に考えているか？（楠先生） 

【回答 6】天井を剥がして全ての梁部材の損傷量を計測することができたとしても，梁部材が高

い位置にあるため，損傷量計測に長時間が必要である可能性もある。これについて，層あるいは

部材の残留変形（特に損傷が大きい時）を相互的に比較することより，部材の損傷をより簡便に

計測あるいは判断できるのではないかと考えた。 

 

【質疑 7】本研究における架構試験体と比べ，実際の建物には非構造壁が数多く設置されている

と思うが，非構造壁が建物の残存耐震性能（即ち，SIm）に及ぼす影響についてはどう取り扱うか？

（長井先生） 

【回答 7】第 3 章の梁降伏型 RC 造 1 層実大試験体である 1SF 試験体の実験結果より，非構造壁

と柱の接触より架構の最大水平耐力到達点に応じた層間変形角が大きくなり，結果的には架構の

安全限界までの変形能力が大きくなる現象を確認できた。また，層間変形角が 3％になると柱頭

にも降伏ヒンジが生じて，架構が過崩壊機構となることも分かった。そのため SIm の算定におい

て，理論的には柱頭ぼ降伏ヒンジの損傷も考えれば良いと考えられるが，残念ながら本実験の計

測計画からは，非構造壁と柱の接触が柱頭にも降伏ヒンジ形成させたかを明確に説明できなかっ

た。そのため，非構造壁が建物の残存耐震性能に及ぼす影響については，今後更なる検討を行い

たいと思う。 

 

【質疑 8】柱崩壊型建物に比べ梁崩壊型建物の変形能力が大きく，安全性が高いと思われるが，

その部分については本研究で提案した SIm の評価結果にどのように現れているか？（中埜先生） 

【回答 8】その部分については，簡易評価法により SIm を算定する際使用される部材の損傷度に

応じた ηによって現れている。 

 同じ損傷度において梁の ηbが曲げ柱の ηcを上回っている中，梁の損傷度Ⅱに対しては柱の損傷

度Ⅰ，梁の損傷度Ⅲに対しては柱の損傷度Ⅱ，梁の損傷度Ⅳに対しては柱の損傷度Ⅲのそれぞれ

の η が近似していることが分かる。これより，梁の損傷度において「被災度区分判定基準」で言

及しているような「若干緩やかに」（同じひび割れ幅に対する損傷度を 1 レベル小さいものとして

評価するなどの意図であると思われる）柱の基準を準用することが，概ね妥当な判断であったこ



質疑・回答
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とを示唆している。従って，柱と梁の挙動の違いは SIm 算定時（通常はひと通りの損傷度区分作

業終了後に行われる）の η の違いにより考慮され，目視可能な損傷（最大残留ひび割れ幅）によ

る損傷度が柱，梁の部材によらず統一的であることは，むしろ被災現場における「損傷度区分作

業」の混乱を軽減する利点があると考えられる。 

 

 


